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１．目的 

厚生労働省が実施する研究事業について、予算の概算要求に先立ち、行政施策との連

携を保ちながら、研究開発の一層効果的な実施を図り、優れた研究開発成果を国民、社

会へ還元することを目的とし、厚生科学審議会科学技術部会において概算要求前の評価

を行うものである。 

 

２．評価方法 

１）経緯 

厚生労働省全体の科学技術に関する事業の整合性を図る観点から、平成15年2月27日、

厚生科学審議会科学技術部会は、厚生労働省の科学技術に関する大型プロジェクトにつ

いて概算要求前に事業の概要を検討し、外部評価等を取り入れた評価を行うことを定め、

平成15年度より、毎年度概算要求前の評価を行ってきたところである。 

 

２）科学技術施策関連の周辺動向 

（１）健康・医療戦略（平成26年７月22日閣議決定）  

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kenkouiryou/suisin/ketteisiryou/dai2/s

iryou1.pdfb  

 

（２）医療分野研究開発推進計画（平成26年7月22日健康・医療戦略推進本部決定） 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kenkouiryou/suisin/ketteisiryou/dai2/s

iryou2.pdf  

 

（３）科学技術イノベーション総合戦略2015（平成27年６月19日閣議決定 ）  

http://www8.cao.go.jp/cstp/sogosenryaku/2015.html  

 

（４）「日本再興戦略」改訂2015－未来への投資・生産性革命－（平成27年６月30日閣 

議決定） 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/  

 

（５）保健医療２０３５（平成27年６月９日「保健医療２０３５」策定懇親会） 

http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hokabunya/shakaihoshou/hoke

niryou2035/assets/file/healthcare2035_proposal_150609.pdf  

 

（６）厚生労働行政の推進に資する研究に関する委員会報告書 

（平成27年６月26日厚生労働行政の推進に資する研究に関する委員会） 

http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-10601000-Daijinkanboukouseikaga

kuka-Kouseikagakuka/150623_houkokusyo.pdf  

 

３）評価対象 

厚生労働省の科学技術研究の競争的資金で構成される厚生労働科学研究の各研究事

業 

 

４）評価方法 

平成28年度実施予定の各研究事業について、外部有識者等が評価原案を作成し、厚

生科学審議会科学技術部会において審議する。 

 

５）評価のための参考について 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kenkouiryou/suisin/ketteisiryou/dai2/siryou1.pdfb
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kenkouiryou/suisin/ketteisiryou/dai2/siryou1.pdfb
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kenkouiryou/suisin/ketteisiryou/dai2/siryou2.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kenkouiryou/suisin/ketteisiryou/dai2/siryou2.pdf
http://www8.cao.go.jp/cstp/sogosenryaku/2015.html
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hokabunya/shakaihoshou/hokeniryou2035/assets/file/healthcare2035_proposal_150609.pdf
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hokabunya/shakaihoshou/hokeniryou2035/assets/file/healthcare2035_proposal_150609.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-10601000-Daijinkanboukouseikagakuka-Kouseikagakuka/150623_houkokusyo.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-10601000-Daijinkanboukouseikagakuka-Kouseikagakuka/150623_houkokusyo.pdf
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＜参考1＞「研究助成の改善等に向けた基本的な方向性について」 

（平成22年7月29日厚生労働省の研究助成等のあり方に関する省内検討会） 

 

＜参考 2＞「今後の厚生労働科学研究における主な研究課題等について」 

（平成 22年 10 月 19 日 第 60 回厚生科学審議会科学技術部会） 

 

＜参考3＞「厚生労働省の科学研究開発評価に関する指針」 

（平成22年11月11日（平成27年4月1日 一部改正） 厚生労働省大臣官房厚 

生科学課長通知） 

 

＜参考4＞「厚生労働省における政策評価に関する基本計画」（第3期） 

（平成24年3月30日 厚生労働大臣決定） 

 

 

＜参考1＞ 

「研究助成の改善等に向けた基本的な方向性について」（平成22年7月29日厚生労働省

の研究助成等のあり方に関する省内検討会） 

 

Ⅱ 評価指標の設定・見直し 

＜主な重点評価項目＞ 

  （１）政策等への活用（公的研究としての意義） ※事前・中間・事後評価 

    ・ 施策への直接反映の可能性（通知・ガイドライン・行政基準等への利用） 

    ・ 政策形成の過程等における参考として間接的に活用される可能性 

       （例：背景データ、基礎データ等としての活用など） 

    ・ 間接的な波及効果等が期待できるか 

       （例：民間での利活用（論文引用等）、技術水準の向上、他の政策上有意な研 

究への発展性など） 

    ・これら政策等への活用がわかりやすく具体的かつ明確に示されているか 

       ※ 「その研究がどのような行政課題に対し、どのように貢献するのか」

等について、その具体的な内容や例を極力明確に示す。 

 

Ⅴ その他 

   厚生労働分野全般の横断的な競争的研究資金の配分制度である厚生労働科学

研究費の特性を踏まえ、以下のような見直しを行う。 

  １ 重点分野等の設定  

○ 厚生労働科学研究費全体のうち、戦略性を持って重点的・集約的に費用配分

を行う「重点分野」を厚生科学審議会の審議を経るなどして設定し、メリハリ

のある研究費の分野配分を行う。 

 

○ また、個別の研究事業分野ごとにも、研究課題の採択に際し、戦略性を持っ

て重点的・集約的に費用配分を行う「推進分野」を各事前外部評価委員会の審

議を経るなどして設定し、メリハリのある研究費配分を行う。 

 

 

＜参考 2＞ 

「今後の厚生労働科学研究における主な研究課題等について 」 

（平成 22年 5月 17 日第 57 回厚生科学審議会科学技術部会） 
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今後の厚生労働科学研究における主な研究課題等について 

１．はじめに 

厚生労働科学研究が対象とする分野は幅広く、ニーズの把握とシーズの創出に向けた

探索的な研究や基盤整備に取り組むとともに、選択と集中による有望なシーズの迅速な

社会還元を目指す必要がある。その際、ニーズの把握（国民生活の安全・安心を脅かす

課題の科学的な把握）、シーズの創出（課題を解決する新技術等の創出）、及び成果の

社会還元に向けた研究に、バランスよく取り組むことが重要となる。 

今後の厚生労働科学研究において重点化すべき主な分野としては、以下が考えられる。 

 

○ 健康長寿社会の実現に向けた研究 

○ 少子化・高齢化に対応し、活力あふれる社会の実現に向けた研究 等 

 

＜参考3＞ 

「厚生労働省の科学研究開発評価に関する指針」 

（平成22年11月11日 厚生労働省大臣官房厚生科学課長通知） 

第５編 研究開発施策の評価  

第３章 評価の観点 

 「行政機関が行う政策の評価に関する法律」に基づく政策評価の観点も踏まえ、

研究事業等の特性に応じて、必要性、効率性及び有効性、さらには、対象となる

研究開発の国際的な水準の向上の観点等から評価を行う。特に政策評価における

政策目標との整合性を重視して行う。 

 「必要性」については、行政的意義（厚生労働省として実施する意義及び緊急

性等）、専門的・学術的意義（重要性及び発展性等）及び目的の妥当性等の観点

から評価することになる。評価項目としては、例えば、科学的・技術的意義（独

創性、革新性、先導性及び発展性等）、社会的・経済的意義（産業・経済活動の

活性化・高度化、国際競争力の向上、知的財産権の取得・活用、社会的価値（国

民の健康・安全等）の創出、国益確保への貢献及び政策・施策の企画立案・実施

への貢献等）及び国費を用いた研究開発としての妥当性（国や社会のニーズへの

適合性、機関の設置目的や中期目標等への適合性、国の関与の必要性・緊急性及

び他国の先進研究開発との比較における妥当性等）等がある。 

 「効率性」については、計画・実施体制の妥当性等の観点から評価することに

なる。評価項目としては、例えば、計画・実施体制の妥当性、目標・達成管理の

妥当性、費用構造や費用対効果の妥当性及び研究開発の手段やアプローチの妥当

性等がある。 

 「有効性」については、目標の達成度、新しい知の創出への貢献、社会・経済

への貢献及び人材の養成等の観点から評価することになる。評価項目としては、

例えば、目標の実現可能性や達成のための手段の存在、研究者や研究代表者の能

力、目標の達成度、新しい知の創出への貢献、（見込まれる）直接の成果の内容、

（見込まれる）効果や波及効果の内容、研究開発の質の向上への貢献、実用化・

事業化の見通し、行政施策実施への貢献、人材の養成及び知的基盤の整備への貢

献等がある。 

 

 

＜参考4＞ 

「厚生労働省における政策評価に関する基本計画」（第3期） 

（平成24年3月30日 厚生労働大臣決定） 

 第４ 政策評価の観点に関する事項 
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政策評価の観点としては、以下の（１）から（５）があり、評価の際には、必要

性、効率性及び有効性の観点を基本としつつ、評価の対象とする政策の特性等に応

じて公平性、優先性等の観点を用いるなど、総合的に評価を行うこととする。         

（中略） 

（1）「必要性」の観点 

イ 政策の目的が国民や社会のニーズに照らして妥当か、また、上位の目的に 

照らして妥当か。 

ロ 行政関与の在り方から見て行政が担う必要があるか。 

（2）「効率性」の観点 

イ 投入された資源量に見合った効果が得られるか、 又は実際に得られてい

るか。 

ロ 必要な効果がより尐ない資源量で得られるものが他にないか。 

ハ 同一の資源量でより大きな効果が得られるものが他にないか。 

（3）「有効性」の観点 

政策の実施により、期待される効果が得られるか、又は実際に得られているか。 

 

  

６）各戦略及び計画について 

 （１）健康・医療戦略（平成 26年 7月 22 日閣議決定） 

 

2．各論 

（１）世界最高水準の医療の提供に資する医療分野の研究開発等に関する施策 

基礎的な研究開発から実用化のための研究開発までの一貫した研究開発

を推進し、その成果の円滑な実用化により、世界最高水準の医療の提供に資

する。これにより、医薬品、医療機器等及び医療技術関連分野における産業

競争力の向上を目指すとともに、医療の国際連携や国際貢献を進める。医療

分野の研究開発等については、本戦略に加え、推進法第 18 条に基づき、本

戦略に即して、施策の基本的な方針や政府が集中的かつ計画的に講ずべき施

策等を定めた医療分野研究開発推進計画（以下「推進計画」という。）を作

成し、これに基づき医療分野の研究開発を推進するものとする。 

１）国が行う医療分野の研究開発の推進 

・「循環型研究開発」の推進とオープンイノベーションの実現 

・医薬品、医療機器等及び医療技術開発の新たな仕組みの構築 

・エビデンスに基づく医療の現実に向けて 

・世界最先端の医療の現実に向けた取組 

・新たな医療分野の研究開発の推進体制 

 

２）国が行う医療分野の研究開発の環境の設備 

・臨床研究及び治験実施環境の抜本的向上 

・研究基盤の整備 

・ICT に関する取組 

３）国が行う医療分野の研究開発の公正かつ適正な実施の確保 

・公正な研究を行う仕組み及び倫理・法令・指針遵守のための環境整備 

４）国が行う医療分野の研究開発成果の実用化のための審査体制の整備等 

・PMDA の体制強化等 

・レギュラトリーサイエンスの推進 

５）その他国が行う必要な施策等 

・国際的視点に基づく取組 
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・人材育成 

・知的財産のマネジメントへの取組 

（２）健康・医療に関する新産業創出及び国際展開の促進等に関する施策 

我が国の医薬品、医療機器等及び医療技術並びに医療サービスの発展には、

国内外の具体的な需要に応える市場が必要である。国内においては、世界最

先端の質の高い医療の実現に加え、疾病予防、慢性期の生活支援等を念頭に

置いた公的保険外の新しいヘルスケアサービスの市場を創出する。また、新

しい医薬品、医療機器等及び医療技術並びに医療サービスや新しいヘルスケ

アサービスの海外展開を図ることで、国際的医療協力を図りつつ、国外の市

場も開拓する。 

１）健康・医療に関する新産業創出 

ア）新事業創出のための環境整備 

・地域への展開 

・事業資金の供給 

・人材 

・ICT システムの整備 

・その他 

イ）保険者や企業等による健康投資の促進 

・レセプト・健診情報等のデータ活用 

・インセンティブ付与 

・健康投資の評価 

・その他 

ウ）製品・サービスの品質評価の仕組みの構築  

エ）ロボット介護機器の研究開発・導入促進のための環境整備 

２）ベンチャー企業等への成長市場における事業拡大等の支援 

ア）健康・医療分野における資金供給のための環境整備 

イ）ベンチャー・中小企業の産業育成等のための支援 

・産学官連携 

・規制 

３）健康・医療に関する国際展開の促進 

ア）国際医療協力の枠組みの適切な運用 

イ）新興国等における保健基盤の構築 

・保健医療制度、技術標準、規制基準等の環境整備 

・人材育成 

ウ）国際医療事業を通じた国際展開 

エ）顧みられない熱帯病（NTD）や栄養不良等に関する官民連携による支 

援等 

オ）政府開発援助（ODA）等の活用（国際的な保健分野の取組を我が国外交

の重要課題と位置付けた国際保健外交戦略に基づく、日本が比較優位を

有する医薬品、医療機器等及び医療技術並びに医療サービスを活用した

支援、二国間援助の効果的実施、グローバルな取組との連携） 

４）その他健康長寿社会の形成に資する施策 

・高齢化の進展や健康志向の高まりへの対応 

・健康増進に資するスポーツ活動の推進等 

・在留外国人等が安心して日本の医療サービスを受けられる環境の整備 

・高齢者等が安心して健康に暮らせる住宅・まちづくり・交通の実現 

（３）健康・医療に関する先端的研究開発及び新産業創出に関する教育の振興・
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人材の確保等に関する施策 

健康・医療に関する先端的研究開発や新産業創出を推進するに当たっては、

専門的知識を有する人材の確保や養成、資質の向上に必要な施策を講ずると

ともに、国民の関心と理解を深めるような教育や学習の振興、広報活動の充

実等を図る。 

１）健康・医療に関する先端的研究開発の推進のために必要な人材の育成・ 

確保等 

・臨床研究及び治験の効率的・効果的な推進のための人材育成・確保等 

・新しい需要に対応するためのバイオインフォマティクス人材等の活用 

・革新的医薬品、医療機器及び再生医療等製品の実用化の促進のための、 

革新的 

技術や評価法に精通する人材の交流・育成 

・再生医療等製品等における特有の取扱いに係る専門的技能を有する人材 

の育成 

２）新産業の創出を推進するために必要な専門的人材の育成・確保等 

・医療・介護のニーズとシーズをビジネスとしてマッチングできる人材の 

育成 

・起業支援人材の育成 

３）先端的研究開発及び新産業創出に関する教育及び学習の進展、広報活動 

の充実等 

・臨床研究及び治験の意義やそのベネフィット・リスクに関する理解増進 

を図るための情報発信等 

（４）世界最先端の医療の実現のための医療・介護・健康に関するデジタル化・ 

ICT 化に関する施策 

医療・介護・健康分野の包括的な ICT 化を図り、効率的で質の高い医療サ

ービスの実現を図るとともに、日本の医療・介護やヘルスケア産業そのもの

が新しい医療技術やサービスを生み出す世界最先端の知的基盤となることを

目指す。具体的な ICT 化の施策の推進は３つのレベルに整理し推進すること

が有効である。 

レベル１は「医療・介護・健康分野の現場のデジタル化」 

レベル２は「医療・介護・健康分野全体のデジタル化（デジタル基盤）」 

レベル３は「医療・介護・健康情報の利活用」 

すなわちデジタル化した医療等の現場から収集された多様なデータが標準

化・構造化等を通じ関係者間で共有できる全体的なデジタル基盤として集約

化され、当該デジタル基盤を利活用することにより、①医療行政の効率化、

②医療サービス等の高度化、③臨床研究及び治験の効率化等による研究の促

進等に利活用されることが重要である。このようなことを可能にするために

はデータの収集、分析等に関し標準化・構造化等の技術的な統合化を図るだ

けではなく、デジタル基盤へデータを提供するインセンティブの付与、デジ

タル基盤を利活用する主体が基盤維持のために必要なコスト負担をするため

のルール作り等経済的にデジタル化が持続可能となるような仕組みづくりが

必要である。合わせて、マイナンバーなどの番号制度基盤や医療情報の取扱

いのルールや仕組みを確立する必要がある。さらにレベル３における情報の

利活用の成果が現場に還元され、結果、現場のデジタル化、ICT 化を通じた

医療等の高度化・効率化が促進され、デジタル基盤の整備（レベル２）及び

情報の利活用（レベル３）が更に高度化されるような好循環を生み出すこと

が重要である。 
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デジタル基盤を通じて利活用が期待される情報には、比較的内容が簡素な

レセプトデータ（患者データ、傷病名データ等）から、複雑な内容を持ちう

る処方データ、検査データ、問診データ、手術記録、生活データ、各種レポ

ート、死亡診断書等が存在する。 

現在、レセプトデータなどの一部のデータに関しては医療現場のデジタル

化（レベル１）がほぼ終了し、厚生労働省によりデジタル基盤が構築され（レ

ベル２）、保健行政等における利活用（レベル３）が始まっている。 

今後、全ての分野においてこのような統合的な活用が可能となるよう医

療・介護・健康分野の ICT 化を進めていく。 

１）医療・介護・健康分野のデジタル基盤の構築 

・検討体制 

・技術的な連携・調整 

・医療適正化と国民の健康の増進の総合的な推進 

・生活習慣病の重症化予防 

・質の高い医療サービスの低コストでの提供 

・公的保険外のヘルスケアサービスの提供 

・効率的で質の高い医療の国際展開 

２）医療・介護・健康分野のデジタル基盤の利活用 

３）医療・介護・健康分野の現場の高度なデジタル化 

・次世代医療 ICT の研究開発・実用化 

・次世代医療システムの実証 

４）医療情報・個人情報の利活用に関する制度 

・制度検討 

 

 

（２） 医療分野研究開発推進計画（平成 26 年 7 月 22 日健康・医療戦略推進本部決定） 

３．基本的な方針 

我が国の健康・医療に関する先端的研究開発に係る基本理念は、健康・医療

戦略推進法の基本理念にあるとおり、基礎的な研究開発から実用化のための研

究開発までの一貫した研究開発を推進すること、そして、その成果を円滑に実

用化することにより、世界最高水準の医療の提供に資することである。 

この理念を踏まえ、また、Ⅰ．２のような医療分野の研究開発に係る背景と

現状に鑑み、以下を医療分野研究開発等施策についての基本的な方針とする。 

① 基礎研究成果を実用化につなぐ体制の構築 

② 医薬品、医療機器開発の新たな仕組みの構築 

③ エビデンスに基づく医療の実現に向けた取組 

④ 健康医療情報の情報通信技術（ＩＣＴ）の活用とその促進 

⑤ 世界最先端の医療の実現に向けた取組 

⑥ 国際的視点に基づく取組 

⑦ 人材の育成 

⑧ 公正な研究を行う仕組み及び倫理・法令・指針遵守のための環境整備 

⑨ 研究基盤の整備 

⑩ 知的財産のマネジメントへの取組 

Ⅱ．集中的かつ計画的に講ずべき医療分野研究開発等施策 

１．課題解決に向けて求められる取組 

医療の研究開発を持続的に進めるためには、基礎研究を強化し、画期的な

シーズが常に産み出されることが必要である。基礎研究の成果を実用化に展
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開するためには、臨床研究及び治験実施環境の抜本的な向上及び我が国発の

医薬品、医療機器の創出に向けたイノベーションの実現が鍵となる 

（１）基礎研究成果を実用化につなぐ体制の構築 

医療の研究開発を持続的に進めるためには、基礎研究を強化し、画期

的なシーズが常に産み出されることが必要である。基礎研究の成果を実

用化に展開するためには、臨床研究及び治験実施環境の抜本的な向上及

び我が国発の医薬品、医療機器の創出に向けたイノベーションの実現が

鍵となる。 

① 臨床研究及び治験実施環境の抜本的向上の必要性 

（ⅰ） 臨床研究の質の向上 

（ⅱ） 研究者・専門家の育成・人材確保 

（ⅲ） 臨床研究及び治験のための共通的な基盤の共用 

（ⅳ） 研究不正・研究費不正使用等防止への対応 

（ⅴ） 患者との連携及び国民への啓発活動等への取組 

② 「循環型研究開発」の推進とオープンイノベーションの実現 

（２）医薬品、医療機器開発の新たな仕組みの構築 

① 医薬品分野 

② 医療機器分野 

（３）エビデンスに基づく医療の実現に向けた取組 

（４）ＩＣＴに関する取組 

（５）世界最先端の医療の実現に向けた取組 

① 再生医療の実現  

② ゲノム医療の実現 

③ その他の先進的な研究開発への取組 

（６）国際的視点に基づく取組  

①国際的視野でのテーマ設定 

② 国際協力・展開及び国際貢献 

③ 規制等の国際整合 

（７）人材の育成 

（８）公正な研究を行う仕組み及び倫理・法令・指針遵守のための環境の整備 

（９）研究基盤の整備 

（10）知的財産のマネジメントへの取組 

２．新たな医療分野の研究開発体制が担うべき役割 

本年５月、健康・医療戦略推進法及び独立行政法人日本医療研究開発機構法

が成立し、機構の設立をはじめ、我が国の医療分野の研究開発体制が新たに構

築された。 

具体的には、医療分野の研究開発の司令塔本部として、内閣に内閣総理大臣

を本部長とし、全ての閣僚が本部員となる健康・医療戦略推進本部が設置され、

政治のリーダーシップにより、①政府が総合的かつ長期的に講ずべき健康・医

療に関する先端的研究開発及び新産業創出に関する施策の大綱等である健

康・医療戦略及び当該戦略に即した医療分野研究開発推進計画を定め、②同戦

略及び同計画の実施のために必要な、各省に計上されている医療分野の研究開

発関連予算を集約することにより、司令塔機能の発揮に必要な予算を確保し、

戦略的・重点的な予算配分を行い、③機構においては、基礎研究、臨床研究及

び治験、創薬開発等の豊富な経験を有するプログラム・ディレクター（以下「Ｐ

Ｄ」という。）、プログラム・オフィサー（以下「ＰＯ」という。）等の適切
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な配置を行い、実用化のための研究を基礎段階から一貫して一体的な管理を行

うこととなっている。 

このような新たな医療分野の研究開発体制において、具体的に以下の取組を

行う。 

（１）機構に期待される機能 

① 医療に関する研究開発のマネジメント 

② 臨床研究及び治験データマネジメント 

③ 実用化へ向けた支援 

④ 研究開発の基盤整備に対する支援 

⑤ 国際戦略の推進 

（２）基礎研究から実用化へ一貫してつなぐプロジェクトの実施 

・医薬品創出 

・医療機器開発 

・革新的な医療技術創出拠点 

・再生医療 

・オーダーメイド・ゲノム医療 

・疾患に対応した研究 

・その他の健康・医療戦略の推進に必要となる研究開発 

（３）共通基盤の整備・利活用 

（４）臨床研究中核病院の医療法上の位置付け 

 

 

（３） 科学技術イノベーション総合戦略 2015 （平成 27年 6月 19 日閣議決定 ） 

Ⅱ．国際社会の先駆けとなる健康長寿社会の実現 

１．基本的認識 

我が国は既に世界に先駆けて超高齢社会を迎えた。人口構成の変化は既に

日本の社会や経済に対して様々な影響を与えているが、今後より広範な分野

で一層大きな影響をもたらすと予想されている。 

近年の科学技術の進歩により、世界的に革新的な医療技術が相次いで開発

され、我が国でも医療におけるイノベーションが期待されるようになった。

特に、疾病の制圧と健康な社会の構築を目標とする医学研究においては、臨

床現場で活用される医療技術の開発が研究の目標となる。基礎科学の成果を

疾患の克服に向けて具体的に生かすためには、基礎研究と臨床現場の間の循

環を構築しなければならない。 

こうした社会的背景と医学研究の在り方を踏まえ、我が国の基礎科学研究

を展開して世界最先端の医療技術の開発を推進し、その成果を活用した医療

による健康寿命の延伸を実現するとともに、医療制度の持続性を確保するこ

とが、焦眉の課題とされるようになった。あわせて、健康・医療分野に係る

産業を戦略産業として育成し、経済成長への寄与によって超高齢社会を乗り

越えるモデルを世界に発信することが求められる。こうした問題意識から、

新たな医療分野の研究開発の取組が検討され、具体的な対応が開始されるこ

ととなった。 

このため、平成 25 年８月２日に、健康・医療に関する成長戦略の推進及

び医療分野の研究開発の司令塔機能の本部として、内閣総理大臣を本部長と

する「健康・医療戦略推進本部」の内閣への設置を閣議決定した。 

また、同年８月８日の健康・医療戦略推進本部は、医療分野の研究開発に

関する総合戦略の策定に係る専門的な事項の調査・検討を学術的・技術的観
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点から行うため、医療分野の研究開発に関する専門調査会を開催することを

決定した。その後、専門調査会において検討が進められ、平成 26 年１月 22 

日に、「医療分野の研究開発に関する総合戦略（報告書）」が取りまとめられ

た。健康・医療戦略推進本部を法定化する等の「健康・医療戦略推進法」と、

医療分野の研究開発及びその環境整備等の業務を行う独立行政法人を設立

するための「独立行政法人日本医療研究開発機構法」が、平成 26 年５月 23 

日に成立した。「健康・医療戦略推進法」に基づき、「健康・医療戦略」が平

成 26 年７月 22 日に閣議決定されるとともに、同日、「医療分野研究開発推

進計画」が健康・医療戦略推進本部により決定された。 

平成 27 年４月１日に国立研究開発法人日本医療研究開発機構を設立し、

当該機構は健康・医療戦略推進本部の下、「医療分野研究開発推進計画」に

基づき、基礎から実用化までの一貫した研究開発を推進する。 

こうした体制の下、国民の健康寿命の延伸、国民・社会の期待に応える医

療や、我が国の技術力を最大限生かした医療の実現を図るとともに、医薬品、

医療機器開発分野における産業競争力の向上、医療の国際連携、国際貢献を

進める。 

それに際して、総合科学技術・イノベーション会議は健康・医療戦略推進

本部と協働し、国際社会に先駆けた健康長寿社会の実現に向けて相乗的な効

果を生み出すことができるよう、連携を図る。 

 

２．重点的に取り組むべき課題 

新たな医療分野の研究開発体制の構築は、基礎研究からの優れたシーズを

見出し、これを実用化へ一貫して繋ぎ、具体的な成果を目指すものである。

このため、取組の当初から、臨床研究・治験への橋渡しや産業界への導出に

向けた戦略と周到な準備に基づく実施が求められる。 

多岐に広がる医療分野の研究開発への取組の中でも、平成 26 年度から開

始した「各省連携プロジェクト」として、平成 25 年８月 30 日に健康・医

療戦略推進本部により決定された取組は、各省の関連する研究開発プログラ

ムを統合的に連携し１つのプロジェクトとして一体的な運用を図るものと

なっている。具体的には、医薬品創出、医療機器開発、革新的医療技術創出

拠点の整備、再生医療の実現、オーダーメイド・ゲノム医療の実現、がんに

関する研究、精神・神経疾患に関する研究、新興・再興感染症に関する研究、

難病に関する研究について重点的に取り組む。当該連携プロジェクトは、国

立研究開発法人日本医療研究開発機構において集約して管理し、統合的に推

進する。実施に当たっては、個々のプロジェクト毎に成果目標（ＫＰＩ）を

設定し、その達成に向けて個々の研究開発の開始・方針の転換等について権

限と裁量をＰＤに付与し、ＰＤの下に各研究チームが、出口を見据えて、シ

ーズの探索・選択や個々のシーズごとの戦略に基づく開発研究を行うととも

に、シーズが頓挫した場合にはそれに替わる新たなシーズを随時選択するこ

とで、各チームの下で常に複数のシーズの開発研究が行われるようなマネジ

メントが構築される。なお、当該連携プロジェクトに関しては、次のような

ＫＰＩが掲げられている。今後、これらのＫＰＩについては、状況に応じて、

更なる検討・検証等がなされ、必要な見直しがなされることもあり得る。ま

た、今後開始される各省連携プロジェクト等についても、ＫＰＩを設定し、

取り組むものとする。 

各省連携プロジェクト以外の取組についても、「健康・医療戦略」及び「医

療分野研究開発推進計画」の主旨を踏まえつつ、着実に推進する。 
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さらに、リスクはあるが、飛躍的な可能性を秘めた課題に対しても、画期

的なイノベーションの実現を目指す支援を行うことが期待される。 

なお、これらの推進に当たっては、疾患の基礎研究の発展を図りつつ、研

究の急激な進捗や、関係する科学技術の画期的な発展などに機動的に対応で

きるような資源配分やマネジメント、レギュラトリーサイエンスの充実を実

現する。 

また、科学技術イノベーション創造推進費を活用して創設した医療分野の

研究開発に関する調整費により、研究の進捗状況や新規に募集する研究の内

容などを踏まえた予算配分を各省間をまたいで機動的かつ効率的に行う。 

 

Ⅱ．国際社会の先駆けとなる健康長寿社会の実現 

○ 重点的取組 

医薬品創出 

医療機器開発 

革新的医療技術創出拠点の整備 

再生医療の実現 

オーダーメイド・ゲノム医療の現実 

がんに関する研究 

精神・神経疾患に関する研究 

新興・再興感染症に関する研究 

難病に関する研究 

社会実装に向けた主な取組 

 

（４）「日本再興戦略」改訂 2015－未来への挑戦－（平成 27年 6月 30 日閣議決定） 

   第二 ３つのアクションプラン 

      日本再興戦略においては、政策群ごとに達成すべき成果目標（KPI）を示

しており、「常に進化し続ける成長戦略」とするため、個別施策についてボ

トムアップ型で進捗管理を行うとともに、KPI の達成状況等についてトップ

ダウン型で検証を行い、それを踏まえて施策の見直しを行うこととしている。 

このため、今回の成長戦略改訂に当たっては、日本再興戦略に記載された

各施策の進捗状況を確認するとともに、KPI の進捗状況についても検証を行

い、必要な場合は施策を強化・追加するなどの対応を行うこととした。 

日本再興戦略は、「日本産業再興プラン」「戦略市場創造プラン」「国際

展開戦略」の３つのプランから構成されており、以下では、その構成に沿っ

て、KPI 及び施策の進捗状況を概観するとともに、新たに講ずべき具体的施

策について記述する。 

 

   二．戦略市場創造プラン 

   テーマ１：国民の「健康寿命」の延命 

   （１）KPI（Key Performance Indicator：成果指標）の主な進歩状況 

《KPI》「2020年までに国民の健康寿命を１歳以上延伸【男性70.42歳、女性

73.62歳（2010年）】」 

⇒2013年：男性71.19歳、女性74.21歳 

 

《KPI》「2020年までにメタボ人口を2008年度比25％減【1400万人（2008年

度）】」 
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⇒2012年度：メタボ該当者及び予備群減少率2008年度比12.0％減 

 

《KPI》「2020年までに、医薬品・医療機器の審査ラグ「0」【医薬品：1か月、医療

機器：2か月（2011年）】」 

⇒2012年度：医薬品 0か月、医療機器 0か月 

 

 

（３）新たに講ずべき具体的施策 

①ヘルスケア産業の創出支援 

②医療・介護等分野においける ICT の徹底 

③医療の国際展開（アウトバウンド・インバウンド）の促進 

④介護サービスの質の評価に向けた仕組み作り 

⑤国際薬事規制調和戦略に基づく国際規制調和・国際協力の推進 

⑥「地域医療連携推進法人」制度の設立 

⑦個人・保険者・経営者等に対する健康・予防インセンティブの付与 

⑧クリニカル・イノベーション・ネットワークの構築（疾患登録情報を

活用した臨床開発インフラの設備） 

⑨信頼性の確保されたゲノム医療の実現等に向けた取組の推進 

⑩ものづくり力を結集した日本発の優れた医療機器等の開発・事業化 

⑪がん対策の取組の一層の推進 

 

（５）保健医療２０３５ 

■３つのビジョンとアクション 

（１）「リーン・ヘルスケア ～保健医療の価値を高める～」 

（２）「ライフ・デザイン ～主体的選択を支える～」 

（３）「グローバル・ヘルス・リーダー ～日本が世界の保健医療を牽引する～」 

 

■ビジョンを達成するためのインフラ 

（１）イノベ－ション環境 

新たな価値や新たなアイデアを創造することで、社会に変革をもたらすた

めの環境を整備。技術開発のみならず、それに対応したシステム（人材、情

報、資金など）の確立が必須。 

〔具体的なアクションの例〕 

～2020 年 

・治験や臨床試験のプラットフォーム設備 

～2035 年 

・がんや認知症などの研究推進のための多様な研究財源の確保 

・国内外のイノベーション人材の我が国への集積 

 

（２）情報基盤の整備と活用 

ICT 等により、医療の質、価値、安全性、パフォーマンスを飛躍的に向上

させる。保健医療データベースを整備・活用し、遠隔診断・治療・手術など

の基盤を整備。 

〔具体的なアクションの例〕 

～2020 年 

・ヘルスケアデータネットワークの確立・活用（公的でーた などの医療等 ID

による連結） 
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・検診・治療データの蓄積・分析による予防・健康・疾病管理の推進 

～2035 年 

・予防、診断、治療、疾病管理、介護、終末期（人生の最終段階）において、

データを活用した政策評価プロセスの確立。 
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３．厚生労働科学研究について 

厚生労働科学研究費補助金 

Ⅰ．行政政策研究分野  

（１）行政政策研究事業 

  ア．政策科学総合研究事業 

   ⅰ．政策科学推進研究事業 

   ⅱ．統計情報総合研究事業 

   ⅲ．臨床研究等 ICT 基盤構築研究経費 

  イ．地球規模保健課題解決推進のための行政施策に関する研究事業  

（２）厚生労働科学特別研究事業 

 

Ⅱ．厚生科学基盤研究分野   

（１）臨床応用基盤研究事業 

  ア．未承認薬評価研究事業  

 

Ⅲ．疾病・障害対策研究分野    

（１）成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業 

  ア．健やか次世代育成総合研究事業  

（２）がん対策推進総合研究事業 

  ア．がん政策研究事業  

（３）生活習慣病・難治性疾患克服総合研究経事業   

  ア．循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策政策研究事業 

 イ．女性の健康の包括的支援政策研究事業 

ウ．難治性疾患等政策研究事業 

   ⅰ．難治性疾患政策研究事業  

   ⅱ．免疫アレルギー疾患等政策研究事業 

  エ．慢性の痛み政策研究事業  

（４）長寿・障害総合研究事業 

  ア．長寿科学政策研究事業   

  イ．認知症政策研究事業    

 ウ．障害者政策総合研究事業  

（５）感染症政策推進研究事業 

  ア．新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業 

  イ．エイズ対策政策研究事業 

  ウ．肝炎等克服政策研究事業  

 

Ⅳ．健康安全確保総合研究分野   

（１）地域医療基盤開発推進研究事業   

ア．地域医療基盤開発推進研究事業   

（２）労働安全衛生総合研究事業 

（３）食品医薬品等リスク分析研究事業 

 ア．食品の安全確保推進研究事業   

 イ．カネミ油症に関する研究事業  

 ウ．医薬品・医療機器等ﾚｷﾞｭﾗﾄﾘｰｻｲｴﾝｽ政策研究事業  

 エ．化学物質リスク研究事業  

（４）健康安全・危機管理対策総合研究事業 
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４．各研究事業の評価   

 

１．研究事業の基本情報 

分野名 

プロジェクト名 

厚生労働省 「Ⅰ．行政政策研究分野」 

 

研究事業名 
政策科学推進研究事業 

主管部局（課室） 厚生労働省政策統括官付政策評価官室 

関係部局  

 

２．これまでの研究事業の予算、課題採択の状況 

 予算額（単位：千円） 申請件数（件） 採択件数（件） 

平成 25 年度 224,804 66 34 

平成 26 年度 179,843 62 26 

平成 27 年度 393,569 34 30 

※平成 25 年度は日本医療研究開発機構の対象経費及び対象外経費の合算になって

いる。 

※予算額は推進事業の経費を含む（厚生労働省が実施する研究事業のみ）。 

 

３．研究事業の概要 

（１）社会保障の現状と課題 

社会保障行政の課題としては、 

①持続可能かつ適切な社会保障制度（医療、介護、福祉、年金等）の再構築 

②経済を支え、経済成長に貢献する社会保障制度の構築 

等がある。 

政策科学推進研究事業は、これらの行政課題を解決するためにおこなわれる研

究であり、その時々の行政課題と優先順位に対応して、研究課題も推移。 

例えば、平成２６年度においては診療報酬における費用対効果や医療費の適正

化に関する評価のための分析等を行い、その際の知見を参考に、厚生労働行政施

策の企画立案、推進、及び効率化に資する社会保障領域の研究に取り組んだ。 

（２）行政施策と研究事業の関係 

本研究事業と行政施策との関係は（１）～（３）に掲げるとおりである。社会

保障領域における施策の見直しや制度設計、政策の立案・実行等に繋げている。 

（１）社会・経済構造の変化と社会保障 

人口減少を踏まえた次世代将来推計システムの開発や、社会保障費用を

マクロ的に把握する統計の向上に資する成果を算出し、施策に反映させる

ための調査研究は必須。 
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（２）世帯・個人の経済・生活状況と社会保障 

一例としては、昨今増え続けている児童虐待への対策として、具体的事

例の検証や防止策の立案に資する調査研究は必須。 

（３）社会保障分野における厚生労働行政施策の効果的な推進等 

高齢者人口の増加等を原因として医療や介護の費用が増加しており、よ

り効率の良い費用対効果を算出するためにも、レセプト情報・特定健診等

のデータベースの利活用に関する研究は必須。 

（３）研究事業の方向性 

 経済のグローバル化の進展、雇用環境変化、人口減少及び高齢化による生産年

齢人口の減少、世帯や家族のあり方の変化等、社会保障費の増加等、社会・経済

構造の大きな変化が起こる中、社会保障にかかる費用は増大し、社会保障のあり

方が問われている。社会・経済構造の大きな変化に対応した持続可能な社会保障

制度とするよう不断の見直しを行っていくことは、未来への投資につながるもの

であり、我が国の経済社会にとって最重要の課題の１つである。 

また、近年エビデンス（科学的根拠）に基づいた施策立案が求められており、

将来の人口動態やその社会経済・社会保障との相互作用について、より精緻に予

測するための先端技術の開発や年金のあり方の検証、地域医療の制度設計に必要

なモデル検証といった理論的・実証的研究が必要である。 

 さらに、平成 27 年度からは本研究事業においても「戦略型」の研究を追加し、

その枠組みの中で「健康医療分野における大規模データの分析及び基盤整備に関

する研究」を行うことにしている。本研究は、我が国が有するビッグデータを用

いて、リサーチクエスチョン（医療政策等に関して検討すべき仮説を、検証が可

能な形に構造化したもの）を検証し解決するといったチャレンジングなものであ

る一方で、我が国が有する社会保障に関連した諸問題の解決に資するものである。 

 これらの研究成果を活用して制度設計を行い、具体的な施策（法律・政省令・

各種通知の制定や改正等）まで到達させることが、本研究事業の目標となる。 

（４）研究事業の成果の政策等への活用（公的研究としての意義） 

なし 

（５）実用化に向けた取り組み 

なし 

 

４．研究事業と各戦略等との関係 

「健康・医療戦略」との関係 なし 

「医療分野研究開発推進計画」との関係 なし 

「保健医療 2035」との関係 なし 

「厚生労働行政の推進に資する研究に

関する委員会報告書」との関係 

【第２-】19.政策科学推進研究事業につ

いて 
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５．研究事業と関係省庁の研究事業等との関係 

文部科学省・経済産業省、及び他の省庁の

研究事業等との関係 

特に関係なし 

厚生労働省が実施する研究事業との関係 特に関係なし 

ＡＭＥＤが実施する研究事業との関係 特に関係なし 

 

６．平成 28 年度の研究事業の方針 

（１）推進分野（※） 

設定する

推進分野 

引き続き、社会・経済構造の変化と社会保障に関する研究を設定す

る。 

設定した

理由 

人口減少及び高齢化による労働力の減少、社会保障費の増加等、社

会・経済構造の大きな変化が起こる中、社会保障のあり方が問われて

いる。社会・経済構造の大きな変化を踏まえた持続可能な社会保障制

度を再構築することは、未来への投資であり、喫緊の課題である。近

年エビデンス（科学的根拠）に基づいた施策立案が求められており、

上記課題解決に資するために理論的・実証的研究が必要である。 

期待され

る成果 

本分野の推進により、各社会保障施策についての費用対効果などの客

観的根拠を得ることができ、効果的・効率的な社会保障施策立案に資

する。 

（２）継続的に推進すべき研究領域 

（１）社会・経済構造の変化と社会保障 

これまでも、人口減少を踏まえた次世代将来推計システムの開発や、社会保

障費用をマクロ的に把握する統計の向上に資する成果を算出し、施策に反映し

てきた。引き続き調査研究を行うことが必要である。 

（２）世帯・個人の経済・生活状況と社会保障 

これまでも、例えば、児童虐待への対策として、具体的事例の検証や防止策

の立案に資するような調査・研究を行ってきた。社会・経済構造の大きな変化

が起こる中、社会保障のあり方が問われており、世帯・個人の経済・生活状況

と社会保障についての研究を継続することが必要である。 

（３）社会保障分野における厚生労働行政施策の効果的な推進等 

高齢者人口の増加等を原因として医療や介護の費用が増加しており、より

効率の良い費用対効果を算出するためにも、レセプト情報・特定健診等のデ

ータベースの利活用に関する研究を引き続き行うことが必要である。 

（３）今後新たに推進すべき研究領域 

（１）社会・経済構造の変化と社会保障 

今年度も、人口減少を踏まえた次世代将来推計システムの開発や、社会保障
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費用をマクロ的に把握する統計の向上に資する研究を推進することで、成果を

施策に反映していく必要がある。 

（２）世帯・個人の経済・生活状況と社会保障 

今年度も、養育支援を必要とする家庭に対する保健医療福祉の連携に関する

実践的研究、若い男女の結婚・妊娠時期計画支援に関するプロモーションプロ

グラムの開発に関する研究などのような、世帯・個人の経済・生活状況と社会

保障についての研究の推進が必要である。 

（３）社会保障分野における厚生労働行政施策の効果的な推進等 

高齢者人口の増加等を原因として医療や介護の費用が増加しており、より

効率の良い費用対効果を算出するためにも、レセプト情報・特定健診等のデ

ータベースの利活用に関する研究を引き続き推進していくことが必要であ

る。 

※「研究助成の改善等に向けた基本的な方向性」（平成 22 年 7 月 29 日厚生労働省

の研究助成等のあり方に関する省内検討会）において、各研究事業のメリハリの

ある配分を行う観点から、当該年度で特に重視し配分する研究分野（事前評価に

おいても考慮）をいう。 

 

７．研究事業の評価 

（１）必要性の 

観点から 

少子高齢化の進展や経済成長の鈍化のみならず、就労形態の多様

化等の雇用基盤の変化、単身高齢世帯の増加等の家族形態の変

化、地域コミュニティの弱体化等の地域基盤の変化等、社会保障

に関連する状況が大きく変化している中、持続可能な社会保障制

度の再構築をすることが喫緊の課題である。その中で医療、介護、

福祉、雇用、年金などの各制度が内包している課題に対応した社

会保障の機能強化に努めつつ、経済を支え、経済成長に貢献する

社会保障制度を構築するためにも効率化を併せて推進する必要

がある。加えて、近年、科学的根拠（エビデンス）に基づいて、

より質の高い施策立案を行うことが求められていることから、社

会保障施策立案に資する専門的・実務的観点からの理論的・実証

的研究が必要である 

（２）効率性の 

観点から 

本事業の公募課題は、省内関係部局と調整の下、施策の推進に真

に必要で緊急性の高いものが取り上げられてきた。特に、公募課

題決定、研究採択審査、研究実施の各段階において省内関係部局

から意見を聴取する等、積極的な連携により、施策との関連の高

い課題を優先的に実施している。適切な事前評価・中間評価によ

り、効率よく、優れた研究が採択されている。さらに、毎年度、

研究成果をとりまとめた報告書を作成するとともに、事後評価を
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行うことにより、効率的な研究事業が行われている。 

（３）有効性の 

観点から 

多くの研究が喫緊の行政ニーズを反映しており、それらの成果

が、少子化、医療、年金、介護、社会福祉等、国内外の社会保障

全般に係る厚生労働行政に有効に活用されている。また、中長期

的観点に立った社会保障施策の検討を行う上で必要な基礎的な

理論、データを蓄積する研究を行っている。 

（４）総合評価 多くの研究が喫緊の行政ニーズを反映しており、それらの成果

が、少子化、医療、介護、社会福祉、年金、 雇用等、 国内外の

社会保障全般に係る厚生労働行政に活用されている。また、 中

長期的観点に立った社会保障施策の検討を行う上で必要な基礎

的な理論、データを蓄積する研究を行っている。 今後とも、厚

生労働行政の企画立案、効果的運営のため、本事業の推進が必要

である。 
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１．研究事業の基本情報 

分野名 

プロジェクト名 

厚生労働省 「Ⅰ．行政政策研究分野」 

 

研究事業名 
統計情報総合研究事業 

主管部局（課室） 厚生労働省大臣官房統計情報部人口動態・保健社会統計課保健

統計室 

関係部局 統計情報部内各課室 

 

２．これまでの研究事業の予算、課題採択の状況 

 予算額（単位：千円） 申請件数（件） 採択件数（件） 

平成 25 年度 32464 25 11 

平成 26 年度 25971 14 8 

平成 27 年度 25971 18 12 

※平成 25 年度は日本医療研究開発機構の対象経費及び対象外経費の合算になって

いる。 

※予算額は推進事業の経費を含む（厚生労働省が実施する研究事業のみ）。 

 

３．研究事業の概要 

（１）厚生労働統計の現状と課題 

○ 厚生労働統計の課題は、 

① 統計情報の高度な分析による政策立案のためのエビデンスの提供 

② 国民・行政・研究者のニーズを満たす統計の作成 

③ 統計の精度・国際比較可能性の向上 

があげられる。 

○ その時々の行政課題に対応して、研究課題も推移。 

○ 例えば、 

・平成 23～24 年度には各種保健統計調査から得られる情報を地域保健医療計

画の策定と評価へ活用する手法に関する研究を行った。 

・平成 24～25 年度は医師の地域別・診療科別分布及びキャリアパスに関する

研究を行った。 

・平成 24～26 年度は東日本大震災等の大災害による保健医療統計への影響や

その分析・評価手法に関する研究を行った。 

・平成 22～27 年度は OECD による国民保健計算の国際基準（SHA）に基づく、

日本の保健医療支出の推計手法を向上させるための研究を行った。  

（２）行政施策と研究事業の関係 
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本研究事業と行政施策との関係は（１）～（２）に掲げるとおりである。社

会保障領域における施策の見直しや制度設計、政策の立案・実行等に繋げてい

る。 

（１）社会保障・保健医療政策 

○社会保障・保健医療政策において、施策決定に資する基礎資料を提供して

いる。具体的には、医療政策に関して、地域に求められる医療機能と医療

提供体制を明らかにする研究や、大きな問題となっている医師不足対策に

おいて、医師を確保できている医療機関の特質に関する研究など、政策の

ための科学的根拠を与える研究は重要である。 

○また、保健医療政策を支える人口動態統計、医療施設調査、患者調査、縦

断調査などについて調査票の記載改善や適切なデータの解釈、バイアスの

補正の可能性に関する研究など、統計の正確性確保に必要な研究も重要で

ある。 

○保健医療政策のみならず、行政のあらゆる分野で用いられる統計情報の精

度の維持・向上のため、調査の実施方法や推計・公表方法、調査結果の解

釈のための調査研究は必須である。 

 

（２）国際比較のための研究 

  ○国際的な疾病分類である疾病・傷害および死因統計分類（以下 ICD という。）

に関しては、その分類をもとに各種調査が行われており、本分類の在り方

についての研究は、今後傷病等に関する情報を統計調査においてどう集め

るかの基礎となるものであり、必須である。現状では、WHO において ICD-11

への改訂作業が進んでおり、このための基礎資料を作成する研究は必要で

ある。 

（３）研究事業の方向性 

公的統計は統計法第１条において「体系的かつ効率的な整備及びその有用性

の確保を図り、もって国民経済の健全な発展及び国民生活の向上に寄与するこ

と」を大きな目標としている。また、公的統計は「証拠に基づく政策立案」を

推進し、学術研究などに積極的な貢献を果たすことが求められている。 

本研究事業の成果は、政策を企画立案、決定する上での基礎資料である統計

情報の収集・分析・活用に直接反映されており、行政ニーズに対応した情報を

得るために極めて重要である。 

統計情報総合研究においては、厚生労働行政全般にわたって、その時々の行

政課題の解決に資する統計情報を提供し続けるため、今後の基幹統計を含む統

計情報の収集、分析、公表等の在り方に関する研究、統計情報の精度の維持・

向上や国際比較性の向上に関する研究、統計情報の高度利用による保健医療行

政やその他の分野における新たなエビデンスを生み出す研究を今後も推進して
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いく。 

（４）研究事業の成果の政策等への活用（公的研究としての意義） 

○直接的な利用 

・国際機関へ知見を提供する予定である。 

○間接的な利用 

・研究結果を、統計調査の集計、公表、特別報告を行う際の方針を検討する際の

資料として用いる予定である。 

・今後、様々な統計を取る上での精緻化のための検討に用いる予定である。 

・保健医療施策を検討する過程等における参考としての背景データ、基礎データ

等として活用する予定である。 

○波及効果等 

・民間等で利活用される可能性がある。 

・疾病統計や死亡統計を用いた様々な研究の精度向上に貢献することが期待され

る。 

（５）実用化に向けた取り組み 

・利用頻度が高く、重要な統計から精度向上の研究を進める。 

・国際機関への知見提供を遅滞なく速やかに行う。 

 

４．研究事業と各戦略等との関係 

「健康・医療戦略」との関係 なし 

「医療分野研究開発推進計画」と

の関係 

なし 

「保健医療 2035」との関係 【６.-３-】②日本がグローバルなルールメイ

キングを主導する 

 

「厚生労働行政の推進に資する研

究に関する委員会報告書」との関

係 

【第２-】20. 統計情報総合研究事業 

 

５．研究事業と関係省庁の研究事業等との関係 

文部科学省・経済産業省、及

び他の省庁の研究事業等との

関係 

なし 

厚生労働省が実施する研究事

業との関係 

なし 

 

ＡＭＥＤが実施する研究事業

との関係 

なし 
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６．平成 28 年度の研究事業の方針 

（１）推進分野（※） 

設定する推進分野 なし 

設定した理由 なし 

期待される成果 なし 

（２）継続的に推進すべき研究領域 

①国際比較に資する研究 

・これまで、ICD-11 への改訂に資する研究を行って WHO の改訂活動に貢献した。 

・今後も、ICD-11 が勧告されるまで研究を継続する必要がある。 

②保健医療政策に関する研究 

・これまで、医師不足対策などの保健医療政策に役立つエビデンスを創出してき

た。 

・今後も、最新の保健医療の状況を反映した政策立案に資するエビデンスの提供

を継続していく必要がある。 

③厚生労働省の実施する統計調査に関する研究 

・これまで、縦断調査における脱落の補正可能性を探索する研究、中高年者縦断

調査や出生児縦断調査の高度分析を行う研究、患者調査の課題を探索する研究

を実施した。 

・今後も、縦断調査の補正可能性の研究の結果を踏まえて、実際に補正を行いそ

の手法を比較する研究や、今後の各種調査のあり方について提言する研究を行

う必要がある。 

（３）今後新たに推進すべき研究領域 

①高齢化をふまえた健康状況の把握に関する研究 

・超高齢化社会を迎えるに当たり、これまでの疾病や死因の把握にとどまらない

中高年の行動様式の分析や高齢者・障害者の生活機能の評価をしていく必要が

ある。 

・求められる成果は、ICF のマニュアルの翻訳、中高年の行動変容の分析資料であ

る。 

※「研究助成の改善等に向けた基本的な方向性」（平成 22 年 7 月 29 日厚生労働省

の研究助成等のあり方に関する省内検討会）において、各研究事業のメリハリの

ある配分を行う観点から、当該年度で特に重視し配分する研究分野（事前評価に

おいても考慮）をいう。 

 

７．研究事業の評価 

（１）必要性の 

観点から 

厚生労働統計は、行政にとって政策立案のための重要な基礎情報

であると共に、国民にとっても合理的な意志決定を行うための基
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盤となる重要な情報である。このため、国民や行政の多様なニー

ズに厚生労働統計は適切に答えていかなくてはならないと同時

に、少子高齢化に対応した政策立案等の喫緊の課題検討に資する

よう統計の有用性を向上させることが急がれており、このような

観点から研究を実施することは重要かつ緊急の必要性がある。 

 

（２）効率性の 

観点から 

研究は事前評価委員会の審査を受けて採択され、毎年研究成果を

とりまとめた報告書を作成すると共に中間・事後評価委員会で政

策立案に寄与し得る成果が得られたかどうか、効率的に実施され

たかといった観点などから評価がなされ、研究者へ研究計画の助

言も行っている。以上から、研究計画や費用対効果等の妥当性等

を踏まえて研究の採択・実施が行われていると考えられる。 

（３）有効性の 

観点から 

種々の政策、特に保健医療政策に関して政策に直結する知見が得

られている。複数の公的統計を複合的に集計・活用できる研究を

推進し、政策形成や検証に直結し説得力のある根拠を提供できる

ようなものや、公的統計の集計結果の解釈の検討のために有用な

研究がなされている。また、国際比較の観点からは整合性に配慮

した検討も行ってきており、研究結果に基づいた内容は国際機関

に提供されていることから国際貢献という視点からも有効な研

究事業である。 

（４）総合評価 当研究事業では、①厚生労働統計の調査手法及び制度の向上に関

する研究②エビデンスに基づく政策立案のための厚生労働統計

の高度分析に関する研究③今後の厚生労働統計の在り方に関す

る研究を柱として研究を実施している。見込まれる成果は、厚生

労働統計の精度や国際比較可能性の向上と、政策立案や結果検証

に資するエビデンスの提供である。それにより適切な厚生労働統

計情報に基づく政策立案が可能になり、研究の成果が国民に還元

されることとなる。よって今後も当研究事業を推進していき、新

たな観点からのエビデンスの提供に資することを期待したい。 
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１．研究事業の基本情報 

分野名 

プロジェクト名 

厚生労働省 「I．行政政策研究分野」 

研究事業名 
臨床研究等 ICT 基盤構築研究事業 

主管部局（課室） 厚生労働省大臣官房厚生科学課 

関係部局 厚生労働省政策統括官付情報政策担当参事官室 

日本医療研究開発機構臨床研究・治験基盤事業部臨床研究課 

 

２．これまでの研究事業の予算、課題採択の状況 

 予算額（単位：千円） 申請件数（件） 採択件数（件） 

平成 25 年度 0   

平成 26 年度 0   

平成 27 年度 0   

※平成 25 年度は日本医療研究開発機構の対象経費及び対象外経費の合算になって

いる。 

※予算額は推進事業の経費を含む（厚生労働省が実施する研究事業のみ）。 

 

３．研究事業の概要 

（１）医療 ICT 基盤の現状と課題 

○健康・医療分野（健康・医療・介護・福祉分野を含むものとする。以下同じ。）

の大規模データ（以下「データ」という。）の分析結果の活用は、医療の質向

上・均てん化・診療支援、及び日本発の医療技術の臨床開発に必要なエビデン

スを提供する。 

○そのため、DPC、NDB などの既存の医療等データベースや、SS-MIX2 などに格納

された電子カルテ情報などからマッピングした標準形式の情報を、(1)医療の質

向上・均てん化・診療支援の基盤として活用するとともに、(2)臨床研究等の基

盤としても活用する、恒常的な仕組みを構築するための研究を行う必要がある。 

 

（２）行政施策と研究事業の関係 

○現在、医療データの分析結果の活用のための ICT 基盤整備は、健康・医療戦略

推進本部のもと、次世代医療 ICT 基盤協議会（以下「協議会」という。）が設

置され、政府一体となった取組が開始されたところである。 

○協議会では、初期基盤として既存の医療等データベース事業間のデータ交換の

標準化を進めるとともに、医療等の現場からアウトカムデータを含むデジタル

化データを一定の標準形式で大規模収集し、それを臨床研究等に利活用する新
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たな事業を数多く組成して、初期基盤を拡充するアプローチを進めている。 

○すなわち、データの分析と活用を促進するためには、既存のデータベースシス

テムを改善して拡張・連結するとともに、標準仕様 EHR システム（SS-MIX2 など）

を使った電子カルテ情報等のマッピングによるデータの互換性、移植性の確保

によって、医療情報の共通化を達成しなければならない。これに資する研究課

題を厚生労働科学研究で検討することが必要である。 

○すなわち、研究課題には、①既存のデータベース事業の改善のための研究と②

臨床研究等の ICT 基盤構築のための研究（AMED 対象）がある。 

 

（３）研究事業の方向性 

○既存のデータベース事業の改善のための研究と臨床研究等の ICT 基盤構築のた

めの研究は医療 ICT 基盤構築の車の両輪であり、次世代医療 ICT 基盤協議会及

び AMED とよく連携・協力して進めていくこととなる。 

○一方で、データの分析と活用を促進するためには、国、地方公共団体、保険者、

学会、医療機関等で様々に構築されつつあるデータベースの拡張・連結を順次

進める必要があり、厚生労働科学研究を使って技術的な課題を解決していくこ

とが求められる。 

 

○2020 年を目途に達成する目標・成果 

・既存データベース事業の拡充と必要な連結（データの相互利用） 

・電子カルテシステムの標準化 

・医療現場の自立的向上プログラムの策定 

 

（４）研究事業の成果の政策等への活用（公的研究としての意義） 

 

○直接的な利用 

既存の医療等データベース事業間の連結利用を進め、初期基盤として既存

の医療等データベース事業の利用拡大を進めるとともに、医療等の現場か

ら行政や研究目的に必要なアウトカムデータを含むデジタル化データを一

定の標準形式で大規模収集する仕組みを作る。 

 

○間接的な利用 

大規模収集したデータ等を、(1)医療の質向上・均霑化・診療支援の基盤と

して活用するとともに、(2)臨床研究等の基盤としても活用する。 

 

○波及効果等 

・集めたデータを「見える化」することで、医療機関の客観的な立ち位置
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がわかる。これにより、診療プロセスの効率化がすすむと同時に、患者

も医療機関等を選択することができる。 

・リアルタイムに近い効率的なデータ収集を行うことにより、先制的な施

策を行うことができる。 

・臨床試験等で、症例の登録が容易になるとともに、縦断的かつ横断的な

レトロスペクティブな研究によって、新たな臨床研究が可能になる。 

 

（５）  実用化に向けた取り組み 

①  DB 事業の拡充・連結 

バラバラに運用されている各種データベースを拡張・相互利用化し、多様な大

規模データ分析を可能にすることについて、フィージビリティ試験を行った後、

具体的な相互利用プログラムを策定し、運用を進める。（例：NDB、介護保険デ

ータベース、DPC データベース、NCD、全国がん登録データベース、NHO システ

ムなど） 

 

②  －１．電子カルテ等病院情報システムの標準化 

施設毎にカスタマイズされている電子カルテの規格を統一化し、複数の施設か

ら生成するカルテデータを相互利用できるようにすることについて、フィージ

ビリティ試験を行った後、実装を進める。 

 

③  －２．データの共通化 

現在施設毎に異なる検査値の単位、基準値の範囲等を統一化し、複数の施設か

ら生成する検査データ等の比較・統合を容易にすることについて、フィージビ

リティ試験を行った後、運用を進める。 

 

④  医療現場の自律的な診療プロセス向上につながるプログラムを創出 

EHR データセットの分析によって、診療成績や費用対効果等の指標を比較できる

ようにすることで、現場の診療プロセスが自律的に改善され、診療成績も向上

する循環を創出することについて、フィージビリティ試験を行った後、プログ

ラムを策定し、運用を進める。 

 

 

４．研究事業と各戦略等との関係 

「健康・医療戦略」との関係 【2．(4)】世界最先端の医療の実現の

ための医療・介護・健康に関するデ

ジタル化・ICT 化に関する施策 

「医療分野研究開発推進計画」との関係 【Ⅱ.1.(4)】ＩＣＴに関する取組 
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「保健医療 2035」との関係 【７（２）】情報基盤の整備と活用 

「厚生労働行政の推進に資する研究に関

する委員会報告書」との関係 

【第１-】18．臨床研究等 ICT 基盤構

築研究事業（仮）について 

 

５．研究事業と関係省庁の研究事業等との関係 

文部科学

省・経済産業

省、及び他の

省庁の研究

事業等との

関係 

 

厚生労働省

が実施する

研究事業と

の関係 

本事業の戦略型の研究は、平成２７年度厚生科学研究費の政策科学

推進研究事業の戦略型として行っていた健康医療分野における大規

模データの分析及び基盤整備に関する研究と統合する予定である。 

 

ＡＭＥＤが

実施する研

究事業との

関係 

AMED 臨床研究等ＩＣＴ基盤構築研究事業については、日本発の創

薬、医療機器、医療技術に資する研究を行う。 

 

 

 

６．平成 28 年度の研究事業の方針 

（１）推進分野（※） 

設定する

推進分野 

医療データの利用拡大のための基盤整備 

設定した

理由 

２０２０年度までに各医療機関の電子カルテデータの標準化の環境

整備を行うことで、異なる医療機関からのデータ集積、比較分析、デ

ータの共有が効率化し、研究開発等が促進することが期待される。 

 

レセプトの全国規模のデータベース（ＮＤＢ）や、手術症例の実績な

どカルテ情報のデータベース（ＮＣＤ等）等の各種データベースにつ

いて、拡充や研究分野等への利用拡大を図るとともに、各種データベ

ースの相互利用の術現に向けた研究事業等を２０１５年度から実施

し、２０２０年度を目標に基盤整備を進める。 

 

こうした取り組みにより 

・医療の向上や、コスト・経営の効率化 

・日本発の新薬、医療機器、医療技術の開発、医薬品等の安全対策の
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充実を実現していく予定。 

期待され

る成果 

・医療機関にとっては、デジタル化や標準化が、自己の病院の経営や

診療の改善に役立つことの実感により、いっそうの電子化が進み、自

律的に向上していくことが期待される。 

・様々な診療情報の利活用が、サービスの向上や効率化や新医薬品・

医療機器等の開発・実用化等のメリットとして還元されることを国民

が実感することが期待される。 

（２）継続的に推進すべき研究領域 

 

大規模収集した医療等ビッグデータを用いた研究を引き続き継続していく。 

 

・大規模データを用いた運動器疾患・呼吸器疾患・がん・脳卒中等の臨床疫学・

経済分析 

・レセプト情報等データベース（NDB）、DPC 等の活用による高齢者医療の適正化

推進に向けた研究 

・レセプト情報・特定健診等情報データベース、DPC 等を利用した医療需要の把握・

整理・予測分析、および超高速レセプトビックデータ解析基盤の整備 

 

 

 

（３）今後新たに推進すべき研究領域 

※これまで実施されておらず、今年度から新たに推進すべき「研究領域」の名称、

推進すべき理由、求められる成果等を、箇条書きで記載する。 

※「研究領域」は個別の研究課題ではなく、複数の研究課題を包括する内容を記

載する。 

※「求められる成果」は可能な限り数値化する。 

 

(ア) DB 事業の拡充・連結 

バラバラに運用されている各種データベースを拡張・相互利用化し、多様な大

規模データ分析を可能にすることについて、フィージビリティ試験を行った後、

具体的な相互利用プログラムを策定し、運用を進める。（例：NDB、介護保険デ

ータベース、DPC データベース、NCD、全国がん登録データベース、NHO システ

ムなど） 

 

(イ) －１．電子カルテ等病院情報システムの標準化 

施設毎にカスタマイズされている電子カルテの規格を統一化し、複数の施設か

ら生成するカルテデータを相互利用できるようにすることについて、フィージ
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ビリティ試験を行った後、実装を進める。 

 

(ウ) －２．データの共通化 

現在施設毎に異なる検査値の単位、基準値の範囲等を統一化し、複数の施設か

ら生成する検査データ等の比較・統合を容易にすることについて、フィージビ

リティ試験を行った後、運用を進める。 

 

(エ) 医療現場の自律的な診療プロセス向上につながるプログラムを創

出 

EHR データセットの分析によって、診療成績や費用対効果等の指標を比較できる

ようにすることで、現場の診療プロセスが自律的に改善され、診療成績も向上

する循環を創出することについて、フィージビリティ試験を行った後、プログ

ラムを策定し、運用を進める。 

 

※「研究助成の改善等に向けた基本的な方向性」（平成 22 年 7 月 29 日厚生労働省

の研究助成等のあり方に関する省内検討会）において、各研究事業のメリハリの

ある配分を行う観点から、当該年度で特に重視し配分する研究分野（事前評価に

おいても考慮）をいう。 

 

７．研究事業の評価 

（１）必要性の 

観点から 

社会的・経済的意義／国費を用いた研究開発としての妥当性 

○ 医療分野の高度化と効率化の両立による社会保障給付費の適

正化は喫緊の課題。同時に世界最先端の臨床研究基盤を構築

し、新しい医療技術・医薬品等を国内外の市場に展開する成長

戦略的視点も重要。これらの両立には、臨床現場の徹底的かつ

戦略的なデジタル化とともに、生成デジタルデータの戦略的利

活用が不可欠。 

○ これまで、全国規模で利活用が可能な標準化されたデジタル

データは、診療行為の実施情報（インプット）である診療報酬

明細書（レセプト）データが中心。他に幾つもの医療データベ

ースが独立してあるが、相互の連結性は乏しく、また診療行為

の実施結果（アウトカム）に関するデータベースも限られてい

る。今やインプットおよびアウトカムのデータを標準化し連結

して利活用することは、世界的にも重要な課題。（アウトカム

＝検査結果、服薬情報等） 

○ 現在、医療データの分析結果の活用のための ICT 基盤整備は、

健康・医療戦略推進本部のもと、次世代医療 ICT 基盤協議会（以
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下「協議会」という。）が設置され、政府一体となった取組が

開始されたところである。 

○ 協議会では、初期基盤として既存の医療等データベース事業

間のデータ交換の標準化を進めるとともに、医療等の現場から

アウトカムデータを含むデジタル化データを一定の標準形式

で大規模収集し、それを臨床研究等に利活用する新たな事業を

数多く組成して、初期基盤を拡充するアプローチを進めてい

る。 

科学的・技術的意義 

○既存の複数のデータベースシステムを改善し、拡張・連結する

とともに、標準仕様 EHR システム（SS-MIX2 など）を使った電

子カルテ情報等のマッピングによるデータの互換性、移植性の

確保によって、医療情報の共通化を達成する。これらは、効率

的かつタイムリーなデータ分析と活用を促進し、我が国の医療

の質の向上、効率化、医療技術開発に資する。 

（２）効率性の 

観点から 

 

○ 医療の質の向上、コスト・経営の効率化等に資するような各

種既存データベースの連結やデータの統合等の相互利用につ

いての具体的な活用例をリストアップし、実現可能性の高い

活用例について、データベース相互利用プログラムの仕様の

検討を行っていく等、効率的なアプローチをしていく。 

○ 上記は、次世代医療 ICT 基盤協議会とも連携して、各種研究

事業間での調整を通して進める。 

（３）有効性の 

観点から 

 

○ 既存の医療等データベース事業間の連結利用を進め、初期基

盤として既存の医療等データベース事業の利用拡大を進める

とともに、新たに医療等の現場から行政や研究目的に必要なア

ウトカムデータを含むデジタル化データを一定の標準形式で

大規模収集し、臨床研究等に利活用する仕組みを作る。 

○ さらに、両者がつながることで、日本としての大規模データ

基盤ができあがる。 

○ 大規模収集したデータ等を、(1)医療の質向上・均てん化・診

療支援の基盤として活用するとともに、(2)臨床研究等の基盤

としても活用する。 

○ 集めたデータを「見える化」することで、医療機関の客観的

な立ち位置がわかる。これにより、診療プロセスの効率化がす

すむと同時に、患者も医療機関等を選択することができる。 
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○ リアルタイムに近い効率的なデータ収集を行うことにより、

先制的な施策を行うことができる。 

○ 臨床試験等で、症例の登録が容易になるとともに、縦断的か

つ横断的なレトロスペクティブな研究によって、新たな臨床研

究が可能になる。 

（４）総合評価  

○ 以上のような研究事業を、臨床研究 ICT 基盤の構築に関する

研究（AMED）と併せて推進することによって、以下のような成

果、国民への貢献が可能である。 

 

○ 電子カルテデータの標準化の環境整備を進めることによっ

て、異なる医療機関からのデータの集積、比較分析、データの

共有が効率化し、研究開発等が推進される。 

 

○ また、医療情報の各種データベース事業の拡充・相互利用に

よって、医療に関する様々なデータの集積や、多様な分析が

推進され、医療の質の向上、コスト・経営の効率化、日本発

の創薬、医療機器、医療技術等研究開発の推進等に資する。 
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１．研究事業の基本情報 

分野名 

プロジェクト名 

厚生労働省 「Ⅰ.行政政策研究分野」 

研究事業名 
地球規模保健課題解決推進のための行政施

策に関する研究事業  

主管部局（課室） 厚生労働省大臣官房国際課 

関係部局 なし 

 

 

２．これまでの研究事業の予算、課題採択の状況 

 予算額（単位：千円） 申請件数（件） 採択件数（件） 

平成 25 年度 84,407 36 23 

平成 26 年度 37,724 15 10 

平成 27 年度 37,724 14 8 

※平成 25 年度は日本医療研究開発機構の対象経費及び対象外経費の合算になって

いる。 

※予算額は推進事業の経費を含む（厚生労働省が実施する研究事業のみ）。 

 

３．研究事業の概要 

（１）地球規模保健課題解決推進のための行政施策に関する研究事業の現状と課

題 

地球規模保健行政の課題は、 

① 感染症対策（エイズ、結核、マラリア等） 

② 母子保健（乳幼児死亡率、妊産婦の健康等） 

③ 公衆衛生緊急事態（新型インフルエンザ、災害等） 

④ 保健医療制度 等がある。 

本研究事業は、これらの行政課題を解決するための研究であり、その時々の行 

政課題に対応して、研究課題も推移している。 

 これらの行政課題に対して、例えば以下の対策等を実施している。 

・「日本の国際貢献のあり方に関する研究」において、①世界の疾病負担、②

我が国の国際保健戦略、③途上国における保健財源、④介入戦略について、

系統的レビュー分析等の成果を踏まえ我が国の国際貢献戦略の提言をまと

めた。 

・「サハラ以南アフリカにおけるエイズ・結核研究ネットワーク構築に関する
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研究」では、本研究を発端として南アフリカ共和国と二国間共同事業やウ

ガンダとの共同研究体制が構築される等将来につながる成果を上げた。 

（２）行政施策と研究事業の関係 

本研究事業と行政施策との関係は（１）～（２）に掲げるとおりである。国

際保健領域における施策の見直しや制度設計、政策の立案・実行等に繋げてい

る。 

（１）高齢化を見据えた社会保障制度のあり方の検討 

○ 高齢化は日本のみならずアジア諸国でも同様に進展しており、これらの

人口動態の変化の影響はグローバル化や労働市場の拡大・流動化も相まっ

て、自国内のみならず国家間レベルでも影響を与えている。これらの状況

を踏まえ、日本のみならず東アジア、ASEAN諸国を含めた広い範囲を対象に、

高齢化を見据えた社会保障制度のあり方を検討する研究は必須である。 

 

（２）2015 年以降の国際的な保健課題克服に向けた国際目標の設定や取組の方向

性についてのレビュー及び提案 

○ 2015 年以降の国際目標として、ポスト2015年国連開発課題が策定され、

世界的な取組みが開始されるところである。今般、非感染性疾患を始めと

する新たな保健課題も出現したことに加え、世界的な公衆衛生危機への対

応の基盤構築も喫緊の課題となっている。これらを踏まえ、2015 年以降は

より広い保健課題に取り組むことを目標とする。このような状況を踏まえ、

2015 年以降の国際的な保健課題克服に向けた国際目標の設定や取組の方

向性についてのレビュー及び提案する研究は必須である。 

（３）研究事業の方向性 

これまでの成果として、本事業の研究結果は、WHO 等が開催する国際会議や国

連ミレニアム開発目標（MDGs）後に世界的に取組むべき保健課題を選定する際

の国際的な議論の場で我が国の対処方針等が研究結果を根拠として作成される

等、大いに活用されると共に、Lancet 誌といった国際的な学術誌や WHO のガイ

ドライン等に取り上げられている。 

今後も引き続き、我が国においてこれまで蓄積してきた知見や経験を活かし、

人材育成のあり方等の検討を行い、保健分野において我が国の貢献がより効果

的で国際的に存在感を発揮するものとなるよう、ユニバーサル・ヘルス・カバ

レッジ（UHC）実現等における我が国の貢献に関する政策決定を行うための研究

を推進する。 

（４）研究事業の成果の政策等への活用（公的研究としての意義） 

○直接的な利用 

・より効果的・効率的な国際協力の実施や、WHO総会等の国際会議での政策形成に

おいて、直接・間接の参考資料として利用される。 
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○間接的な利用 

・より効果的・効率的な国際協力の実施や、WHO総会等の国際会議での政策形成に

おいて、直接・間接の参考資料として利用される。 

・高齢化を見据えた社会保障制度のあり方について、人口のダイナミズムを考慮

した上で、東アジア、ASEAN 諸国と連携するためのデータとして活用される。 

○波及効果等 

・健康寿命に影響を与える医学的・社会的・制度的な要因を多面的に明らかにし、

さらに、我が国のみならずWHO等の国際機関やこれから保健医療制度を整備して

いく途上国等の諸外国にとってエビデンスとなり、また各国の保健施策人材の

育成等に活用される。 

（５）実用化に向けた取り組み 

・高齢化は日本のみならずアジア諸国でも同様に進展しており、これらの人口動

態の変化の影響はグローバル化や労働市場の拡大・流動化も相まって、自国内

のみならず国家間レベルでも影響を与える。他方、我が国を含むアジア地域は、

地理的、経済的、文化的要素を共有しているため、高齢化を見据えた社会保障

制度のあり方は、上記の人口のダイナミズムを考慮した上で、東アジア、ASEAN

諸国との連携も検討されなければならない。そのため、当該地域における人口

変動過程（少子化、長寿化、高齢化、国内・国際人口移動等）及び関連する政

策（少子化対策、家族政策、健康医療政策、地方分権政策、移民政策等）の比

較分析により、各国の諸制度の特徴や改善点を明らかにする。 

 

・我が国の平均寿命は世界一であるが、今後は量的な長寿だけではなく質的な長

寿を目指すこと、つまり健康寿命の延伸が重要である。そのため、平均寿命及

び健康寿命と平均寿命との差を生んでいる生活習慣等の疾病負荷や、健康の社

会的決定因子、またマクロレベルでは社会保障制度の相違について、国際機関

とも連携して国際比較や疫学的解析により調査する。 

 

４．研究事業と各戦略等との関係 

「健康・医療

戦略」との関

係 

【２．-(２)-３)-イ）】 

○WHO の支援事業を拡充することにより、公衆衛生水準の向上を通

じて、特に西太平洋地域の社会の安定に貢献する。また、新興国・

途上国等では、依然として母子保健・感染症対策の優先度が高い中

で、生活習慣病等の非感染性疾患 （NCDs）による二重の疾病負荷が

大きな課題となる一方、自己負担額の増加も問題となってきており、

UHC の達成のため、我が国の知見・経験の共有を通して保健政策人

材育成に関する支援を強化する。 
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【２．-(２)-３)-オ）】 

○国際保健政策を踏まえ、国際保健を日本外交の重要な課題と 

位置付け、UHC の普及を推進する。また、グローバルな取組との連 

携や二国間援助の効果的な実施を通じ、ポスト 2015 年国連開発課題 

における取組を強化しつつ、保健医療制度や高齢化対策等に関する 

日本の知見等を総動員し、UHC の促進に貢献する。 

「医療分野

研究開発推

進計画」との

関係 

なし 

「保健医療

2035」との関

係 

【４．-(３)】 

○国際的な感染症や公衆衛生緊急事態に対応する保健医療制度や人

材育成のあり方を検討することで、我が国を含む世界の人々の健康

に貢献する。また、世界で最も高齢化が進んだ我が国で、超高齢社

会に適した保健医療制度を科学的に検討し、創っていくことは、我

が国がグローバルなルール作りに積極的に貢献するために必要で

ある。 

「厚生労働

行政の推進

に資する研

究に関する

委員会報告

書」との関係 

【第２-】21．地球規模保健課題解決推進のための行政施策に関する

研究事業について 

 

５．研究事業と関係省庁の研究事業等との関係 

文部科学

省・経済産業

省、及び他の

省庁の研究

事業等との

関係 

地球規模の保健課題については、WHO は勿論のこと国連やG8 等の

主要国際会合でもしばしば主要議題として扱われる等、国際社会に

おいてその重要性が益々高まっている。本事業は、これからの国際

環境を踏まえて、我が国においてこれまで蓄積してきた知見や経験

を活かし、先端的な科学技術を活用した技術協力等を強化すること

により、保健分野において諸外国に貢献し、日本の存在感を高める

ことを目的とした研究を実施するものであり、文部科学省や経済産

業省等の他省庁の研究事業とは重複はない。 

厚生労働省

が実施する

研究事業と

の関係 
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ＡＭＥＤが

実施する研

究事業との

関係 

AMED が実施する研究事業は、疾病の治療・診断法等、医療技術の開

発（例：ポスト 2015 国連開発目標を踏まえた疾病等に関する研究等）

を行っている。一方、厚生労働省が実施する研究事業は、厚生労働

省の実施する政策の推進（例：高齢化等の人口動態が与える社会的

影響に関する研究、ポスト 2015 国連開発目標に関する研究等）を行

っている。 

 

６．平成 28 年度の研究事業の方針 

（１）推進分野（※） 

設定する

推進分野 

保健関連ポスト 2015 年国連開発課題に関する研究分野 

 

設定した

理由 

国際保健政策やポスト 2015 年国連開発課題（H27 年 9 月策定予定）

等を踏まえ、日本が貢献すべき重点課題について研究を推進すること

により、日本は戦略的な資源投入による日本の強みを活かすことがで

きるため。 

期待され

る成果 

日本の知見の共有、人材提供等による国際保健分野でのプレゼンスの

向上が期待される。 

（２）継続的に推進すべき研究領域 

高齢化等の人口動態が与える社会的影響に関する研究 

・高齢化は日本のみならずアジア諸国でも同様に進展しており、これらの人口動

態の変化の影響はグローバル化や労働市場の拡大・流動化も相まって、自国内

のみならず国家間レベルでも影響を与えている。これらの状況を踏まえ、日本

のみならず東アジア、ASEAN諸国を含めた広い範囲を対象に、高齢化を見据えた

社会保障制度のあり方を検討することが喫緊の課題となっている。 

・高齢化等の人口動態が与える社会的影響を分析し、各国の諸制度の特徴や改善

点を明らかにすることで、人口変動に柔軟に向き合った社会保障制度の構築が

可能となり、その結果、少子化・高齢化に対応し、活気あふれる社会の実現に

つながることが見込まれる。そのため、引き続き当該研究領域を推進していく

必要がある。 

 

健康寿命延伸のための保健医療制度に関する研究 

・我が国の平均寿命は世界一であるが、今後は量的な長寿だけではなく質的な長

寿を目指すこと、つまり健康寿命の延伸が重要である。 

・健康寿命延伸のための保健医療制度に関する研究を推進することにより、平均

寿命及び健康寿命と平均寿命との差を生んでいる生活習慣等の疾病負荷や、健

康の社会的決定因子、またマクロレベルでは社会保障制度の相違について検証

が可能となり、その結果、健康長寿社会の実現につながることが見込まれる。
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そのため、引き続き当該研究領域を推進していく必要がある。 

（３）今後新たに推進すべき研究領域 

①2016 年の日本開催サミットを契機とした、国際保健分野での日本のリーダーシ 

ップ発揮に係る提言 

・2016 年の日本開催サミットを契機として生じるモーメンタムを活かし、新たな

クローバルヘルス・ガバナンスの中で日本がリーダーシップを発揮する具体的

な分野及び手法について、戦略を示す。 

②高齢化等の急激な人口動態の変化に関する研究 

・介護の質に関する指標の提案等を通して、各国の状況に応じた、あるべき介護 

の形を模索する。 

・求められる成果は、日本型介護を各国に導入することで何が達成されるべきか 

を明確にし、この分野での日本の経験の活用方法を明確にすること等である。 

※「研究助成の改善等に向けた基本的な方向性」（平成 22 年 7 月 29 日厚生労働省

の研究助成等のあり方に関する省内検討会）において、各研究事業のメリハリの

ある配分を行う観点から、当該年度で特に重視し配分する研究分野（事前評価に

おいても考慮）をいう。 

 

７．研究事業の評価 

（１）必要性の 

観点から 

・本事業は、保健医療分野において我が国が進めている国際協力

事業と密接な関係にある地球規模保健課題に取り組むことを

目的とし、成果を上げている。現在、我が国には、地球規模の

保健課題について、国際社会における保健医療政策策定への関

与、我が国の技術・経験の途上国への移転、あるいは有為な人

材育成等により積極的に貢献することが求められている。従っ

て，保健課題の原因究明、効果的な介入方法の提示・検証、人

材育成のあり方等の検討を行い、我が国の貢献がより効果的で

国際レベルにおいて存在感を発揮できるものとなるよう、今後

も引き続き、こうした体系的・戦略的な国際協力政策に資する

研究を推進する必要がある。 

（２）効率性の 

観点から 

・本研究事業の公募課題は、省内関係部局と調整の上、公募課題

を決定し、研究実施の各段階において省内関係部局から意見を

聴取する等、積極的な連携を図る。また、適切な事前評価・中

間評価により、効率良く、優れた研究を採択し、毎年度、研究

成果をとりまとめた報告書を作成するとともに、事後評価を行

うことにより、効率的な研究事業を実施する。 

（３）有効性の 

観点から 

・公募課題決定、研究実施の各段階において省内関係部局等から

意見を聴取する等、積極的な連携により、施策との関連の高い
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課題を実施する。また、若手育成型研究を導入し、長期的な視

点で当該分野の若手人材の育成を図る。 

（４）総合評価 ・当該研究事業の具体的成果としては、WHO 等の開催する国際会

議の場や国連ミレニアム開発目標（MDGs）後の国際的な保健課

題設定に関する議論の場等にも活用されると共に、Lancet 誌と

いった国際的な学術誌で取り上げられ、WHO のガイドラインに

も反映されており、我が国が、より効果的な国際協力・貢献を

行う観点からも意義深いものであると評価出来る。 

・高齢化等の人口動態が与える社会的影響に関する研究を推進す

ることにより、人口変動に柔軟に向き合った社会保障制度の構

築が可能となり、その結果、少子化・高齢化に対応し、活気あ

ふれる社会の実現につながることが見込まれる。 

・健康寿命延伸のための保健医療制度に関する研究を推進するこ

とにより、平均寿命及び健康寿命と平均寿命との差を生んでい

る生活習慣等の疾病負荷や、健康の社会的決定因子、またマク

ロレベルでは社会保障制度の相違について検証が可能となり、

その結果、健康長寿社会の実現につながることが見込まれる。 
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１．研究事業の基本情報 

分野名 

プロジェクト名 

行政政策研究 

研究事業名 
厚生労働科学特別研究事業 

主管部局（課室） 厚生労働省大臣官房厚生科学課 

関係部局 省内関係部局 

 

２．これまでの研究事業の予算、課題採択の状況 

 予算額（単位：千円） 申請件数（件） 採択件数（件） 

平成 25 年度 ２８２，８３６ ３６ ３６ 

平成 26 年度 ２９９，５３０ ４５ ４５ 

平成 27 年度 ３７２，３２４ 事業実施中 事業実施中 

※平成 25 年度は日本医療研究開発機構の対象経費及び対象外経費の合算になって

いる。 

※予算額は推進事業の経費を含む（厚生労働省が実施する研究事業のみ）。 

 

３．研究事業の概要 

（１）厚生労働科学特別研究事業の現状と課題 

 本事業は、国民の生活を脅かす突発的な問題や社会的要請の強い諸課題につい

て、緊急に行政による効果的な施策が必要な場合、先駆的な研究を支援し、当該

課題を解決するための新たな科学的基盤を得るとともに、成果を短期間で集約し、

行政施策に活用されている。 

 

（２）行政施策と研究事業の関係 

 本事業は、厚生労働行政に直結する社会的要請の強い諸課題に対応するために

不可欠な事業であり、成果は審議会や検討会等の基礎資料として活用されている

他、ガイドラインとして発出されるもの等もある。 

 

（３）研究事業の方向性 

 本事業は、厚生労働行政に直結する社会的要請の強い諸課題に対応するために

不可欠な事業である。 

 

（４）研究事業の成果の政策等への活用（公的研究としての意義） 

審議会、検討会等で検討する際の基礎資料として活用されている。また、通知・

ガイドラインに利用されている。 
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（５）実用化に向けた取り組み 

なし 

 

４．研究事業と各戦略等との関係 

「健康・医療戦略」との関係 なし 

「医療分野研究開発推進計画」との関係 なし 

「保健医療 2035」との関係 なし 

「厚生労働行政の推進に資する研究に関す

る委員会報告書」との関係 

【第１- 】26. 厚生労働科学特別

研究について 

 

５．研究事業と関係省庁の研究事業等との関係 

文部科学

省・経済産業

省、及び他の

省庁の研究

事業等との

関係 

なし 

厚生労働省

が実施する

研究事業と

の関係 

本事業においては、緊急性が高く、他の研究事業では実施してい

な 

い課題についての研究を推進することとしている。課題については

各部局の関連事業所管課が提案し、大臣官房厚生科学課においてヒ

アリングを実施し、事前評価委員会の評価結果により研究の実施を

決定している。  

研究の実施にあたっては、効率的な運用の観点から、所管課にお

い 

て研究事業に係る補助金執行及び進捗管理等を行っている。 

 

ＡＭＥＤが

実施する研

究事業との

関係 

 課題によっては、本事業終了後にＡＭＥＤで実施する研究課題も

ある。 

 

 

 

６．平成 28 年度の研究事業の方針 

（１）推進分野（※） 

設定する推進分野 なし 

設定した理由  
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期待される成果  

（２）継続的に推進すべき研究領域 

なし 

（３）今後新たに推進すべき研究領域 

なし 

※「研究助成の改善等に向けた基本的な方向性」（平成 22 年 7 月 29 日厚生労働省

の研究助成等のあり方に関する省内検討会）において、各研究事業のメリハリの

ある配分を行う観点から、当該年度で特に重視し配分する研究分野（事前評価に

おいても考慮）をいう。 

 

７．研究事業の評価 

（１）必要性の 

観点から 

本事業は、厚生労働行政に直結する社会的要請の強い諸課題に

対応するために不可欠な事業である。 

（２）効率性の 

観点から 

本事業は、事業の特性上、研究期間が当該年度内であるが、政

策に反映しうる研究成果を多数得ている。 

なお、次年度以降に引き続き研究を実施すべき課題が明らかに

なった場合には、各分野の研究事業における事前評価に基づき研

究を実施する等、各部局との連携のもとに効率的に事業を実施し

ている。 

（３）有効性の 

観点から 

これまでの研究成果は、関連する審議会、検討会等における検

討のための基礎資料とされる等、厚生労働省の各部局における施

策の検討に適宜活用されており、事業の目的に 

沿った成果を得ている。 

（４）総合評価 厚生労働科学特別研究は、緊急に行政による対応が必要な場合

に機動的に実施される研究事業であり、成果は各部局の政策に適

切に反映されている。 

今後も、国民の健康・安全に係る緊急課題や社会的ニーズの高

い課題が新規に出現することが予測され、こうした課題に迅速に

対応できる事業が必要である。 

本研究事業は厚生労働省の各政策分野における緊急のニーズに

対して臨時的に実施するものであることから、厚生労働科学研

究において不可欠な事業である。 
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１．研究事業の基本情報 

分野名 

プロジェクト名 

厚生労働省「Ⅱ．厚生科学基盤研究分野」 

研究事業名 
未承認薬評価研究事業 

主管部局（課室） 厚生労働省医政局研究開発振興課 

関係部局 厚生労働省健康局疾病対策課 

 

２．これまでの研究事業の予算、課題採択の状況 

 予算額（単位：千円） 申請件数（件） 採択件数（件） 

平成 25 年度 3,611,432 98 58 

平成 26 年度 106,000 １ １ 

平成 27 年度 100,000 １ １ 

※平成 25 年度は日本医療研究開発機構の対象経費及び対象外経費の合算になって

いる。 

※予算額は推進事業の経費を含む（厚生労働省が実施する研究事業のみ）。 

 

３．研究事業の概要 

（１）未承認薬の評価に係る現状と課題 

国内で承認されている医薬品での治療が困難な患者がいることが、未承認薬の

評価に係る行政の課題である。 

特に、HIV 治療薬等を研究班が海外より入手し、治療する医師を通じて、患者に

治療の機会を提供することで、未承認の HIV 治療薬等の有用性を評価し、日本へ

の導入を検討する必要がある。 

（２）行政施策と研究事業の関係 

本事業は、薬害エイズ訴訟の和解措置として平成８年より開始した研究であり、

薬害エイズ等により、HIV に感染した血友病患者を救済するために未承認医薬品を

導入し、治療する医師の要請に応じて無償で交付することで人道的な治療を行う

もの。 

 なお、人道的な治療が行われる中で、治療効果、安全性、副作用などのエビデ

ンスを構築することとしている。 

（３）研究事業の方向性 

○3 年後に達成する目標・成果 

治療を望む患者のため、本事業を維持・継続する。 

○5 年後に達成する目標・成果 

治療を望む患者のため、本事業を維持・継続する。 
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○10 年後に達成する目標・成果 

治療を望む患者のため、本事業を維持・継続する。 

（４）研究事業の成果の政策等への活用（公的研究としての意義） 

○直接的な利用 

薬害エイズ訴訟の和解措置として、HIV に感染した血友病患者を救済するために未

承認医薬品を導入し、治療する医師の要請に応じて無償で交付することで人道的

な治療を行う。 

○間接的な利用 

臨床研究データについては、薬事承認申請時の参考資料等として活用される。 

○波及効果等 

臨床研究データを活用することにより、民間企業の開発が促進される。 

（５）実用化に向けた取り組み 

・血液製剤による HIV 感染被害者（HIV 訴訟原告団）等のニーズを把握し、それら

に適合した未承認薬の治療研究を実施する。 

 

４．研究事業と各戦略等との関係 

「健康・医療

戦略」との関

係 

【２．-(１)-１)-】 

○ 医薬品、医療機器等及び医療技術開発の新たな仕組みの構築 

・ 国内の研究機関に埋もれている有望なシーズをくみ上げるシステ

ムを構築し、それを実用化に結び付けるため、最終的なビジネスと

しての発展を視野に入れつつ、基礎から臨床研究（医療における疾

病の治療方法等の改善、疾病原因等の理解及び患者の生活の質の向

上を目的として実施される人を対象とする医学系研究であって医薬

品医療機器等法第２条第 17 項（薬事法等の一部を改正する法律の施

行の日前までは薬事法第２条第 16 項）に規定する「治験」を除くも

のをいう。以下同じ。）及び治験、実用化までの一貫した研究開発の

推進、さらに、臨床現場における検証と新たな課題を抽出できる体

制を整備する。 

「医療分野

研究開発推

進計画」との

関係 

なし 

「保健医療

2035」との関

係 

なし 

 

「厚生労働

行政の推進

※該当する項目を記載する。特にない場合は「なし」と記載する。 

【第１-】16．未承認薬評価研究事業について 
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に資する研

究に関する

委員会報告

書」との関係 

   

 

５．研究事業と関係省庁の研究事業等との関係 

文部科学省・経済産業省、及び他の

省庁の研究事業等との関係 

該当なし 

厚生労働省が実施する研究事業と

の関係 

本事業では、疾病・障害対策研究分野の研究

事業と重複がないよう、未承認薬の有用性を

評価する研究のみを支援している。 

ＡＭＥＤが実施する研究事業との

関係 

該当なし 

 

 

６．平成 28 年度の研究事業の方針 

（１）推進分野（※） 

設定する

推進分野 

未承認薬の有用性を評価する研究 

 

設定した

理由 

薬害エイズ訴訟の和解措置として開始された研究であり、政策として

重要であるため、推進する必要がある。 

期待され

る成果 

海外の承認条件に基づいて治療に応用し治療成績を収集する形で、治

療研究及び至適治療法の開発が可能になる。 

（２）継続的に推進すべき研究領域 

①未承認薬の有用性を評価する研究 

・薬害エイズ等により、HIV に感染した血友病患者を救済するために未承認医薬品

を導入し、治療する医師の要請に応じて無償で交付することで人道的な治療研

究を行った。 

・治療を望む患者のため、本事業を維持・継続する必要がある。 

（３）今後新たに推進すべき研究領域 

なし 

※「研究助成の改善等に向けた基本的な方向性」（平成 22 年 7 月 29 日厚生労働省

の研究助成等のあり方に関する省内検討会）において、各研究事業のメリハリの

ある配分を行う観点から、当該年度で特に重視し配分する研究分野（事前評価に

おいても考慮）をいう。 

 

７．研究事業の評価 
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（１）必要性の 

観点から 

本事業にて支援している研究は、薬害エイズ等により、HIV に感

染した血友病患者を救済するために平成８年度に発足した研究

であることから、本事業は行政的な観点から必要性は非常に高

い。 

（２）効率性の 

観点から 

ホームページにて薬剤の情報を患者と医療者双方へ迅速に提供

をするとともに、最新の治療情報の提供や新たな導入薬の情報も

提供している。さらに、製薬会社による臨床試験が困難な薬剤に

ついて、迅速に臨床情報を収集して日本人特有の問題の有無を検

討する役割も担っており、効率性に優れている。 

（３）有効性の 

観点から 

これまでに複数の薬剤の承認に際して、日本人における治療経験

と有害事業の発生状況を提供しており、有効性は非常に高い。 

（４）総合評価 本事業は、未承認薬の有用性を評価する研究を推進することによ

り、医薬品・医療機器の実用化の加速を図る事業であるため、公

的研究として極めて重要である。 
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１．研究事業の基本情報 

分野名 

プロジェクト名 

Ⅱ．厚生科学基盤研究分野 

研究事業名 
健やか次世代育成総合研究事業 

主管部局（課室） 厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課 

関係部局 日本医療研究開発機構戦略推進部研究企画課 

 

 

２．これまでの研究事業の予算、課題採択の状況 

 予算額（単位：千円） 申請件数（件） 採択件数（件） 

平成 25 年度 541,460 49 22 

平成 26 年度 113,306 25 13 

平成 27 年度 177,742 18 10 

※平成 25 年度は日本医療研究開発機構の対象経費及び対象外経費の合算になって

いる。 

※予算額は推進事業の経費を含む（厚生労働省が実施する研究事業のみ）。 

 

３．研究事業の概要 

（１）成育疾患の現状と課題 

母子保健行政の課題は、 

①母子健康手帳の交付、妊婦健康診査、乳幼児健康診査等を通じた、母子に対 

する保健事業の適切な実施 

②新生児マス・スクリーニング検査や母子感染対策等による疾病の早期発見 

早期予防の実施 

③健やか親子２１（第２次）等における総合的な母子保健施策の推進 

④生殖補助医療の倫理的課題への対応や相談体制の整備、安全対策の推進、出生

前診断における遺伝カウンセリングの体制整備等がある。 

 

本研究事業はこれらの行政課題を解決するための研究である（治療法等の実用化

研究を除く）。 

その時々の行政課題に対応して、研究課題も推移する。 

 例えば、 

・平成 24 年度は、タンデムマス法を用いた新生児マス・スクリーニング検査の対

象疾病の基準等の研究成果を得た。 

・平成 25 年度は、国民運動である「健やか親子２１」の各指標について評価・分
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析を行い、「健やか親子２１（第２次）」に向けた課題等の研究成果を得た。 

・平成 26 年度は均一で質の高い乳幼児健康診査の実施と評価に資するための「標

準的な乳幼児期の健康診査と保健指導に関する手引き」を作成した。 

（２）行政施策と研究事業の関係 

本研究事業と行政施策との関係は①～③に掲げるとおりである。AMED 対象分

の研究事業と相俟って、母子保健領域における施策の見直しや制度設計、政策

の立案・実行等に繋げている。 

①疾病の早期発見・早期予防の推進 

  ○ 母子感染や先天性代謝異常等、早期に発見することで障害の発症を予防

することができる疾病について、新生児マス･スクリーニング検査の体制整

備や患者レジストリーの体制、支援体制等についての研究が必要。 

  ○ 乳幼児の健康保持増進の観点から、適切な乳幼児健診の手法や多職種連

携による保健指導等についての研究が必要。 

②妊娠・出産に関わる医学的・倫理的課題等への対応 

○ 生殖補助医療に関する技術の進歩や普及に伴って、出生前診断等の実施

体制、カウンセリングなどの支援体制の整備や倫理的問題等への対応が必

要。 

〇 授乳・離乳の支援についての指針となるガイドの策定の見直しが必要。 

〇 妊婦の健康状態の把握や課題解決のための研究が必要。 

③母子保健施策の推進のための取り組み 

○ 昨今の母子保健領域の課題を明らかにするとともに、それらの課題解決のた

め、行政、教育機関、NPO 等母子保健に関わる全ての関係者が協働し、総合的な

母子保健施策を推進するための研究が必要。 

（３）研究事業の方向性 

妊娠・出産・子育ての分野においては、社会や家庭環境の変化により、解決

すべき課題は、急激に増加するとともに、多様化している。本研究事業におい

ては、特に、母子感染における適正な検査等の実施体制の構築や患者レジスト

リーの体制、支援体制の整備を通じた乳幼児の疾病の克服と障害の予防、また、

母性及び乳幼児の健康の保持増進並びに児童福祉の向上に向け、戦略性をもっ

て、これらの課題の解決に向け、研究の強化・充実を図る必要がある。本事業

での研究を通じた研究成果は、母子保健・児童福祉の現場に還元され、行政施

策の検討においても活用される。本研究事業においては、産前産後にメンタル

ヘルス等の面で介入が必要な妊産婦の把握並びに保健指導の手引きの作成、タ

ンデムマス法を用いた新生児マス・スクリーニング検査の対象疾病の診断基準

等の確立、HTLV-1 抗体陽性妊婦から生まれた児への推奨可能な乳汁栄養法の確

立等を通じて母子保健行政に関する課題を解決するとともに、子どもを成育疾

患から守り健やかに成長するための環境整備を推進することを目標とする。 
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○3 年後に達成する目標・成果 

・生殖補助医療や出生前診断におけるカウンセリングの体制等の整備に向けた

提言 

・小児摂食障害を早期発見するための尺度の開発 

・授乳・離乳の支援ガイトの見直し 

・先天性代謝異常における新生児マス・スクリーニング検査の対象項目の拡大

のための提言 

・神経芽腫マススクリーニング休止に対する評価 等 

○5 年後に達成する目標・成果 

 ・東日本大震災の被災児に関するデータベースの構築 等  

・ハイリスク妊産婦等に対する保健指導のあり方の確立 

○10 年後に達成する目標・成果 

 ・妊娠、出産から育児まで包括的な支援体制の整備 等 

（４）研究事業の成果の政策等への活用（公的研究としての意義） 

○直接的な利用 

・出生前診断、妊婦健診、乳幼児健診、小児慢性特定疾病対策、健やか親子２

１（第２次）に関する研究等が実施されており、研究の成果は母子保健施策

の実施の際の基礎的資料として利用される。 

・慢性疾病を有する児の自立に向けた「小児科医向け移行支援ガイドブック」

や、乳幼児健診の標準的な手法を示した手引き等は、実地臨床や自治体での

母子保健活動等に活用されている。 

 

○間接的な利用 

 ・被災地の調査研究と合わせて収集した、コントロール（非被災児）群のデー

タの研究への利活用が期待される。 

 

○波及効果等 

・新生児マス・スクリーニングや母子感染対策を含め、総合的な母子保健施策の

推進のための研究により、安心して子どもを生み育てる環境作りの一翼と

なることが期待される。 

（５）実用化に向けた取り組み 

・既存の医療提供の状況やガイドライン等をもとに、問題の抽出と成果物へ反映

をする。 

 ・先天性代謝異常における新生児マス・スクリーニング検査については、感度・

特異度の観点からスクリーニング実施項目として実現可能性の高い疾病を中心

に対象の拡大を検討する。 
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４．研究事業と各戦略等との関係 

「健康・医療

戦略」との関

係 

【２．-(１)-１】 

○世界最高水準の医療の提供に資する医療分野の研究開発等に関す

る施策 

治療法がなく、患者数が少ない小児慢性特定疾病について、全国

規模の患者データベースを構築し、治療法の開発・実用化を目指す

研究を推進する。また、国内難病患者データベースを活用し、諸外

国の患者データベースと国際連携を行うことで、病態解明、治療法

の開発・実用化を推進する。 

「医療分野

研究開発推

進計画」との

関係 

＜医療分野をめぐる現状認識と新たな医療分野の研究開発の取組の

開始について＞「次世代を担う小児への医療の取組もいまだ

十分であるとは言えない現状である。」とある他、Ⅰ.医療分

野研究開発等施策についての基本方針の中で、小児・周産期

の疾患、不妊症、女性に特有の健康課題等が挙げられており、

患者や国民、社会のニーズを的確に把握し、これらの課題を

解決するための取組が必要である。 

「保健医療

2035」との関

係 

 

（２）「ライフ・デザイン～主体的選択を社会で支える～」 

ii)人々が健康になれる社会環境をつくり、健康なライフスタイルを

支える、の項目に具体的なアクションの例として「女性がそのライ

フコースを通じて包括的な医療・ケアを受けられ、妊娠、出産、育

児に際して、男女ともに十分な社会的支援を享受できる体制を構築

する。」と記載があり、当研究事業の成果の施策への還元が期待され

る。 

「厚生労働

行政の推進

に資する研

究に関する

委員会報告

書」との関係 

「第 1 厚生労働科学研究の構成と行政施策推進上の位置付け」に

おいて、適切かつ妥当な科学的根拠に立脚する必要のある課題とし

て、少子高齢化の進展が挙げられている他、各研究事業の概要のう

ち「第１ 医療分野の研究事業 1．健やか次世代育成総合研究事業」

において、母子保健施策を推進するための取り組みや今後の方向性

が提示されている。 

 

 

 

５．研究事業と関係省庁の研究事業等との関係 

文部科学省・経済産業省、及

び他の省庁の研究事業等と

の関係 

なし 
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厚生労働省が実施する研究

事業との関係 

なし 

ＡＭＥＤが実施する研究事

業との関係 

成育疾患克服等総合研究事業においては、特に成育

疾患の医療開発についての研究が行われており、成

育疾患克服のため、体制作りなど行政的アプローチ

を主とする当事業と連携関係にある。 

 

６．平成 28 年度の研究事業の方針 

（１）推進分野（※） 

設定する

推進分野 

・授乳・離乳の支援の実態調査及び母子保健（新規） 

・東日本大震災被災地の小児保健に関する調査研究（新規） 

・就労状況を含めたライフログを活用した妊婦の健康管理に関する研

究（新規） 

設定した

理由 

 急速な少子化は、労働力人口の減少、高齢者比率の上昇や市場規模

の縮小、現役世才の負担の増大などを通じ、経済成長へのマイナス効

果や地域社会の活力の低下、子どもの健全な成長への悪影響など将来

の我が国の社会経済に広く深刻な影響を与えることが懸念されてい

る。特に、乳幼児の疾病の克服と障害の予防、また、母性及び乳幼児

の健康の保持増進並びに児童福祉の向上に向け、戦略性をもって、こ

れらの課題の解決に向け、研究の強化・充実を図る必要がある。 

これまでは、健やか親子２１（第２次）、妊婦健診、乳幼児健診など

に関する研究が行われている。 

今後は特に子どもに対する健康の推進、妊娠から出産・産後及び育

児、あるいは妊娠に至るまでの支援等を含め、母子保健施策の充実は

ますます求められており、さらなる効果的な施策の充実を図る上で、

その基盤となる科学研究の戦略的な推進と科学的知見の蓄積が急務

となっている。 

期待され

る成果 

「子ども・子育てビジョン」の掲げる「妊娠、出産、子育ての希望が

実現できる社会」を実現する。 

（２）継続的に推進すべき研究領域 

①妊娠、出産に係る課題に関する研究 

・出生前診断における遺伝カウンセリングの実施体制及び支援体制あり方に関

する研究やハイリスク妊産婦の把握や保健指導のあり方の研究等を行ってき

た。 

・今後も、出生前診断に係るカウンセリングを含めた妊娠・出産・産後を含め

た包括的な支援について継続して研究する必要がある。 
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②母子感染や成育疾患対策 

・先天性代謝異常等のスクリーニング検査である新生児マス・スクリーニング

検査のあり方や母子感染についてのコホート研究を行ってきた。 

・今後も、実態調査の結果を踏まえて、医療機関で活用できるガイドライン等

を策定する必要がある。 

 

③健やか親子２１（第２次）の推進に関する研究 

 ・健やか親子２１の最終評価や次期国民運動の推進に関する研究はこれまで行

ってきた。 

 ・平成 27 年度から健やか親子２１（第２次）が実施されており、研究を通して

自治体間の格差等を把握し、今後の国民運動のあり方について引き続きの検

討が必要である。 

 

④東日本大震災被災地の小児保健に関する研究 

 ・東日本大震災の被災児について、災害が与える心身への影響についての調査

研究はこれまで行われてきた。 

・引き続き調査研究を行い、甚大災害が与える児への長期的影響を明らかにし、

適切な介入や対策の検討に必要なデータを成果として求める。 

 

⑤小児慢性特定疾病対策についての研究 

 ・これまで小児慢性特定疾病対策のあり方についての研究を行ってきた。 

 ・引き続き、医療費助成の対象疾病の検討や診断の手引き等の整備等を通じた

より質の高い小児慢性特定疾病対策を実施するための研究が必要である。 

（３）今後新たに推進すべき研究領域 

①授乳・離乳の支援の実態調査及び母子保健の向上に資する支援のあり方に関す

る研究 

 ・授乳、離乳に関するガイドとしては、平成 19 年３月に「授乳、離乳の支援ガ

イド」が作成されている。 

 ・科学的根拠をもとにした「授乳・離乳の支援ガイド」の見直しが必要である。 

 

②就労状況を含めたライフログを活用した妊婦の健康管理に関する研究 

 ・現代の妊婦の生活習慣やその特徴を総合的に把握した上での保健指導や健康

管理が十分になされていない。 

 ・ライフログを活用し、データを収集解析することで妊婦の健康課題を明らか

にし、それを解決するための施策の提言が必要である。 

※「研究助成の改善等に向けた基本的な方向性」（平成 22 年 7 月 29 日厚生労働省

の研究助成等のあり方に関する省内検討会）において、各研究事業のメリハリの
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ある配分を行う観点から、当該年度で特に重視し配分する研究分野（事前評価に

おいても考慮）をいう。 

 

７．研究事業の評価 

（１）必要性の 

観点から 

母子保健分野における医療・保健・福祉の多様な行政的・科

学的課題に対応し、また関連する分野の知識の普及啓発や、乳

幼児健診等を一定の水準で実施し、乳幼児死亡率等の我が国の

母子保健の水準を高く保つためにも本事業は重要である。 

（２）効率性の 

観点から 

本事業は多岐にわたる母子保健の課題の中から、特に母子保

健行政に資する重要な研究課題に対して焦点を当て、研究課題

の採択に関する事前評価、研究進捗を評価する中間評価、研究

が適切に行われたか等を評価する事後評価を実施する等、外部

有識者からなる評価委員会の十分なチェック体制を敷き、進捗

管理を行って事業を効率的に実施している。 

（３）有効性の 

観点から 

本事業で作成されたマニュアルやパンフレットは実地臨床

や自治体での母子保健活動等に活用されている。また、小児慢

性特定疾病や健やか親子２１等に関する研究成果は検討会等

において利用し、政策の検討に資する研究となっている。 

（４）総合評価 妊娠・出産・子育ての分野においては社会や家庭環境の変化

により、解決すべき課題は、急激に増加するとともに、多様化

している。健やか次世代育成総合研究事業においては、特に、

乳幼児の疾病の克服と障害の予防、また、母性及び乳幼児の健

康の保持増進並びに児童福祉の向上に向け、戦略性をもって、

これらの課題の解決に向け、研究の強化・充実を図る必要があ

る。 

本事業では母子保健事業の主要な施策である、小児慢性特定

疾病対策、健やか親子２１等に関する研究が実施されている。

これらの研究を通じた研究成果は、母子保健・児童福祉の現場

に還元され、行政施策の検討においても活用される。少子化対

策基本法に基づく「子ども・子育てビジョン」での、妊娠・出

産・子育ての支援体制の確保や不妊治療の支援等により、「妊

娠、出産、子育ての希望が実現できる社会」の実現を目指す上

でも、非常に重要な研究事業である。 

今後は、生殖補助医療等に関し医療技術の進歩に伴う出生前

診断等の倫理的な問題も含めた様々な課題や、子どもを成育疾

患から守り、健やかに成長するための環境整備を推進するため

の研究を着実に取り組むことが求められる。 



 

 

54 
 

  

１．研究事業の基本情報 

分野名 

プロジェクト名 

厚生労働省 「Ⅲ．疾病・障害対策研究分野」 

研究事業名 
がん政策研究事業 

主管部局（課室） 厚生労働省健康局がん対策・健康増進課 

関係部局 なし 

 

２．これまでの研究事業の予算、課題採択の状況 

 予算額（単位：千円） 申請件数（件） 採択件数（件） 

平成 25 年度 6,171,920 の内数 398 の内数 151 の内数 

平成 26 年度 358,271 168 27 

平成 27 年度 322,444 67 27 

※平成 25 年度は日本医療研究開発機構の対象経費及び対象外経費の合算になって

いる。 

※予算額は推進事業の経費を含む（厚生労働省が実施する研究事業のみ）。 

 

３．研究事業の概要 

（１）がん対策の現状と課題 

 がんに関する行政施策は、がん対策推進基本計画に基づいて推進しており、 

① 放射線療法、化学療法、手術療法の更なる充実とチーム医療の推進 

② がん医療に携わる専門的な医療従事者の育成 

③ がんと診断されたときからの緩和ケアの推進 

④ 地域の医療・介護サービス提供体制の構築 

⑤ 医薬品・医療機器の早期開発・承認等に向けた取り組み 

⑥ 希少がん・病理診断・リハビリテーション等の体制整備 

⑦ がんに関する相談支援と情報提供 

⑧ がん登録 

⑨ がんの予防 

⑩ がんの早期発見 

⑪ 小児がん 

⑫ がんの教育・普及啓発 

⑬ がん患者の就労を含めた社会的な問題 

等がある。さらにがん研究については、「がん研究１０か年戦略」に基づき、

がん対策推進基本計画の目標達成に資する研究を推進している。 

（２）行政施策と研究事業の関係 
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（１）充実したサバイバーシップを実現する社会の構築をめざした研究 

○ がん対策推進基本計画の全体目標を達成するため、がん研究１０か年戦

略に基づいて、「がん患者とその家族の健康維持増進と精神心理的、社会的

問題に関する研究」、「緩和ケアや在宅医療、医療資源の適正配置等を含む

がん医療提供体制のあり方に関する研究」、「国民に対するがんに関する情

報提供と相談支援に関する研究」等を推進する必要がある。 

（２）がん対策の効果的な推進と評価に関する研究  

  ○ がん対策推進基本計画の全体目標を達成するため、がん研究１０か年戦

略に基づいて、「予防・早期発見等に関するエビデンス-プラクティスギャ

ップを解消するための研究」、「医療者等の育成やスキルアップをめざした

研究」、「小児がん等、個々の疾患に着目した情報集積に関する研究」、「が

ん登録を基盤とした、診療情報の集積と大規模データ解析を進めるための

研究」等を推進する必要がある。 

（３）研究事業の方向性 

本研究事業では、「がん対策推進基本計画」に基づき策定された、平成 26 年

度からの「がん研究１０か年戦略」に沿って、行政的・社会的な研究として、

充実したサバイバーシップを実現する社会の構築をめざした研究、がん対策の

効果的な推進と普及に関する研究、等に取り組み、臨床的に重要性の高い研究、

がん対策に対して必要性・重要性の高い研究等を推進し、着実な成果を上げる

ことにより、がん対策推進基本計画の３つの全体目標（※）の達成をめざす。 

 

※ 

  ①がんによる死亡者の減少 

平成 19（2007）年度に掲げた 10 年間の目標である「がんの年齢調整死亡率

（75 歳未満）の 20％減少」について、年齢調整死亡率の減少が鈍化している

ことを受けて、平成 24 年度から５年間で、より一層がん対策を充実させ、が

んによる死亡者を減少させる。 

 

②全てのがん患者とその家族の苦痛の軽減と療養生活の質の維持向上 

がんと診断された時からの緩和ケアの実施はもとより、がん医療や支援の

更なる充実等により、「全てのがん患者とその家族の苦痛の軽減と療養生活の

質の維持向上」を実現する。 

 

③がんになっても安心して暮らせる社会の構築 

これまでがんの予防、早期発見、がん医療の均てん化、研究の推進等を基

本的施策として取り組んできたが、がん患者とその家族の精神心理的・社会

的苦痛を和らげるため、がん患者とその家族を社会全体で支える取組を実施
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することにより、「がんになっても安心して暮らせる社会の構築」を実現する。 

 

（４）研究事業の成果の政策等への活用（公的研究としての意義） 

 ○直接的な利用 

 全国がん登録を運用してくためのガイドライン等、がん対策を推進してい

くために、必要なガイドライン等を作成する。 

○間接的な利用 

がん対策に関する背景データ、基礎データ等を収集・解析し、がん対策を

検討する過程で活用する予定である。 

○波及効果等 

 国内で幅広く利活用することができるマニュアル等を作成することによ

り、がん医療の質の向上及び均てん化を実現することが可能となる。 

等 

 

（５）実用化に向けた取り組み 

緩和ケアやがん検診等の検討会において、関連する研究班から研究成果を適

宜、報告いただき、研究成果を迅速に政策に反映させる。 

 

４．研究事業と各戦略等との関係 

「健康・医療

戦略」との関

係 

【２．-（４）-２）】まだ利活用が進んでいない検査データに関して

大規模な収集・分析を行い、利活用を図る事業の創出、ICT

及びデジタル基盤の利活用による質の高い効率的な医療サー

ビス及び公的保険外のヘルスケアサービスの創出を推進す

る。 

「医療分野

研究開発推

進計画」との

関係 

【Ⅱ.-（１．）-（４）】電子カルテの活用などＩＣＴによるビッグ

データの活用を含む実践的なデータベース機能の整備が早急

に求められる。その際、医療情報の利活用を促進するための

工夫とともに、国民全体が利益を享受できる社会的なルール

の整備が必要となる。 

「保健医療

2035」との関

係 

 

【６－２】ⅱ③予防・健康の推進とエビデンス 

【７－１】イノベーション環境 

 

「厚生労働

行政の推進

に資する研

究に関する

【第１】2. がん政策研究事業 
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委員会報告

書」との関係 

 

５．研究事業と関係省庁の研究事業等との関係 

文部科学

省・経済産業

省、及び他の

省庁の研究

事業等との

関係 

なし 

 

厚生労働省

が実施する

研究事業と

の関係 

※ＡＭＥＤの研究事業のみ記載する。 

 

 

 

 

ＡＭＥＤが

実施する研

究事業との

関係 

本研究事業はＡＭＥＤで実施される「革新的がん医療実用化研究事

業」と「車の両輪」となって推進しており、ＡＭＥＤ研究で革新的

ながん治療薬の開発や小児がん、希少がん等の未承認薬・適応外薬

を含む治療薬の実用化に向けた研究等を実施し、こうした研究の成

果を国民に還元するためのがんに関する情報提供の方策に関する研

究や、がん検診、がん医療提供体制のあり方に関する研究を本研究

事業で実施している。 

 

６．平成 28 年度の研究事業の方針 

（１）推進分野（※） 

設定する

推進分野 

（１）充実したサバイバーシップを実現する社会の構築をめざした研

究 

（２）がん対策の効果的な推進と評価に関する研究 

設定した

理由 

平成 25 年 8 月にとりまとめられた「今後のがん研究のあり方に関す

る有識者会議」報告書において、がん患者の増加を背景に充実したサ

バイバーシップを実現するための社会環境整備は未だ十分ではなく、

がんの予防等については、禁煙や節酒、感染制御など、がんリスクを

確実に減少させる変容可能な要因が明らかになってきたにもかかわ

らず、これらが必ずしも十分には実践されていないと報告されてお

り、平成 26 年 3 月に策定された「がん研究１０か年戦略」に基づき、

社会のあり方も含め充実したサバイバーシップを実現するための研

究に取り組むことが求められている。 
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期待され

る成果 

がん患者をはじめ、家族、医療者、一般市民を含む国民全体を対象

とし、他分野の研究者が関与する政策科学研究を推進することによ

り、それぞれの研究成果が政策立案につなげられるとともに、がん対

策推進基本計画の全体目標である「がんによる死亡者の減少」、「全

てのがん患者とその家族の苦痛の軽減と療養生活の質の維持向上」、

「がんになっても安心して暮らせる社会の構築」の達成に大きく近づ

くことが期待される。 

がん対策の効果的な推進と評価に関する研究 

（２）継続的に推進すべき研究領域 

①充実したサバイバーシップを実現する社会の構築をめざした研究 

 がん対策推進基本計画の全体目標を達成するため、がん研究１０か年戦略に基

づいて、「がん患者とその家族の健康維持増進と精神心理的、社会的問題に関

する研究」、「緩和ケアや在宅医療、医療資源の適正配置等を含むがん医療提供

体制のあり方に関する研究」、「国民に対するがんに関する情報提供と相談支援

に関する研究」等を推進する必要がある。 

②がん対策の効果的な推進と評価に関する研究 

 これまでがん対策推進基本計画の評価指標の設定や、第３次対がん１０か年総

合戦略に基づく研究開発の事後評価のための基礎資料を作成してきた。 

 がん対策推進基本計画の全体目標を達成するため、がん研究１０か年戦略に基

づいて、「予防・早期発見等に関するエビデンス-プラクティスギャップを解消

するための研究」、「医療者等の育成やスキルアップをめざした研究」、「小児が

ん等、個々の疾患に着目した情報集積に関する研究」、「がん登録を基盤とした、

診療情報の集積と大規模データ解析を進めるための研究」等を推進する必要が

ある。 

（３）今後新たに推進すべき研究領域 

新たに設定する研究領域なし 

※「研究助成の改善等に向けた基本的な方向性」（平成 22 年 7 月 29 日厚生労働省

の研究助成等のあり方に関する省内検討会）において、各研究事業のメリハリの

ある配分を行う観点から、当該年度で特に重視し配分する研究分野（事前評価に

おいても考慮）をいう。 

 

７．研究事業の評価 

（１）必要性の 

観点から 

 

本研究事業においては、日本人の死亡原因第１位であるがんに対

して、行政的・社会的な研究として、がんの予防法や早期発見

手法に関する研究、充実したサバイバーシップを実現する社会

の構築をめざした研究、がん対策の効果的な推進と普及に関す
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る研究等、がん対策に対して必要性・重要性の高い研究を推進

する。がん対策推進基本計画に基づき、「がん研究１０か年戦

略」に沿って戦略的に研究を展開していくことが重要である。

また、平成２７年内を目途に策定する「がん対策加速化プラン」

の内容も踏まえて、がんの予防、がんとの共生等、研究開発が

必要とされる分野について重点的に推進するべきである。 

（２）効率性の 

観点から 

がん患者をはじめとする国民のニーズと国内外のがん研究推進

状況の全体像を正確に把握した上で、適切な研究課題の企画立

案や、課題ごとの研究特性に即した研究計画やエンドポイント

の設定を明確にした上での中間・事後評価の実施等、継続的な

進捗管理を行うことが重要であり、引き続きがん研究の成果を

確実なものにするため、政府一丸となったがん研究推進体制を

整備し取り組むべきである。 

（３）有効性の 

観点から 

行政的・社会的な研究として、がんの予防法や早期発見手法に関

する研究、充実したサバイバーシップを実現する社会の構築を

めざした研究、がん対策の効果的な推進と普及に関する研究等

に取り組み、目標を達成することで新しい知の創出へ貢献し、

多くの知見を創出することが求められる。その知見を発展さ

せ、行政施策として実施することで、がん対策の推進に寄与す

る。 

（４）総合評価 がんによる死亡者数が 35 万人を超え、がんは国民の死亡の最大

の原因であり、国民の生命及び健康にとって重大な問題となっ

ている。本研究事業においては、「がん対策推進基本計画」、「健

康・医療戦略」に基づき策定された、平成 26 年度からの「が

ん研究１０か年戦略」に沿って、行政的・社会的な研究として、

がんの予防法や早期発見手法に関する研究、充実したサバイバ

ーシップを実現する社会の構築をめざした研究、がん対策の効

果的な推進と普及に関する研究等に取り組み、臨床的に重要性

の高い研究、がん対策に対して必要性・重要性の高い研究等を

推進し、着実な成果を上げている。引き続き、これらの研究を

推進するとともに、平成２７年内を目途に策定する「がん対策

加速化プラン」の内容も踏まえて、がんの予防、がんとの共生

等、研究開発が必要とされる分野について重点的に推進するべ

きである。 
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１．研究事業の基本情報 

分野名 

プロジェクト名 

厚生労働省 「Ⅲ．疾病・障害対策研究分野」 

 

研究事業名 
循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策政策

研究事業 

主管部局（課室） 厚生労働省健康局がん対策・健康増進課 

関係部局 医政局地域医療計画課・歯科保健課、健康局疾病対策課 

 

２．これまでの研究事業の予算、課題採択の状況 

 予算額（単位：千円） 申請件数（件） 採択件数（件） 

平成 25 年度 1,080,666 の内数 216 の内数 73 の内数 

平成 26 年度 380,103 45  25 

平成 27 年度 447,992 44 20 

※平成 25 年度は日本医療研究開発機構の対象経費及び対象外経費の合算になって

いる。 

※予算額は推進事業の経費を含む（厚生労働省が実施する研究事業のみ）。 

 

３．研究事業の概要 

（１）循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策の現状と課題 

我が国において、がん、循環器疾患、糖尿病、COPD などの生活習慣病は医療費

の約 3 割、死亡者数の約 6 割を占めており、急速に進む高齢化を背景に、生活習

慣病の発症予防や重症化予防について、早急な対応が求められている。本研究事

業は、がん以外の代表的な生活習慣病について保健・医療の現場や行政施策に直

結するエビデンスを扱っており、各疾患や身体活動・栄養等の様々な観点から、

幅広いテーマで生活習慣病対策に活かしてきた。本研究事業では、健康日本 21（第

二次）や「日本再興戦略」改訂 2014 で掲げられている健康寿命の延伸を目指すた

めに、生活習慣病について、疫学研究、臨床研究、臨床への橋渡し研究等を通じ、

生活習慣病の新たな対策に貢献する研究開発を推進しているところである。 

 

（２）行政施策と研究事業の関係 

（１）健康づくりに関すること 

○生活習慣病においては、食習慣、運動習慣、喫煙、飲酒等の生活主管を改善

する等の予防が重要であり、健康日本２１（第二次）の推進を図るため、科学

的根拠の蓄積を行うことが必要。 
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（２）健診・保健指導に関すること 

 ○健診・保健指導や「標準的な健診・保健指導プログラム【改訂版】」の実施

状況を踏まえた検証や第３期医療費適正化計画の改正に資する科学的根拠の蓄

積を行うことが必要。 

（３）生活習慣病に関すること 

 ○循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策は、医療費の約３割、死亡者数の約６

割を占めており、高齢化を背景にますます重要な課題となっている。生活習慣

病の発症予防、重症化予防をさらに推進すると同時に、第７次医療計画の見直

しに資する科学的根拠の蓄積を行うことが必要。 

（３）研究事業の方向性 

本研究事業では、小児期から高齢期までのライフステージに応じて、栄養・食

生活、身体活動・運動、休養・睡眠、飲酒、喫煙及び歯・口腔の健康等に関する

生活習慣の改善を啓発し、健診・保健指導によって早期発見・早期治療を促し、

危険因子を適切に管理して合併症の発症予防に努め、発症した場合には適切な救

急医療によって救命し社会復帰を目指すといった基本的な重要事項に加えて、生

活習慣病の病態解明、新たな予防・診断・治療・保健指導の方法の開発や標準化

等といった新たな研究を推進していくため、以下の３分野について具体的研究事

項を着実に推進していく。 

 

分野１．健康づくり分野 

ア．健康寿命の延伸と健康格差の縮小に関する研究 

イ．生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底に関する研究 

ウ．社会生活を営むために必要な機能の維持及び向上に関する研究 

エ．健康を支え、守るための社会環境の整備に関する研究 

オ．栄養・食生活、身体活動・運動、休養、飲酒、喫煙及び歯・口腔の健康に

関する生活習慣及び社会環境の改善に関する研究 

分野２．健診・保健指導分野 

ア．健診に関する研究 

イ．保健指導に関する研究 

分野３．生活習慣病対策分野 

ア．循環器疾患（脳卒中を含む）対策に関する研究 

イ．糖尿病対策に関する研究 

ウ．その他生活習慣病対策に関する研究 

（４）研究事業の成果の政策等への活用（公的研究としての意義） 

本研究事業で体系的に取得した科学的根拠は政策等へ活用される。 

○直接的な利用 

健康日本 21（第二次）の推進、各種学会における診療ガイドライン等の根拠と
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して採用されることで保健医療の向上に資するとともに、健康づくりの指標とし

て広く用いられている身体活動基準の策定や、食事摂取基準や健診・保健指導プ

ログラム等の改訂に直接活用されている。 

○間接的な利用 

健康日本 21（第二次）の中間評価、第７次医療計画、第３期医療費適正化計画の

改訂のための議論に資するデータを提供する。 

○波及効果等 

自治体や民間等で実施される健康づくりの基盤として利活用される可能性があ

り、広く国民の健康づくりに資することが期待される。 

（５）実用化に向けた取り組み 

・健康増進に関する行政における施策の見直しや制度設計、政策の立案・実行等

につなげている。 

 

４．研究事業と各戦略等との関係 

「健康・医療

戦略」との関

係 

【２．-(２)-１)】 

①健康増進・予防に関する国民の意識喚起、②疾病予防効果の見え

る化、③個人、企業、自治体等における健康増進・予防に対する各々

のメリット・デメリットの明確化、④医療機関と企業の連携等によ

る科学的根拠のある公的保険外の疾病予防 

【２．-(２)-４)】 

○ 健康増進に資するスポーツ活動の推進等 

・2020 年オリンピック・パラリンピック東京大会の開催決定を契機

として、日本全国でスポーツを通じた健康づくりの意識を醸成する 

【２．-(４)-２)】 

生活習慣病の重症化を予防する目的で、例えば、疾病の重症化予防

の目標、期待される医療費削減の規模等を明確に示しつつ、

所定の検査データに関して異なるデータベースから、収集・

分析する取組を実施し、臨床研究及び治験、コホート研究等、

二次的な利用の可能性についても考察 

「医療分野

研究開発推

進計画」との

関係 

該当なし。 

「保健医療

2035」との関

係 

 

【６.-２-ⅱ-①】「自然に健康になれる」コミュニティと社会づく

り 

【６.-２-ⅱ-②】生涯を通じた健康なライフスタイルの実現 

【６.-２-ⅱ-③】予防・健康の推進とエビデンスの強化 
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【６.-２-ⅱ-④】「たばこフリー」社会への実現 

 

「厚生労働

行政の推進

に資する研

究に関する

委員会報告

書」との関係 

【第１-】3．循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策政策研究事業 

 

５．研究事業と関係省庁の研究事業等との関係 

文部科学

省・経済産業

省、及び他の

省庁の研究

事業等との

関係 

なし 

 

厚生労働省

が実施する

研究事業と

の関係 

なし 

 

 

 

ＡＭＥＤが

実施する研

究事業との

関係 

 本研究事業は AMED で実施される「循環器疾患・糖尿病等生活習慣

病対策実用化研究事業」と「車の両輪」となって推進しており、AMED

研究で健康づくり、健診・保健指導、生活習慣病対策等について、

患者及び臨床医等のニーズを網羅的に把握し、臨床応用への実現可

能性等から有望なシーズを絞り込み、開発を進め、こうした研究の

成果を国民に還元するため、本事業において、施策の見直しや制度

設計、政策の立案・実行等につなげる研究を実施している。 

 

６．平成 28 年度の研究事業の方針 

（１）推進分野（※） 

設定する

推進分野 

・健康づくり分野（一部新規） 

・健診・保健指導分野（一部新規） 

・生活習慣病対策分野（一部新規） 

設定した

理由 

・健康づくり分野 

生活習慣病対策においては、食生活、運動習慣などの生活習慣を改

善することによる生活習慣病の予防が重要であり、健康日本２１

（第二次）の推進を図るために科学的知見の蓄積を求められてい
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る。特に、たばこ規制枠組条約や平成３０年の東京オリンピック・

パラリンピック開催に向けて受動喫煙防止等のたばこ対策を推進

すること、平成 25 年 12 月に成立したアルコール健康障害対策基本

法に基づき減酒支援に関する保健指導等を推進すること等が求め

られていることから、これらの課題について科学的知見の集積が必

要である。 

・健診・保健指導分野 

 各種健診（検診）や保健指導等の実施状況等を踏まえた検証をおこ

なうとともに、平成２０年度よりはじまった特定健診・特定保健指

導については、平成３０年度より開始される第３期医療費適正化計

画の計画作成に資する科学的根拠を提供し、平成２５年度に策定し

た「標準的な健診・保健指導プログラム【改訂版】」の充実や「宿

泊型保健指導プログラム（スマート・ライフ・ステイ）」の構築に

向けて研究事業を推進していく。 

・生活習慣病対策研究 

 心疾患、脳血管疾患等の循環器疾患は我が国の総死亡の約３割を占

める重要な疾患であり、脳卒中、急性心筋梗塞等の循環器疾患の発

症予防や重症化予防について早急な対応が求められている。また、

糖尿病は、循環器疾患の危険因子であり、合併症である糖尿病網膜

症、糖尿病腎症、糖尿病神経障害の発症は、患者の生活の質（QOL）

を低下させるとともに、生命予後を大きく左右させることなどから

重要な課題である。 

期待され

る成果 

危険因子としての内臓脂肪蓄積や血圧高値、脂質異常、糖代謝異常

等の早期発見や健康増進の重要性が国民に理解され、エビデンスに基

づく適切な危険因子の対策がなされることにより、循環器疾患、糖尿

病等の発症予防・重症化予防につながり、ひいては糖尿病腎症による

人工透析導入が減少する。また、合併症の発症前に診断・予測し、個

人の特性に応じた適切な治療的介入をすることによって合併症の発

症遅延・発症防止が可能となる。さらに、発症した場合でも、早期発

見・早期治療を経て円滑な社会復帰が可能となる。さらに、健康増進

に資する社会システムが構築されることで、充実した健康管理や良質

な医療へのアクセス等が可能となり、これらのことにより、健康寿命

が延伸し、生活習慣病の合併症による医療費・介護給付費の伸びの抑

制も期待でき、ひいては、就労支援や離職防止につながる可能性があ

る。 

（２）継続的に推進すべき研究領域 

・健康づくり分野 
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（これまでの成果）これまで、健康づくりのための身体活動基準2013や健康づく

りのための睡眠指針2014、日本人の食事摂取基準（2015年版）を策定した。 

（継続すべき理由）生活習慣病対策の基本は、生活習慣を改善して生活習慣病を

予防することにある。対象となる生活習慣は、栄養・食生活、身体活動・運動、

睡眠・休養、飲酒や喫煙及び歯・口腔の健康づくり等、多岐に渡る。また、小児

期から高齢期までのライフステージに応じた健康づくりや、こころの健康、社会

環境の整備といった視点も必要となる。さらに総論的な視点からは、健康寿命や

健康格差に対する自治体等の取組みを支援するという観点も重要である。 

 

・健診・保健指導分野 

（これまでの成果）これまで標準的な健診・保健指導プログラム【改訂版】の作

成の根拠となるデータを提供し、宿泊型新保健指導（スマート・ライフ・ステイ）

プログラムを開発した。 

（継続すべき理由）生活習慣病の早期発見・早期対応を行うためには、健診・保

健指導の活用が重要である。特定健診・特定保健指導を始めとした各種健診（検

診）や保健指導について、平成 25 年度に策定した「標準的な健診・保健指導プロ

グラム【改訂版】」の実施状況を含めた実態の把握、有効性・効率性の評価、新

たな手法の開発等が求められている。 

 

・生活習慣病対策分野 

（これまでの成果）これまで、がん以外の代表的な生活習慣病について、保健・

医療の現場や行政施策に直結するエビデンスを提供してきた。 

（継続すべき理由）高血圧や脂質異常症は、有病率が高く、適切にコントロール

することで重篤な合併症の発症を予防できる。脳卒中や急性心筋梗塞等の循環器

疾患は、我が国の総死亡の約３割を占める重篤な合併症であり、要介護となる原

因としても重要であるため、発症予防と共に重症化予防に取組むことが重要であ

る。そのため、ハイリスク患者に焦点を当てた発症前治療や発症しても重症化さ

せないための超急性期医療等を推進する必要がある。一方で、これらの循環器疾

患については、これまでに国内外で様々な知見が集積されているが、人種や環境

による差異も指摘されており、日本人におけるエビデンスの構築は必ずしも十分

ではない部分もある。また、救急医療体制の確立や療養生活の質的向上など、社

会的問題も含めて取り組むべき課題も多い。さらに、NCDs の予防管理行動計画な

ど国際的な動向を踏まえた研究、脳卒中の超急性期医療体制の確立、急性期治療

からリハビリテーションにかけての医療連携構築に関する研究等を推進する。糖

尿病は、高血圧・脂質異常症等とともに、脳卒中や急性心筋梗塞等の重篤な合併

症の危険因子である。また、糖尿病特有の合併症である糖尿病網膜症、糖尿病腎

症、糖尿病神経障害は、患者の生活の質（QOL）を低下させるとともに、医療費の
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負荷も大きい。 

（３）今後新たに推進すべき研究領域 

①健康づくり分野 

・受動喫煙対策の推進に関する研究 

・求められる成果は、全国の飲食店等を含む公共空間における効果的な受動喫煙

防止対策等である。 

 

・飲酒による健康障害防止の推進に関する研究 

・求められる成果は、アルコール健康障害防止のための保健指導の実態調査や有

効なアルコール健康障害防止のための保健指導法（節酒指導プログラム）の開

発や普及啓発方法等である。 

 

②健診・保健指導分野 

・健診のあり方に関する研究 

・求められる成果は、生涯を通して一貫性と有効性のある健診制度の在り方等で

ある。 

 

③生活習慣病対策分野 

・生活習慣病の重症化予防の推進に関する研究 

・求められる成果は、循環器病の登録のあり方等である。 

※「研究助成の改善等に向けた基本的な方向性」（平成 22 年 7 月 29 日厚生労働省

の研究助成等のあり方に関する省内検討会）において、各研究事業のメリハリの

ある配分を行う観点から、当該年度で特に重視し配分する研究分野（事前評価に

おいても考慮）をいう。 

 

７．研究事業の評価 

（１）必要性の 

観点から 

生活習慣病及びその合併症の社会的重要性は高齢化に伴って

増している。健康長寿社会を実現し、医療費・介護給付費の伸び

を抑制して社会保障制度を持続可能なものとするためには本研

究事業から得られる科学的根拠を基に、保健・医療の向上を目指

すことが重要であり、不可欠な科学的根拠を得る研究事業とし

て、本研究事業の必要性は高い。 

（２）効率性の 

観点から 

施策を検討・実施する際の行政課題を明確化した上で研究課題

を設定しているため、研究成果を施策に直接活かすことができ、

効率的である。生活習慣の改善による死亡リスクの低減効果や医

療費全体の削減効果等は、長期に渡る追跡調査を継続して初めて

明らかにできるため、長期間の研究継続が必要になる研究課題も
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含まれるが、エビデンスレベルの向上の観点からこうした課題の

重要性は高い。研究事業の評価にあたっては、循環器疾患、糖尿

病、疫学、栄養、看護、救急、歯科などそれぞれの分野の専門の

委員を含めた評価委員会を開催し、多角的な視点から評価を行う

ことにより効率的な研究事業の推進を図っている。 

（３）有効性の 

観点から 

日本人に対して行われた研究事業の成果は、日本人のエビデン

スとして上述のように施策の検討・実施、治療・予防のガイドラ

インに直接活かされており、生活習慣病予防のための正しい知識

の普及や医療の質の向上等により、国民にその成果が還元されて

いる。また、研究成果としての手法やマニュアル等の普及により、

様々な保健事業の現場に貢献していることから、有効性は高い。 

（４）総合評価 我が国において、がん、循環器疾患、糖尿病、慢性呼吸器疾患

などの生活習慣病は医療費の約３割、死亡者数の約６割を占めて

おり、高齢化を背景にますます重要な課題となっている。がん以

外の代表的な生活習慣病について保健・医療の現場や行政施策に

直結するエビデンスを扱っている研究事業は他になく、各疾患や

身体活動・栄養等の様々な観点から、幅広いテーマで生活習慣病

対策に活かしてきた点や、大規模コホートを活用し、様々な施策

や診療ガイドラインの根拠を提供してきた点からも、本事業の重

要性は高い。本事業は、健康日本 21（第二次）の取組を促進し、

地方自治体や企業、国民等の健康づくりをさらに支援し、社会保

障制度を持続可能なものとすることに貢献する。 
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１．研究事業の基本情報 

分野名 

プロジェクト名 

厚生労働省「Ⅲ．疾病・障害対策研究分野」 

 

研究事業名 
女性の健康の包括的支援政策研究事業 

主管部局（課室） 厚生労働省健康局がん対策・健康増進課 

関係部局 なし 

 

２．これまでの研究事業の予算、課題採択の状況 

 予算額（単位：千円） 申請件数（件） 採択件数（件） 

平成 25 年度 - - - 

平成 26 年度 - - - 

平成 27 年度 20,000 未定 未定 

※平成 25 年度は日本医療研究開発機構の対象経費及び対象外経費の合算になって

いる。 

※予算額は推進事業の経費を含む（厚生労働省が実施する研究事業のみ）。 

 

３．研究事業の概要 

（１）女性の健康の包括的支援の現状と課題 

○ これまで、我が国における女性の健康に関する取組は、主に疾病分野ごとに

展開されてきている。また、女性の健康に関する研究においても、これまでは

妊娠・出産や疾病等に着目して行われてきた。 

○ このため、女性の身体はライフステージごとに劇的に変化するという特性を

踏まえた取組や、社会的な側面も含めた生涯に渡る包括的な支援は十分に行わ

れていない状態である。 

○ また、女性の健康施策を総合的にサポートする医療、診療体制が十分に構築

されておらず、早急な対応を図る必要がある。 

 

（２）行政施策と研究事業の関係 

○ 女性の健康は、「一人ひとりの女性がライフコースを通じ、身体的・精神的・

社会的に健康な状態」と定義することができる。 

○ こうした女性の健康への支援について、これまで分野毎の施策が行われてき

ており、一定の成果は上がっているが、包括的な支援という観点では十分であ

るとは言えず、今後より効果的な取組みを行っていくためには、女性の心身の

特性を踏まえた、科学的エビデンスに基づく、包括的で統合的な支援体制を構

築していくことが必要である。 
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○ 本研究事業は平成２７年度から開始した新規事業であり、まずは女性の健康

に係る国内外の施策や科学的知見に関する現状把握を行い、その結果を踏まえ、

個別具体的な行政施策へ結び付けていきたいと考えており、平成２７年度は以

下の研究について公募を行っている。 

・女性の健康の包括的支援のための情報収集・情報発信と医療提供体制等に関

する研究           

○ また、平成２８年度は、平成２７年度に引き続き 

・女性の健康の包括的支援のための情報収集・情報発信と医療提供体制等に関

する研究 

について引き続き研究を実施するとともに、以下の研究を公募し、これらの

研究成果を踏まえた個別施策を検討する。 

・女性の健康に関する社会的決定要因の生涯を通じた影響に関する研

究 

   

（３）研究事業の方向性 

 本研究事業による研究成果及び連携する女性の健康の包括的支援実用化研究事

業の研究成果を踏まえ、以下の施策の実施を目指す。 

・女性の健康に係る情報収集及び情報提供体制の整備 

・多診療科連携による女性の健康支援ための診療体制及びライフステージに応

じた健康評価・フォローアップ体制の整備 

 ・女性の健康支援に向けた教育・養成プログラムの開発と研修の実施 

 また、女性の健康に係る施策については、現状として分野毎に行われているた

め、研究成果は省内関連各課にも情報提供し、より包括的な支援へと繋げていく。 

 

（４）研究事業の成果の政策等への活用（公的研究としての意義） 

○直接的な利用 

 研究成果により、以下の政策を実施する予定。 

・女性の健康に係る情報収集及び情報提供体制の整備 

・多診療科連携による女性の健康支援ための診療体制及びライフステージに応

じた健康評価・フォローアップ体制の整備 

 ・女性の健康支援に向けた教育・養成プログラムの開発と研修の実施 

 

○間接的な利用 

研究成果については、省内関連各課において女性の健康に係る対策を検討する

過程等においても、参考となる背景データ、基礎データ等として活用可能と考え

られる。 
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○波及効果等 

女性の健康が維持増進されることにより、女性の健康寿命の延伸と男女間・女

性内の健康格差の縮小、女性の社会参加及び社会貢献の促進等が可能になること

が示唆される。 

 

（５）実用化に向けた取り組み 

 研究成果により、以下の政策を実施する予定。 

・女性の健康に係る情報収集及び情報提供体制の整備 

・多診療科連携による女性の健康支援ための診療体制及びライフステージに応

じた健康評価・フォローアップ体制の整備 

 ・女性の健康支援に向けた教育・養成プログラムの開発と研修の実施 

 

 

４．研究事業と各戦略等との関係 

「健康・医療戦略」との関係 該当無し 

「医療分野研究開発推進計画」との関係 【Ⅰ１（１）②】国民・社会の期待に

応える医療の実現 

「保健医療 2035」との関係 

 

【６－２】ⅱ②】生涯を通じた健康な

ライフスタイルの実現 

「厚生労働行政の推進に資する研究に関

する委員会報告書」との関係 

【第１】４．女性の健康の包括的支援

政策研究事業 

 

 

５．研究事業と関係省庁の研究事業等との関係 

文部科学

省・経済産業

省、及び他の

省庁の研究

事業等との

関係 

該当無し 

 

厚生労働省

が実施する

研究事業と

の関係 

該当無し 

 

 

 

ＡＭＥＤが

実施する研

究事業との

本研究事業は、AMED 対象分の「女性の健康の包括的支援実用化研究

事業」と連携し、女性の健康の包括的支援に関する制度設計、政策

の立案・実行等に資する研究となる。 



 

 

71 
 

関係  

 

６．平成 28 年度の研究事業の方針 

（１）推進分野（※） 

設定する

推進分野 

平成 28 年度については、下記の２つの研究を行う。 

・女性の健康の包括的支援のための情報収集・情報発信と医療提供体

制等に関する研究 

・女性の健康に関する社会的決定要因の生涯を通じた影響に関する研

究 

   

設定した

理由 

これらの研究については、平成 26 年度厚生労働科学特別研究事業

「女性の健康の包括的支援に関する研究の今後の在り方に関する研

究」において女性の健康の包括的支援の展開と支援体制の構築を目的

に、優先的に取り上げることが望ましいとされている研究課題であ

る。また、これらの研究の成果となる女性の健康に係る情報収集及び

情報提供体制の整備、多診療科連携による女性のための診療体制及び

ライフステージに応じた健康評価・フォローアップ体制の整備、女性

の健康支援に向けた教育・養成プログラムの開発等については、平成

26 年 4 月にとりまとめられた自民党「女性の健康の包括的支援の実

現に向けて」の提言においても、女性の健康の課題解決に向けて国策

として取り組むべき重要性・緊急性・効果性の高い取組としてあげら

れているところである。 

 

期待され

る成果 

研究成果により、以下の政策を実施する。 

・女性の健康に係る情報収集及び情報提供体制の整備 

・多診療科連携による女性の健康支援ための診療体制及びライフス

テージに応じた健康評価・フォローアップ体制の整備 

 ・女性の健康支援に向けた教育・養成プログラムの開発と研修の実

施 

 

（２）継続的に推進すべき研究領域 

○女性の健康の医療提供体制に関する研究領域 

 平成 27 年度は、女性の健康施策を総合的にサポートする医療、診療体制が十分

に構築されていないということから、女性の健康に関する情報収集・情報発信と

医療提供体制等に関する研究を開始した。女性の健康の医療に関連する領域につ

いては、今後も継続的に推進し、確実に施策に繋げていく必要がある。 
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（３）今後新たに推進すべき研究領域 

○女性の健康に影響を及ぼす社会的決定要因に関する研究領域 

 本研究事業において、平成 27 年度は医療提供体制に係る研究を行っているが、

女性の心身の状態が人生の各段階に応じて大きく変化することや女性の社会進

出、婚姻をめぐる変化、平均寿命の伸長等に着目した女性の健康対策を実施する

に当たっては、医療だけでなく、保健、福祉、教育、労働といった分野も含めた

包括的な支援が必要であり、背景となる女性の雇用・経済的状況、地域社会・生

活環境、家族・再生産領域（DV、虐待等）といった社会的決定要因が生活習慣に

及ぼす影響や、その結果として健康状態に及ぼす影響を明らかにした上で、その

効果的な介入方法を開発する必要がある。 

また、この研究領域は、平成 26 年度厚生労働科学特別研究事業「女性の健康の

包括的支援に関する研究の今後の在り方に関する研究」において女性の健康の包

括的支援の展開と支援体制の構築を目的に、優先的に取り上げることが望ましい

とされている研究課題である。 

 

（研究内容） 

・女性の健康や生活習慣に影響する社会的決定要因を明らかにする研究 

・女性の健康や生活習慣に影響する社会的決定要因の課題解決方法に関する研

究 

・社会的に脆弱な立場にある女性の健康に関する地域を基盤とした包括的な支

援方法の開発と効果に関する実証研究 

これらの研究により、社会的に不利な立場にある女性の健康を包括的に支援す

る際の効果的な支援方法についての知見を得ることができ、研究成果については

関連する施策の実施・評価に繋げていく。 

 

※「研究助成の改善等に向けた基本的な方向性」（平成 22 年 7 月 29 日厚生労働省

の研究助成等のあり方に関する省内検討会）において、各研究事業のメリハリの

ある配分を行う観点から、当該年度で特に重視し配分する研究分野（事前評価に

おいても考慮）をいう。 

 

７．研究事業の評価 

（１）必要性の 

観点から 

近年、女性の就業等の増加、婚姻・出産をめぐる変化、平均寿

命の伸長などにより女性の健康に関わる環境が大きく変化して

いる。 

本研究事業の成果を通じて、女性の健康に係る国民への正確な

情報提供体制や必要な医療提供体制を整備することで、女性の健

康が維持増進され、少子化対策、健康寿命の延伸、更に女性の社
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会参加を後押しすることによる社会・経済活動の活性化につなが

ると考えられる。これらは国益に直結しており、社会的価値が高

い。 

また、女性の健康に係る情報提供体制や医療提供体制の整備に

ついては、平成 26 年 4 月にとりまとめられた自民党「女性の健

康の包括的支援の実現に向けて」の提言においても、女性の健康

の課題解決に向けて国策として取り組むべき重要性・緊急性・効

果性の高い取組としてあげられているところである。 

 

（２）効率性の 

観点から 

本事業は、小児期から出産期、更年期、老年期にわたる女性の

一生における健康課題に焦点を当て、研究課題の採択に関する事

前評価、研究進捗を評価する中間評価、研究が適切に行われたか

等研究成果を評価する事後評価を実施するなど、評価委員会の十

分なチェック体制を敷き、進捗管理を行って事業を効率的に実施

する。 

また、本事業は研究課題として行政施策に直結するものを設定

しており、研究成果については確実に施策に反映させることを見

込んでいる。 

 

（３）有効性の 

観点から 

研究の成果により、社会的に求められている女性の健康に係る

情報収集及び情報提供体制の整備、多診療科連携による女性の健

康支援ための診療体制及びライフステージに応じた健康評価・フ

ォローアップ体制の整備、女性の健康支援に向けた人材育成を行

うことが可能となり、ライフステージに応じた女性特有の健康課

題の解決が見込まれる。 

 

（４）総合評価 本事業では、就業等の増加、婚姻・出産をめぐる変化、平均寿

命の伸長などにより疾病環境が大きく変化している現代女性の

ライフステージごとの健康課題について明確化し、研究成果を通

じて女性の健康に係る国民への正確な情報提供体制や必要な医

療提供体制を整備することで、女性の健康の維持増進や健康課題

の克服のみならず、社会・経済活動の活性化に貢献することが見

込まれる。 

社会的に求められている施策に直結する非常に重要な研究事

業であると考えられる。 
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１．研究事業の基本情報 

分野名 

プロジェクト名 

厚生労働省 「Ⅲ．疾病・障害対策研究分野」 

研究事業名 
難治性疾患政策研究事業 

主管部局（課室） 厚生労働省健康局疾病対策課 

関係部局  

 

 

２．これまでの研究事業の予算、課題採択の状況 

 予算額（単位：千円） 申請件数（件） 採択件数（件） 

平成 25 年度 10,050,000 272 178 

平成 26 年度 1,771,933 196 93 

平成 27 年度 1,432,308 133 105 

※平成 25 年度は日本医療研究開発機構の対象経費及び対象外経費の合算になって

いる。 

※予算額は推進事業の経費を含む（厚生労働省が実施する研究事業のみ）。 

 

３．研究事業の概要 

（１）難病対策の現状と課題 

難病行政の課題は、 

① 希少・難治性疾患（難病）の医療のための医薬品及び医療機器の開発 

② 難病に係る医療体制の確保 

③ 難病に係る医療に関する人材の養成 

④ 難病に係る医療に関する調査研究 

⑤ 難病に係る患者の療養生活の環境整備 

⑥ 難病の患者に対する医療等と難病の患者に対する福祉サービスや就労の

支援等 

⑦ その他難病に係る医療等の推進に関する重要事項 

がある。 

 これらの課題に対して、難病対策委員会等における検討結果をもとに、研究

事業や予算事業において対策を実施している。 

（２）行政施策と研究事業の関係 

（１）の行政課題を解決するために、以下の研究を推進する必要がある。 

 ○難病医療の均てん化対策 

難病の医療水準向上のためには、診療で遭遇するクリニカルクエスチョン
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に対して科学的根拠を与え、その集積を行う事で診療ガイドラインの策定を

行う研究が必須である。 

○疾病概念の確立 

   希少が故に疾患概念が確立していない難病について、科学的根拠を集積・

分析し、患者の実態把握を行い、客観的な指標に基づく診断基準を確立する

ための研究が必要である。指定難病（難病法に基づく医療費助成の対象疾病）

の要件として、客観的診断基準の存在と患者数が一定の人数に達しないこと

が挙げられている。従って、指定難病の要件を満たすかどうか検討の際に、

科学的根拠を示すための研究は重要である。 

○難病患者の QOL 向上のための対策 

難病患者について、疫学データの継続的な収集・分析、重症化の危険因子、

予後関連因子、予後追跡調査等に関する研究を疾患横断的に行い、難病患者

の QOL 向上のための政策に活用しうる知見の収集が必要である。 

○難病政策の推進、評価に関する研究 

難病行政の課題を解決するため、難病患者への支援体制に関する研究や難

病医療提供体制のあり方の研究、難病患者データ登録システムの開発に関す

る研究等を推進する必要がある。 

（３）研究事業の方向性 

本事業では、新たな疾患概念の確立を行い「指定難病」の検討に資する成果、

医療の均てん化に資する診療ガイドラインの作成や改定、患者の療養生活環境

整備やあるべき医療体制、患者の QOL 向上に資する方策を検討する。こららの

課題で成果を挙げることにより、原因が不明で、根本的な治療法が確立してお

らず、かつ長期の療養を必要とする難治性疾患に対して、医療水準の向上を図

るとともに、行政的課題の解決を図り、得られた成果を難病対策に直結させる

ことを目標とする。 

（４）研究事業の成果の政策等への活用（公的研究としての意義） 

○直接的な利用 

得られた診断基準や診療ガイドライン等は、難病情報センター等を通じて周知 

を行うことで、医療の均てん化、患者への情報提供へつながる。 

○間接的な利用 

難病対策またそれにおいての指定難病の要件を検討する過程等における参考と 

しての背景データ、基礎データ等として活用する予定である。 

○波及効果等 

実用化研究を含め難病研究全体の発展に貢献することが期待される 

（５）実用化に向けた取り組み 

・対象となる疾病が非常に多いため、事業全体で疾病の重複がないことを確認、

また研究班毎においては、可能な限り領域毎に複数疾病を同時に対象とする事
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を推奨する。 

 

４．研究事業と各戦略等との関係 

「健康・医療

戦略」との関

係 

【２．-（１）-２）】○研究基盤の整備 

・ ライフサイエンスに関するデータベース、全国規模の難病デー

タ 

ベース、・・・・ 

「医療分野

研究開発推

進計画」との

関係 

【Ⅰ-１．-（１）-②-】②国民・社会の期待に応える医療の実現 

【Ⅱ-１．-（９）】（９）研究基盤の整備 

【Ⅱ-２．-（３）】（３）②共通基盤の整備・利活用 

「保健医療

2035」との関

係 

 

【４.-２-】「ライフ・デザイン～主体的選択を社会で支える～」 

「厚生労働

行政の推進

に資する研

究に関する

委員会報告

書」との関係 

【５】難治性疾患政策研究事業 

 

 

５．研究事業と関係省庁の研究事業等との関係 

文部科学

省・経済産業

省、及び他の

省庁の研究

事業等との

関係 

 

厚生労働省

が実施する

研究事業と

の関係 

 

ＡＭＥＤが

実施する研

究事業との

本研究事業における疾患概念の確立、診療ガイドライン作成や治

療ガイドライン作成といった課題と、ＡＭＥＤ所掌の難治性疾患実

用化研究事業の病因病態解明や治療法の開発を行うといった課題
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関係 は、密接に関係しているものであり、更に対象が希少疾病であり研

究者および患者が決して多くはないということより両者を連携して

推進する。 

 

６．平成 28 年度の研究事業の方針 

（１）推進分野（※） 

設定する

推進分野 

診断基準・重症度分類の改正、診療ガイドライン等の確立や改正及び

普及などを行うことを目的とする領域別基盤研究分野 

設定した

理由 

難病の医療の質の向上させるため、各疾病の診療ガイドライン（診断

基準や治療ガイドライン）を広く周知するとともに、診療ガイドライ

ンが作成されていない疾病については作成を推進し、診断と治療内容

の均てん化を図る必要がある。また診断基準・重症度分類について定

期的に見直し改正を行う事も研究内容になっている。平成 27 年５月

の告示により、指定難病が 306 疾病まで増加したことで、当分野の研

究対象が拡がっており、推進分野として研究を進めていく必要があ

る。 

期待され

る成果 

必ずしも患者が多くないため、診断や治療に難渋する難病の診断、治

療法の標準化・均てん化に寄与する。 

（２）継続的に推進すべき研究領域 

 

① 疾患別基盤研究分野（客観的な指標に基づく疾患概念が確立されていない疾

患） 

 ・関連学会との連携のもと、非典型溶血性尿毒症症候群の改訂診断基準および

重症度分類を策定した 

 ・中隔視神経異形成症の診断基準および重症度分類を策定し、関連学会の承認 

等を得た 

今後も、客観的な指標に基づく疾患概念の確立していない難病について、科

学的根拠を集積・分析し、患者の実態把握を行い、全国規模の客観的な指標に

基づく診断基準・重症度分類を確立し、難病の医療水準の向上に貢献すること

が必要である。 

 

②横断的政策研究分野 

・疫学研究者で構成される研究班において、領域別基盤研究分野の研究班へ呼

びかけ、８つの研究班と連携することとなった。 

今後も、難病患者について、疫学データの継続的な収集・分析、発症関連要 

因・予防要因、重症化の危険因子、予後関連因子、予後追跡調査等に関する研究

を疾患横断的に行い、難病患者の QOL 向上や政策に活用しうる基礎的知見の収
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集が必要である。 

（３）今後新たに推進すべき研究領域 

 

※「研究助成の改善等に向けた基本的な方向性」（平成 22 年 7 月 29 日厚生労働省

の研究助成等のあり方に関する省内検討会）において、各研究事業のメリハリの

ある配分を行う観点から、当該年度で特に重視し配分する研究分野（事前評価に

おいても考慮）をいう。 

 

７．研究事業の評価 

（１）必要性の 

観点から 

難病患者が受ける医療水準の向上を図るとともに、難病対策 

に関する行政的課題の解決を図り、健康長寿社会の実現につなげ

るために、難病のガイドラインの策定や、まだ疾患概念が確立し

ていない疾病については、診断基準の確立を目指す研究を推進す

る必要がある。なお、医療費助成の対象疾病としての「指定難病」

の要件に、客観的診断基準がある疾病との項目がある。 

（２）効率性の 

観点から 

各研究は全国的研究体制として大規模な調査と多くの研究 

者から組織され、推進されており、各研究者が連携を取りながら

病態解明から診断基準、治療ガイドラインの策定が行われてい

る。 

（３）有効性の 

観点から 

 臨床現場における難病に対する医療の質は上がり、研究の成 

果は国民へ還元されている。具体的には、診療ガイドラインや 

診断基準の策定が行われており、医療の均てん化にも資する研 

究事業となっている。 

（４）総合評価  原因が不明で、根本的な治療法が確立しておらず、かつ後遺 

症を残す恐れが少なくない難治性疾患に対して医療水準の向 

上を図るとともに、行政的課題の解決を図り、健康長寿社会の 

実現につなげるために、診断基準の確立・治療ガイドラインの 

標準化等を行う必要がある。更に本事業の成果をもとに、難病 

法に規定された「指定難病」の検討が行われることとなる。 
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１．研究事業の基本情報 

分野名 

プロジェクト名 

厚生労働省 「Ⅲ．疾病・障害対策研究分野」 

研究事業名 
免疫アレルギー疾患等政策研究事業 

（免疫アレルギー疾患政策研究分野）  

主管部局（課室） 厚生労働省健康局疾病対策課 

関係部局 疾病対策課の単独運営 

 

 

２．これまでの研究事業の予算、課題採択の状況 

 予算額（単位：千円） 申請件数（件） 採択件数（件） 

平成 25 年度 571,068 65 26 

平成 26 年度 38,157 2 2 

平成 27 年度 32,709 12 3 

※平成 25 年度は日本医療研究開発機構の対象経費及び対象外経費の合算になって

いる。 

※予算額は推進事業の経費を含む（厚生労働省が実施する研究事業のみ）。 

 

３．研究事業の概要 

（１）免疫アレルギー疾患の現状と課題 

花粉症、食物アレルギー、気管支喘息、アトピー性皮膚炎、関節リウマチ等の

何らかの免疫アレルギー疾患を有する患者は国民の約半数に上り、増加傾向にあ

る。また、免疫アレルギー疾患の病態は十分に解明されたとはいえず、根治的な

治療法が確立されていないため、免疫アレルギー疾患患者の長期的なＱＯＬの低

下を招いている。 

 このような国民病とも言える免疫アレルギー疾患に関して、予防・診断・治療

に関する新規技術等の開発を進めるとともに、得られた成果をガイドラインなど

に反映させて、医療の均てん化を図り、免疫アレルギーに関わる医療全体の底上

げを行う。 また免疫アレルギー疾患は適切な自己管理により重症化させないこと

が重要であり、適切な管理方法の開発・普及を推進する。 

 また、アレルギー疾患対策を総合的かつ計画的に推進することを目的として、

アレルギー疾患対策基本法が成立しており、その中でもアレルギー疾患の診断及

び治療に資する疫学研究が促進され、成果が活用されるような必要な施策を講じ
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ることとされている。 

 

（２）行政施策と研究事業の関係 

本研究事業と行政施策との関係は（１）～（３）に掲げるとおりである。 

（１）各疾患の現状（患者数、医療機関の受診状況、自己管理法）の把握等 

  ○ 花粉症、食物アレルギー、気管支喘息、アトピー性皮膚炎、関節リウマチ

等の何らかの免役アレルギー疾患を有する患者は国民の半数以上に上り、

増加傾向にある。免疫アレルギー分野において、刻々と移り変わる行政課

題に適切に対応できるよう各疾患の現状の把握に関する調査研究が必須で

ある。 

（２）アレルギー疾患医療の均てん化 

○ アレルギー専門医の教育に向けた研究、アレルギー疾患の自己管理手法

の普及に向けた研究、医療連携、相談体制・情報提供等患者支援のあり方

についての研究を行うなどアレルギー疾患医療の均てん化、地域における

アレルギー疾患医療の向上に資する研究が必要である。 

 

（３）免疫アレルギー疾患政策の推進、評価に関する研究 

平成 23 年 8 月に厚生科学審議会疾病対策部会リウマチ・アレルギー対策委 

員会が策定したリウマチ・アレルギー対策委員会報告書について施策の実施 

状況の調査と評価を行い、今後の新たな免疫アレルギー疾患対策の策定を行 

うことを目指す研究が必要である。 

 

（３）研究事業の方向性 

花粉症、食物アレルギー、気管支喘息、アトピー性皮膚炎、関節リウマチ 

等の何らかの免役アレルギー疾患を有する患者は国民の半数以上に上り、増 

加傾向にある。根治的な治療法が確立されていないため、免役アレルギー疾 

患患者の長期的な QOL の低下を招いている。また、昨年６月２０日にアレル 

ギー疾患対策基本法が成立し、アレルギー疾患対策は、より一層の総合的な 

対策の推進が求められている。同法において、厚生労働大臣は、アレルギー 

疾患対策の総合的な推進を図るための基本的な指針（アレルギー疾患対策基 

本指針）を策定することとされていることから、法律に定められている対象 

疾患に係る疫学調査研究を推進することによりアレルギー疾患対策基本指針 

作成の基礎資料を策定するとともに、国内のアレルギー医療の均てん化が図 

られていないという問題点を解決するための医療の均てん化に向けた研究、 

診療ガイドラインの更新と普及方法の改善のための研究等を更に推進する必 

要がある。 

○3 年後に達成する目標・成果 
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・大規疫学調査の継続実施 ６疾患 

○５年後に達成する目標・成果 

・疫学調査の結果を受けて、適切な医療提供体制の構築を行う 

○10 年後に達成する目標・成果 

・継続した疫学調査を行い、施策へのフィードバックを行う。 

 

（４）研究事業の成果の政策等への活用（公的研究としての意義） 

○直接的な利用 

・当該研究事業を促進することによりガイドラインへの作成・改訂が行われる。 

・アレルギー疾患対策基本法が成立し、その中でもアレルギー疾患の診断及び治

療に資する疫学研究が促進され、成果が活用されるような必要な施策を講じるこ

ととされている。 

 

○間接的な利用 

・免役アレルギー疾患の大規模な疫学調査を行い、政策形成の過程等における参

考として利用する。 

 

○波及効果等 

・当該研究事業において、適切な疾患自己管理に資する研究を推進し、その成果

を臨床現場に還元することにより、患者のＱＯＬの向上を図る。 

 

（５）実用化に向けた取り組み 

・ガイドラインへの作成・改訂を行う。 

・免役アレルギー疾患の大規模な疫学調査を行う 

 

４．研究事業と各戦略等との関係 

「健康・医療

戦略」との関

係 

【２．-(１)-１)-】 

基礎研究の成果を臨床現場につなぐ方向に加え、臨床現場で見出し 

た課題を基礎研究に戻す「循環型研究開発」を推進するとともに、 

知的財産を確保しつつオープンイノベーションを実現する取組を

図 

る。 

「医療分野

研究開発推

進計画」との

関係 

【Ⅰ-１．-（１）-②-】②国民・社会の期待に応える医療の実現 

長期にわたり生活の質（ＱＯＬ）を低下させる免疫アレルギー疾患、 

…などの多岐にわたる疾患等に対し、治療後の生活の質という観点 

も含め、患者や国民、社会のニーズを的確に把握する取組を通じ、 
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医療上及び経済上のニーズをも十分に意識しつつ、発症予防・重症 

化予防に役立つ技術開発、先制医療や新たな医薬品や診断・治療方 

法の開発、医療機器等の開発が推進される社会の実現を目指す。 

「保健医療

2035」との関

係 

 

【２.-４-】量の拡大から質の改善へ 

【４.-２-】ライフ・デザイン～主体的選択で社会を支える～ 

「厚生労働

行政の推進

に資する研

究に関する

委員会報告

書」との関係 

第１ 医療研究事業 

６．免疫アレルギー疾患等政策研究事業（免疫アレルギー疾患政策

研究分野） 

 

 

５．研究事業と関係省庁の研究事業等との関係 

文部科学

省・経済産業

省、及び他の

省庁の研究

事業等との

関係 

アレルギー疾患対策基本法が成立し、省内関係部局の担当者会議を 

行ったところ。 

厚生労働省

が実施する

研究事業と

の関係 

 

 

 

 

ＡＭＥＤが

実施する研

究事業との

関係 

免疫アレルギー疾患に関する研究のうち、免疫アレルギー疾     

患の病因や病態解明を行う研究、新規創薬・予防法・治療法・自己

管理法開発研究、根治的創薬等研究の開発に関わるものは AMED 対象

分の研究事業となる。 

 

 

６．平成 28 年度の研究事業の方針 

（１）推進分野（※） 

設定する

推進分野 

各疾患の現状（患者数、医療機関の受診状況、自己管理法）の把握等 

設定した 刻々と移り変わる行政課題に適切に対応できるよう現状の把握に関
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理由 する調査研究が必須である。 

期待され

る成果 

経時的変化を把握し、政策評価の指標とする。 

 

（２）継続的に推進すべき研究領域 

①  各疾患の現状（患者数、医療機関の受診状況、自己管理法）の把握等 

これまで既存の研究結果を集積する形で患者数の把握を行っている。 

今後、経時的変化を把握するため、免疫アレルギー分野において、刻々と移り

変わる行政課題に適切に対応できるよう現状の把握に関する調査研究が必須

である。 

②  アレルギー疾患医療の均てん化 

これまで、アレルギー疾患の自己管理マニュアルの作成等を行ってきた。 

今後、アレルギー専門医の教育に向けた研究、アレルギー疾患の自己管理手法

の普及に向けた研究、医療連携、相談体制・情報提供等患者支援のあり方につ

いての研究を行うなどアレルギー疾患医療の均てん化、地域におけるアレルギ

ー疾患医療の向上に資する研究が必要である。 

③  免疫アレルギー疾患政策の推進、評価に関する研究 

平成 23 年 8 月に厚生科学審議会疾病対策部会リウマチ・アレルギー対策委員

会が策定したリウマチ・アレルギー対策委員会報告書について施策の実施状況

の調査と評価を行い、今後の新たな免疫アレルギー疾患対策の策定を行うこと

を目指す研究が必要である。 

 

（３）今後新たに推進すべき研究領域 

①  免疫アレルギー疾患の大規模疫学調査に係る研究 

・これまで既存の研究結果を集積する形で患者数の把握を行ってきたが、より正

確に経年的な変化を捉え、政策評価の指標とするための、各疾患の大規模な疫

学調査を実施する必要がある。 

②  リウマチの早期発見手法の確立 

・これまで診断後の治療に関するガイドラインの策定などを行ってきた。現在、

早期発見のための手法を研究しているが、より大規模で、多面的な手法による早

期発見方法の確立、ガイドラインへの反映を行う必要がある。 

 

※「研究助成の改善等に向けた基本的な方向性」（平成 22 年 7 月 29 日厚生労働省

の研究助成等のあり方に関する省内検討会）において、各研究事業のメリハリの

ある配分を行う観点から、当該年度で特に重視し配分する研究分野（事前評価に

おいても考慮）をいう。 

 

７．研究事業の評価 
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（１）必要性の 

観点から 

免疫アレルギー疾患は患者数も多く、長期にわたり QOL を低下 

させるため、国民の健康上重大な問題となっている。有病率が比

較的高い割に未だ病態の解明や効果的な治療方法が未確立な領

域であり、高いレベルでのエビデンスの集積が求められる。免疫

アレルギー疾患について、現状を把握し、予防、診断、及び治療

法に関する新規技術を普及させることにより、国民に対してより

良質かつ適切な医療の提供を目指すことが必要である。アレルギ

ー疾患対策基本法が成立し、その中でもアレルギー疾患の診断及

び治療に資する疫学研究が促進され、成果が活用されるような必

要な施策を講じることとされている。 

（２）効率性の 

観点から 

平成２３年のリウマチ・アレルギー報告委員会の報告書に示さ 

れた今後５年間の対策の方向性に基づいて、研究対象の事前・中

間・事後評価を行いながら縮小されつつある予算の中で適切に採

択、管理を行い、計画的に成果をあげている。 

（３）有効性の 

観点から 

免疫アレルギー疾患は小児から成人まで、かつ多臓器に症状が 

わたることから、これらを多角・横断的に研究し、各々の要素が

どのように関連しているかを明らかにすることで問題解決に近

づいている。効果的な治療だけではなく適切な予防策、自己管理

を行うことが、医療経済的にも求められており、研究成果を広く

普及することで免疫アレルギー疾患の対策効果が上がっている。 

（４）総合評価 前述のように免疫アレルギー疾患は未だ十分に発症原因や病 

態が解明しておらず、予防、診断、及び治療法も不十分である。

免疫アレルギー疾患の予防法及び根治的治療法の研究開発に着

実に取り組む。これらの研究結果の普及を行うとともに、医療の

均てん化を図ることで、免疫アレルギーに関わる医療全体の底上

げが可能になると考える。 
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１．研究事業の基本情報 

分野名 

プロジェクト名 

厚生労働省 「疾病・障害対策研究分野」 

研究事業名 
免疫アレルギー疾患等政策研究事業 

（移植医療基盤整備研究分野）  

主管部局（課室） 厚生労働省 健康局疾病対策課 移植医療対策推進室 

関係部局 同上 

 

 

２．これまでの研究事業の予算、課題採択の状況 

 予算額（単位：千円） 申請件数（件） 採択件数（件） 

平成 25 年度 172，361 （P） 17 

平成 26 年度 45，498 5 5 

平成 27 年度 38，397 11 6 

※平成 25 年度は日本医療研究開発機構の対象経費及び対象外経費の合算になって

いる。 

※予算額は推進事業の経費を含む（厚生労働省が実施する研究事業のみ）。 

 

３．研究事業の概要 

（１）移植医療行政の現状と課題 

現在、移植医療行政の主な課題は、 

① 造血幹細胞移植については、骨髄移植、末梢血幹細胞移植及び臍帯血移植

のバランスのとれた推進や、ドナー・レシピエントの安全性確保、これら

に対する国際的な取り組みの推進 

② 臓器移植については、脳死下での臓器提供を行う施設の負担軽減や、臓器・

組織移植に関する普及啓発の推進、感染予防のためのドナー・レシピエン

トの選択方法の確立 

などがある。 

 これらの課題に対し、造血幹細胞移植委員会・臓器移植委員会等における検討

結果をもとに、研究事業や予算事業において対策を実施している。 

（２）行政施策と研究事業の関係 

本研究事業と行政施策との関係は以下の（１）～（３）に掲げるとおりである。

移植領域における施策の見直しや制度設計、政策の立案・実行等に繋げている。 
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（１）造血幹細胞移植の安全性の確保、対象疾患に関する検討等 

  ○ 造血幹細胞移植は、今後とも大きな可能性のある治療法と評価されてお

り、安全性の確保等に加えて、新たな分野における活用も含めてさらなる科

学的根拠を導くための研究が必要。 

  ○ また、骨髄移植、末梢血幹細胞移植及び臍帯血移植の３種類の移植をバラ

ンス良く推進するための一元的な登録システムの研究等も必要。 

（２）臓器提供施設の負担軽減等臓器提供プロセスにおける問題の解消 

○ 平成 22 年の臓器移植法改正以降、毎年の脳死下臓器提供者数は微増して

いるが、心停止下を含む臓器提供者数はむしろ減少してきている状況であ

り、行政施策に加えて、現場レベルでの臓器提供プロセスにおける問題を解

消するための研究が必要。  

（３）移植医療を支える社会的基盤の整備 

○ 国民に対する普及啓発を含めた、移植医療を支える社会的基盤（臓器提供

施設、骨髄採取施設、移植実施施設、日本臓器移植ネットワークや日本赤十

字社、日本骨髄バンク、臍帯血バンク等）のあり方についても、現場レベル

での研究が必要。 

（３）研究事業の方向性 

  移植医療は、ドナーの善意を最大限尊重する観点が重要である。そのため、

造血幹細胞移植領域においては、ドナー・レシピエント双方の安全性を確保す

るための方策を確立するとともに、提供後のドナーの健康状態のフォローアッ

プのあり方や、患者の QOL の把握、感染症対策等に関する研究、国際的情勢の

把握に取り組む。同様に臓器移植領域においても、脳死下での臓器提供を行う

施設の負担軽減のあり方やドナーの感染症の把握等について研究し、適切な臓

器提供の推進を図る。また、造血幹細胞移植領域・臓器移植領域の双方におい

て、限られたドナーソースを活用するために、HLA 情報などをもとにした最適な

ドナーの選択のための研究等にも取り組んでいく。 

（４）研究事業の成果の政策等への活用（公的研究としての意義） 

○直接的な利用 

本研究事業を進めることにより、移植医療に関する正しい知識の普及や必要と 

している患者への適切な移植医療の提供へつなげるための社会的基盤の構築等を

目指す。また、レシピエントについては、移植後の患者の社会的な部分も含めた

QOL の向上を目指す。 

 

○間接的な利用 

安全な再生医療（iPS 細胞移植など）等を検討する過程等における参考としての 

背景データ、基礎データ等として活用する予定である。 
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○波及効果等 

臓器提供施設、骨髄採取施設、移植実施施設、日本臓器移植ネットワークや日

本骨髄バンク、臍帯血バンク等における国民に対する普及啓発活動の活性化、そ

れに伴う移植医療全般への普及啓発の推進が期待される。 

（５）実用化に向けた取り組み 

まずは患者、臨床現場の必要としている事項に加え、各バンクの状況や社会状 

況を網羅的に把握し、それらに適合したシーズを中心に開発を進める。そのため、

研究対象の事前・中間・事後評価を行いながら臨床応用や社会基盤への応用など

の実現可能性等を検討しつつ、有用な研究対象を絞り込み、採択管理を行う。 

 

４．研究事業と各戦略等との関係 

「健康・医療

戦略」との関

係 

【２．-（１）-２）】 

ドナー・レシピエントそれぞれに関わる分野の研究開発の環境整備 

【２．-（２）-３）】 

ドナー・レシピエントそれぞれに関わる分野の国際展開の促進 

「医療分野

研究開発推

進計画」との

関係 

【Ⅱ-１．-（３）】 

エビデンスに基づく医療の実現に向けた取り組み 

【Ⅱ-１．-（６）】 

国際的視点に基づく取り組み 

「保健医療

2035」との関

係 

 

【６.-２-】ⅰ）① 自ら最適な医療の選択に参加・協働する 

【６.-３-】③ 保健医療のグローバル展開を推進する 

「厚生労働

行政の推進

に資する研

究に関する

委員会報告

書」との関係 

【第１-】7．免疫アレルギー疾患等政策研究事業（移植医療基盤整

備研究分野） 

 

 

５．研究事業と関係省庁の研究事業等との関係 

文部科学

省・経済産業

省、及び他の

省庁の研究

事業等との
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関係 

厚生労働省

が実施する

研究事業と

の関係 

 

 

 

 

ＡＭＥＤが

実施する研

究事業との

関係 

 移植医療分野に関する研究のうち、診断法・治療法に関する開発

やそれらにつながる技術開発などに関わるものは AMED 対象分の研

究事業となる。 

 

 

６．平成 28 年度の研究事業の方針 

（１）推進分野（※） 

設定する

推進分野 

（１）骨髄移植ドナーの安全性確保に関する研究 

（２）組織の適切な供給体制構築のための基盤構築に向けた研究 

設定した

理由 

 ドナーの安全性や公平性および有効活用に関する研究、さらに移植

を必要とする患者への適切な臓器の提供のための研究など、いずれの

研究も早急に解決する必要のある課題であるため。 

期待され

る成果 

 造血幹細胞移植であればドナーの安全性、臓器移植であればレシピ

エント選択の公平性を確保しながら、限られたドナーソースである造

血幹細胞や提供臓器を、必要とする患者へ適切に提供する体制の構築

などを進めていくことにより、移植を必要とする患者に対する移植実

施の充足率の向上が期待でき、さらには患者の救命率の向上につなが

ることが期待される。 

（２）継続的に推進すべき研究領域 

①適切な臓器・組織提供を可能とする院内体制整備とスタッフの教育研修プログ

ラムの開発に関する研究 

・これまで、院内体制整備およびスタッフの教育研修のためのマニュアル作成な

どに取り組んでいる。 

・今後は、マニュアルの実用化と運用に向けた取り組みを行っていく必要がある。 

 

②脳死患者の家族に選択肢提示を行う際の対応のあり方に関する研究 

・これまで、臓器移植ネットワークとも協力しつつ、脳死患者の家族への選択肢

提示のためのマニュアル作成などに取り組んできた。 

・今後は、それらのマニュアル等の実用化と運用に向けた取り組みを行っていく

必要がある。 

 

③非血縁者間臍帯血移植における移植造血幹細胞数と移植成績の相関に関する研
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究 

・まず臍帯血中の造血幹細胞数の新たな測定方法の開発を進め、検証した。 

・今後は、従来の測定方法と新たな測定方法の比較などを行い、最終的には移植 

に必要な造血幹細胞数について検討し、今後の臍帯血移植に関するガイドライ 

ンやマニュアルへの提言へとつなげていく方針である。 

 

（３）今後新たに推進すべき研究領域 

①移植に用いる造血幹細胞の継続的・安定的な供給に関する研究 

・わが国における造血幹細胞移植医療は国際的にも注目されてきており、その需

要はますます高まるものと思われるが、その反面、少子高齢化の影響もあり、

ドナーソースの安定的な供給について課題が出てきている現状がある。骨髄、

末梢血幹細胞および臍帯血の安定的な供給に結び付くための研究に取り組む。 

・求められる成果は、より良質な造血幹細胞を得るためのデータの蓄積や移植施

行率の向上、ドナーの満足度の向上、国際的な課題の克服などである。 

 

②より安全な移植に結びつけるための感染症リスク低減のためのドナー選択の手

法に関する研究 

・国際的にも各移植医療分野においてドナーに着目した感染症予防に関心が高ま

ってきているところであるが、わが国においては依然として多くの患者が移植

を必要としている状況にある中、限られたドナーソースを有効に活用し、移植

成績の向上につなげるためにも、ドナーの感染リスクの把握やそれも踏まえた

移植後管理の徹底についての方策を確立する必要がある。本研究ではこれらの

課題をふまえ、移植機会を確保しつつ、感染リスクを低減するためのドナー選

択のあり方を提案する研究に取り組む。 

・求められる成果は、わが国のドナー感染リスクの把握とドナー感染リスクに合

わせた移植後管理のマニュアルやガイドラインの作成である。 

 

③臓器移植でのより効率的でニーズを満たしたレシピエント選択方法に関する研

究 

・平成 22 年の臓器移植法改正以降、毎年の脳死下臓器提供者数は微増しているが、

心停止下を含む臓器提供者数はむしろ減少してきている状況であり、臓器移植

の需要は増しているものの、臓器提供数そのものはそれに見合った増加はみら

れていない、という現状がある。また、早急な移植を必要とする心疾患に罹患

している小児についての社会的基盤についても課題があるのが現状である。本

研究ではレシピエントの疾患や年齢、HLA の適合性、待機年数など様々な複雑な

基準をもつレシピエント選択方法についての検討等を行い、より効率的でニー

ズに合ったレシピエント選択方法や社会的基盤を確立することを目指す。 
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・求められる成果は、ドナー、レシピエント選択におけるマニュアルやガイドラ

インの改正や新規作成である。 

※「研究助成の改善等に向けた基本的な方向性」（平成 22 年 7 月 29 日厚生労働省

の研究助成等のあり方に関する省内検討会）において、各研究事業のメリハリの

ある配分を行う観点から、当該年度で特に重視し配分する研究分野（事前評価に

おいても考慮）をいう。 

 

７．研究事業の評価 

（１）必要性の 

観点から 

臓器移植については、平成 22 年の改正臓器移植法の施行によ 

り可能となった家族承諾による臓器提供について、体制整備に必

要な知見を収集することが重要である。また、平成 26 年 1 月に

定められた「造血幹細胞の適切な提供の推進を図るための基本的

な方針」では、造血幹細胞に関連した基礎研究や新たな医療技術

の開発の促進が規定されている。いずれの領域も、複雑で難易度

の高い医療であり、かつ、第三者であるドナーの善意を最大限尊

重する必要性がある、という面から、通常の医療以上に良好な治

療成績を達成し、レシピエント・ドナー双方の安全性確保のため

の方策を確立する必要があることから、本研究事業は重要であ

る。 

（２）効率性の 

観点から 

本分野の対象数は、他分野と比較し決して多くはないが、全国 

の移植関係施設間で共同して研究を行うことや、医療施設のみな

らず各バンクやドナーコーディネートを担当する施設・ネットワ

ークなどとも共同することにより、現場の実態を踏まえた効率的

な研究が行われているとともに、研究成果について速やかに共有

されていることが期待される。 

（３）有効性の 

観点から 

これまでも造血幹細胞移植に係るデータの一元化管理システ 

ムの構築や臓器あっせん業務の分析等により、移植医療分野に大

きく貢献してきたところである。本研究事業でも造血幹細胞移植

ドナーの安全性や QOL に関する研究、適切な臓器提供に向けたス

タッフの教育研修プログラムの開発研究や脳死臓器提供のあり

方に関する研究などによりも継続されており、我が国固有の課題

に即したマニュアルやガイドライン作成などの研究成果が期待

できる。 

（４）総合評価 移植医療分野においては、第三者であるドナーとの関わりが必 

須であるという特殊性・複雑性をもった医療であることから、移

植医療の社会的基盤の構築や体制作りは今後も大きな課題であ

る。そのため、これまでの本事業による研究成果も活用し、造血
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幹細胞移植ドナーのさらなる安全性の確保に加え QOL の向上に向

けた研究、臓器提供施設の負担軽減策の検討や脳死家族への選択

肢提示の適切なあり方の検討は喫緊の課題である。さらに、これ

らに加えドナーの善意を最大限尊重する観点からも、通常の医療

以上に良好な治療成績を追及することも重要であり、移植医療に

共通した合併症である拒絶反応や感染症の治療・予防のための研

究も推進すべきである。 
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１．研究事業の基本情報 

分野名 

プロジェクト名 

厚生労働省 「Ⅲ．疾病・障害対策研究分野」 

研究事業名 
慢性の痛み政策研究事業 

主管部局（課室） 厚生労働省健康局疾病対策課 

関係部局  

 

２．これまでの研究事業の予算、課題採択の状況 

 予算額（単位：千円） 申請件数（件） 採択件数（件） 

平成 25 年度 112,677 7 7 

平成 26 年度 44,200 1 1 

平成 27 年度 44,200 1 1 

※平成 25 年度は日本医療研究開発機構の対象経費及び対象外経費の合算になって

いる。 

※予算額は推進事業の経費を含む（厚生労働省が実施する研究事業のみ）。 

 

３．研究事業の概要 

（１）慢性の痛み対策の現状と課題 

慢性の痛み対策の課題は、 

① 痛みという症状に着目した医療体制の構築 

② 痛みに関する教育、普及・啓発 

③ 患者への情報提供、相談体制 

④ 痛みに関する調査・研究 

等がある。 

平成 22 年９月にとりまとめられた「今後の慢性の痛み対策について（提言）」 

に挙げられたこれらの課題に対して、研究事業や予算事業において必要な対策

を講じている。 

（２）行政施策と研究事業の関係 

（１）の行政課題を解決するために、以下の研究を推進する必要がある。 

○医療体制の構築 

慢性の難治性の痛みに対しては従来から診断の困難性や治療が奏功しない 

ため、患者にとっては医療満足度が低く、日常生活にも多くの障害を与え、

社会的にも経済的にも損失が大きい。慢性の痛みに対する現状把握をおこな

い、症状に着目した学際的な診療ユニットのあり方を検討する研究が必要で

ある。 
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○慢性の痛みに関する普及・啓発 

慢性の痛みに関する医療従事者、患者への「痛み」の標準的な知識や考え

方を普及させるための教育方法の検討やそれに資する教材の作成等の研究が

必要である。 

（３）研究事業の方向性 

本研究事業では、疾患名ではなく、慢性の痛みといった症状に着目し、職種

横断的、診療科横断的に多方面から課題に取り組み、疫学調査による慢性の痛

みに悩まされている患者および診療体制の問題点の抽出、日本における痛みに

対する診療システムの構築、医療従事者および患者に対する教育システムの構

築等を推進し、集学的多職種カンファレンスによる分析と多角的な治療の検討、

集学的痛み治療チームによる多角的治療アプローチの治療効果の評価、痛みセ

ンターが必要とされる患者の基準の作成等を行い、日本における痛みセンター

のあるべき姿を提案することを目標とする。 

（４）研究事業の成果の政策等への活用（公的研究としての意義） 

○直接的な利用 

得られた知見を元に医療提供体制の検討を行ったり、普及・啓発事業に活用す 

る予定である。 

○間接的な利用 

慢性の痛み対策に資する背景データ、基礎データ等として活用する予定である。 

○波及効果等 

実用化研究含め痛みという症状に着目した研究の発展に貢献することが期待さ

れる。 

（５）実用化に向けた取り組み 

・対象患者が非常に多いことより、学際的な診療体制が有効なターゲット群の設

定を行い、更に患者会と連携した研究を推進していく。 

 

４．研究事業と各戦略等との関係 

「健康・医療

戦略」との関

係 

なし 

 

「医療分野

研究開発推

進計画」との

関係 

【Ⅰ-１．-（１）-②-】②国民・社会の期待に応える医療の実現 

「保健医療

2035」との関

係 

【４.-２-】「ライフ・デザイン～主体的選択を社会で支える～」 

【６.-１-】ⅱ①地域における保健医療のガバナンスの強化 

【６.-２-】ⅱ①「自然に健康になれる」コミュニティと社会づく
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 り 

【６.-２-】ⅱ②生涯を通じた健康なライフスタイルの実現 

【７.-１-】イノベーション環境 

「厚生労働

行政の推進

に資する研

究に関する

委員会報告

書」との関係 

【８】慢性の痛み政策研究事業 

 

 

５．研究事業と関係省庁の研究事業等との関係 

文部科学

省・経済産業

省、及び他の

省庁の研究

事業等との

関係 

 

厚生労働省

が実施する

研究事業と

の関係 

 

 

 

ＡＭＥＤが

実施する研

究事業との

関係 

本事業で行っている学際的な診療ユニットのあり方を検討し、医

療体制の構築を行う事と、ＡＭＥＤが実施する慢性の痛み解明研究

事業における、慢性の痛みという症状に着目した病態解明や治療法

開発は、密接に関連するものであり両者を連携し推進していく。 

 

６．平成 28 年度の研究事業の方針 

（１）推進分野（※） 

設定する

推進分野 

慢性の痛みに対する診療システムの構築に関する研究（継続） 

設定した

理由 

慢性の痛みは、器質的な問題だけでなく、心理的・社会的な要因が

関与し合って、病態の悪化や痛みの増悪につながっていることがある

ため、治療にあたっては複雑化した痛みの病態を多面的に分析し、治

療につなげる必要がある。そのため、集学的に慢性の痛みについて診

療を行うことのできる施設の研究や診療システムについての研究を

行い、更に慢性の痛みに関する医療従事者、患者への「痛み」の標準
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的な知識や考え方を普及させる必要がある。 

期待され

る成果 

 慢性の痛みは患者の生活の質を著しく低下させ、就労困難を招く

等、社会的損失が大きいとされる。また、有効性が乏しい治療が繰り

返されたり、患者が多くの医療機関を渡り歩いて診療を受けている場

合もあることが指摘されており、適切な痛み対策に寄与すると考えら

れる。また診療システムの構築を効率的に行う事で、その施設を基盤

とした、研究開発が進むこととなる。 

（２）継続的に推進すべき研究領域 

 

（３）今後新たに推進すべき研究領域 

「慢性疼痛は、精神医学的要因、心理学的要因、社会的な要因が複雑に関与して

痛みを増悪させ遷延させている」との観点から、慢性の痛み対策事業（政策事業）

において、チームアプローチにより痛みを診療する「痛みセンター」を発展させ

てきた。今後はさらに、慢性疼痛疾患を身体機能的側面から捉え直すことで、ガ

イドライン作成を含めた、的確で無駄のないリハビリが行われるよう研究を推進

する目的で配分調整を要望する。 

また、リハビリ施設や在宅も含めた地域医療の連携強化も重要な課題である。

就労困難に至っている患者が職場復帰すれば、女性・若者・高齢者等の労働参加

率が高まり、まさに、人的資本強化のための投資につながる。 

 

○骨太及び日本再興戦略での記述 

（※要望枠無し又は要望枠額の必要額に修正することを意見として提出する） 

●骨太 

第 1 章－［２］－②潜在的な成長力の強化 

   女性・若者・高齢者等の労働参加率を高めていく。 

●日本再興戦略 

  II－２－（３）－ｉｉ）医療・介護・ヘルスケア産業の活性化・生産性の向

上 

  ＜鍵となる施策＞ 

②  世代ヘルスケア産業の創出支援 

 

※「研究助成の改善等に向けた基本的な方向性」（平成 22 年 7 月 29 日厚生労働省

の研究助成等のあり方に関する省内検討会）において、各研究事業のメリハリの

ある配分を行う観点から、当該年度で特に重視し配分する研究分野（事前評価に

おいても考慮）をいう。 

 

７．研究事業の評価 
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（１）必要性の 

観点から 

難治性の痛みに対しては従来からの治療が奏功しないため 

治療満足度が低く、痛みで休業することによる経済損失も大き

い。現状把握をおこない、診療ユニットのあり方を検討し、効果

のある医療提供の方法につなげる必要がある。 

（２）効率性の 

観点から 

現状把握のための疫学研究、痛みの共通なメカニズムに対す 

る基礎的研究、痛みの診療体制の整備についての研究をおこな

い、慢性の痛みについて総合的・包括的に研究が行われる。 

（３）有効性の 

観点から 

慢性の痛みについての知識や研究成果が医療現場や国民に 

反映され、慢性疼痛対策の基盤が構築される。 

（４）総合評価 欧米諸国では慢性痛に対する集学的（学術的）痛みセンター 

が構築され、生物・心理・社会モデルに基づいた医療が行われて

きている。本研究事業では、多方面から課題に取り組み、疫学調

査による問題点の抽出、教育システム・診療システムの構築、新

しい治療の開発等を推進する。 
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１．研究事業の基本情報 

分野名 

プロジェクト名 

厚生労働省 「Ⅲ．疾病・障害対策研究分野」 

研究事業名 
長寿科学政策研究事業 

主管部局（課室） 老健局総務課 

関係部局 老健局老人保健課 

 

２．これまでの研究事業の予算、課題採択の状況 

 予算額（単位：千円） 申請件数（件） 採択件数（件） 

平成 25 年度 402,744 94 22 

平成 26 年度 100,511 9 9 

平成 27 年度 90,459 32 8 

※平成 25 年度は日本医療研究開発機構の対象経費及び対象外経費の合算になって

いる。 

※予算額は推進事業の経費を含む（厚生労働省が実施する研究事業のみ）。 

 

３．研究事業の概要 

（１）介護保険行政の現状と課題 

現在、我が国では世界で類をみない早さで高齢化が進行しており、それを上

回るスピードで、介護が必要な高齢者の割合も増加の一途を辿っている。医療

ニーズを併せ持つ７５歳以上の要介護高齢者が急速に増加することが予測され

ている。いわゆる団塊の世代が全て７５歳以上となる２０２５年（平成３７年）

に向けて、高齢者が住み慣れた地域で尊厳をもって、自分らしい生活を続けら

れるようにするため、医療・介護、予防、住まい、生活支援が包括的に確保さ

れる「地域包括ケアシステム」を構築していくことが喫緊の課題である。 

地域包括ケアシステムにおいて重要な役割を占める介護予防を含む介護に関

しては、２０００年から介護保険制度が創設され、介護サービスの提供は着実

に拡充されてきた。今後も引き続き適切に介護サービスが提供されるよう、効

果的かつ効率的な介護サービスの提供に取り組み、介護保険制度の持続可能性

を高めるとともに、今後も増大することが予測される医療ニーズを併せ持つ要

介護者や認知症高齢者に対応するサービスの充実を図ることが求められてい

る。 

 介護保険に関する行政上の課題としては、 

①市町村による効果的・効率的な地域支援事業（新しい介護予防・日常生活支

援総合事業、包括的支援事業、任意事業）の実施 

②医療ニーズや認知症のある要介護者に対応した在宅サービス（訪問看護、訪
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問・通所リハビリテーション、短期入所療養介護等）の提供 

③中重度要介護者に対応した施設・居住系サービス（介護老人保健施設、介護

療養型医療施設等）の提供 

などがある。 

 

（２）行政施策と研究事業の関係 

（１）の行政課題を解決するために、以下の研究を推進する必要がある。 

①について 

・市町村における住民参加型の地域づくりによる介護予防を支援する研究 

・地域づくりによる介護予防の取組の科学的根拠を調査する研究 

・高齢住民の科学的根拠のある栄養改善、口腔機能の向上の取組を推進する研

究 

②について 

・通所リハビリテーションにおける高齢者生活期リハビリテーションの標準化

に向けた研究 

・高齢者特有の疾患をもつ要介護者への通所リハビリテーションの標準化に向

けた研究 

③について  

・介護保険施設で効果的な口腔のケア、栄養マネジメントを実施するための基

礎資料を収集する研究 

 

（３）研究事業の方向性 

○３年後までに達成する目標・成果 

 ・地域での介護予防の取組みを推進するためのＫＰＩの開発 １件 

 ・要介護高齢者の生活機能向上に資する効果的な生活期リハビリテーションの

ガイドライン策定 １件 

○１０年後までに達成する目標 

 ・研究事業で得られた成果をもとに介護保険のサービスの質の向上や重点化・

効率化を図り、２０２５年までに地域包括ケアシステムを構築する。 

 

（４）研究事業の成果の政策等への活用（公的研究としての意義） 

○直接的な利用 

研究事業で得られた成果については介護保険の介護予防やリハビリテーショ

ン、口腔栄養対策等でのガイドライン策定等に活用し、介護の質の向上につな

げる。 

○間接的な利用 

  介護保険制度、介護報酬の見直しの資料に活用する。 
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○波及効果等 

  介護保険施策の質の向上とともに、介護現場で効果的な介護サービスが提供

されるようになる。 

 

（５）実用化に向けた取り組み 

  自治体やサービス提供者からの好事例の収集とともに、外部の有識者による

介護サービス標準化に向けた議論の結果等を踏まえ、実現可能性が高く、成果

が見込める取組を検討する。 

 

 

４．研究事業と各戦略等との関係 

「健康・医療

戦略」との関

係 

【２－（２）―１）－ア】 

・介護予防等の更なる推進に向け、高齢者等の特性を踏まえた健診・

保健指導を行うため、専門家及び保険者等による高齢者の保健事

業の在り方への意見を踏まえ、医療機関と連携した生活習慣病の

基礎疾患に関する重症化予防事業等を実施する。 

【２－（４）―１）】 

・地域包括ケア（在宅医療と介護の連携）を行うため、医療データ

と介護データの共有化に必要な標準化を行う。 

 

「医療分野

研究開発推

進計画」との

関係 

Ⅱ．集中的かつ計画的に講ずべき医療分野研究開発等施策 

（２）医薬品・医療機器開発の新たな仕組みの構築 

（３）エビデンスに基づく医療の実現に向けて 

「保健医療

2035」との関

係 

【6.(1)ⅱ)】 

② 地域のデータとニーズに応じて保健・医療・介護サービスを確保

する 

③ 地域のかかりつけ医の「ゲートオープナー」機能を確立する 

【6.(2)ⅰ)】 

② 自ら意識的に健康管理するための行動を支援する 

【6.(2)ⅱ)】 

① 「自然に健康になれる」コミュニティと社会づくり 

② 生涯を通じた健康なライフスタイルの実現 

③ 予防・健康の推進とエビデンスの強化 

【7.】 

(2) 情報基盤の整備と活用 
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「厚生労働

行政の推進

に資する研

究に関する

委員会報告

書」との関係 

【第１-】9.長寿科学政策研究事業について 

 

 

６．研究事業と関係省庁の研究事業等との関係 

文部科学

省・経済産業

省、及び他の

省庁の研究

事業等との

関係 

文部科学省は基礎的な研究を、 経済産業省では基盤的な研究開

発を行う一方、 当該研究事業は臨床応用を前提とした研究を実施

している。必要があれば、情報交換をしながら重複がないように調

整する。 

厚生労働省

が実施する

研究事業と

の関係 

 

 

 

 

ＡＭＥＤが

実施する研

究事業との

関係 

高齢者介護に関する研究事業としては、厚生労働省が実施する長

寿科学政策研究事業と AMED が実施する長寿科学研究開発事業があ

る。長寿科学政策研究事業は、主に介護保険に係る政策課題の解決

を目的とした研究に取り組み、長寿科学研究開発事業は、主に高齢

者介護に関連する技術水準の向上を目的とした研究に取り組む。 

 

 

６．平成 28 年度の研究事業の方針 

（１）推進分野 

設定する

推進分野 

①地域包括ケアシステム構築の推進 

②持続可能な介護保険制度の構築 

設定した

理由 

７５歳以上の高齢者が急速に増加することが予測されており、２０

２５年に向けて地域包括ケアシステムの構築が喫緊の課題である。医

療ニーズを有する中重度要介護者に対する介護サービスの向上を図

り、高齢者が住み慣れた地域で尊厳をもって、自分らしい生活を続け

られるようにする必要がある。 

一方で、介護給付費は年々増加し、今後も引き続き増加していくこ

とが見込まれている。医療ニーズを有する中重度要介護者をはじめと

して高齢者に適切に介護サービスを提供するためには、効率的な介護
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サービスの提供を図る必要がある。 

期待され

る成果 

介護保険制度見直し、介護報酬改定等の介護保険政策の検討資料

として活用されることにより、我が国の質の高い介護保険政策の実

現が期待される。 

（２）継続的に推進すべき研究領域 

①効果的・効率的な地域支援事業の実施に関する研究 

・住民参加型の介護予防に転換することが求められている中で、市町村の地域

づくりによる介護予防の支援や、科学的根拠のある介護予防の取組を推進す

る必要がある。 

・高齢の住民に対して、科学的根拠のある栄養改善、口腔機能向上の取組を推

進する必要がある。 

②医療ニーズや認知症のある要介護者に対応した在宅サービスの提供に関する研

究 

・質の高い高齢者生活期リハビリテーションや高齢者特有の疾患をもつ高齢者

に対応したリハビリテーションが提供されるよう、通所リハビリテーション

の効果的な方法の確立と標準化に向けた研究を推進する必要がある。 

③中重度要介護者に対応した施設・居住系サービスの提供 

・介護保険施設での高齢者の口腔のケア、栄養マネジメントの効果的に実施す

るための研究を推進する必要がある。 

  

（３）今後新たに推進すべき研究領域 

今般の介護保険を取り巻く制度改正（平成２６年介護保険法改正、平成２７年

度介護報酬改定）や、次期の介護保険制度改正や介護報酬改定を見据え、来年度

以降に新たに推進すべき研究領域としては、現時点においては、例えば以下が考

えられる。 

①介護予防を推進する地域づくりを戦略的に進めるための研究 

・２０２５年に向け、７５歳以上の人口が急速に増加し、介護サービスが必要と

なる者の増加が見込まれる中で、効果的・効率的な介護予防の実施が求められ

ている。このため、住民参加の介護予防の取組の科学的検証を行うとともに各

自治体における介護予防事業の PDCA サイクルを回すことを支援する。 

②利用者の状態に合わせた適切な介護サービス提供の在り方に関する研究 

・利用者の状態に応じた介護サービスの効果的・効率的な提供が求められている。

その中で、特に要支援者に対する訪問・通所介護の提供については、自治体の

地域支援事業として取り組むこととなっているが、医療系介護サービス（看護・

リハビリテーション）については引き続きサービス給付で対応されることにな

っている。今後、持続可能な介護保険制度を構築するため、軽度者（要支援者、

軽度要介護者）に対する医療系介護サービスの提供のあり方について引き続き
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検討していく必要がある。次期の介護保険制度改正や介護報酬改定に向けて、

軽度者への医療系介護サービスの提供のあり方について検討するための基礎資

料を収集する。 

 

 

７．研究事業の評価 

（１）必要性の 

観点から 

７５歳以上の高齢者が急速に増加することが予測されており、

２０２５年に向けて地域包括ケアシステムの構築が喫緊の課題

である。医療ニーズを有する中重度要介護者に対する介護サービ

スの向上を図り、高齢者が住み慣れた地域で尊厳をもって、自分

らしい生活を続けられるようにする必要がある。 

一方で、介護給付費は年々増加し、今後も引き続き増加してい

くことが見込まれている。医療ニーズを有する中重度要介護者を

はじめとして高齢者に適切に介護サービスを提供するためには、

効率的な介護サービスの提供を図る必要がある。 

（２）効率性の 

観点から 

要介護度の重度化防止や介護予防が推進されること、介護サー

ビスの適正化が推進されることで、介護給付費の適正化等に寄与

し、介護保険制度の効率性の確保や持続可能性の向上に寄与す

る。 

（３）有効性の 

観点から 

高齢者に効果的に介護サービスが提供されるようになるとと

もに、効率的で持続可能性のある介護保険制度の運営に資する。

また、成果が広く活用されることにより、高齢者の保健医療水準

が向上する。 

（４）総合評価 研究費が限られる中、より効率的な研究事業の運営が求められ

ており、介護保険制度に係る政策課題により直結した研究に取り

組んで行くこととする。例えば、平成２６年の介護保険法改正で

導入された新しい地域支援事業（新しい介護予防・日常生活支援

総合事業）の効果的な実施に関する研究、次の介護保険制度見直

しのための基礎資料となる研究等に取り組む。 
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１．研究事業の基本情報 

分野名 

プロジェクト名 

厚生労働省 「Ⅲ．疾病・障害対策研究分野」 

研究事業名 
認知症政策研究事業 

主管部局（課室） 老健局総務課 

関係部局 老健局高齢者支援課、認知症・虐待防止対策推進室 

 

２．これまでの研究事業の予算、課題採択の状況 

 予算額（単位：千円） 申請件数（件） 採択件数（件） 

平成 25 年度 488,019 48 17 

平成 26 年度 130,590 48 7 

平成 27 年度 30,590 20 6 

※平成 25 年度は日本医療研究開発機構の対象経費及び対象外経費の合算になって

いる。 

※予算額は推進事業の経費を含む（厚生労働省が実施する研究事業のみ）。 

 

３．研究事業の概要 

（１）認知症政策研究事業の現状と課題 

超高齢化の進行に伴って認知症者数は今後も増加を続け、認知症対策は、わが

国の公衆衛生上重要な課題でありながら有効な予防法が無く早期診断も困難であ

り、治 療・ケア手法も十分に確立・標準化がされていない等、課題が山積してい

る。また平成 26 年 4 月には、認知症の行方不明者数について発表が警察庁よりな

されたこともあり、認知症の人の徘徊や関連した列車事故等の問題が社会的な関

心を集めている。このようななか、2014 年 11 月に行われた認知症サミット日本後

継イベントにおいて、内閣総理大臣より認知症施策を加速させるための戦略の策

定が指示され、2015 年 1 月に「認知症施策推進総合戦略～認知症高齢者等にやさ

しい地域づくりに向けて～（新オレンジプラン）」が公表された。この総合戦略

において、研究については、「認知症の予防法、診断法、治療法、リハビリテー

ションモデル、介護モデル等の研究開発及びその成果の普及の推進」として、７

つの柱の一つとなっている。さらに、今後世界中で高齢化が進行することもあり、

認知症への対策は国際的にも優先すべき課題となっており、2015 年 3 月に「認知

症に対する世界的アクションに関する第 1 回 WHO 大臣級会合」が開かれ、この点

が世界的に確認されたところである。日本のみならず、国際的にも社会的意義が

高い認知症であるが、その課題としては、①認知症の実態把握、②認知症の病態

解明、③予防法、療法等の推進、④社会的な問題の解決、⑤介護者等の負担軽減、
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普及・啓発を含めた、社会創生があげられる。これまでは、厚生労働科学研究や

老人保健健康増進等事業の推進、介護予防事業の推進、認知症に関する人材の育

成や、普及啓発のための認知症サポーター育成などを支援してきたところである。 

 

（２）行政施策と研究事業の関係 

認知症における行政上の課題と、認知症政策研究事業との関係は以下のとおりで

ある。 

①認知症の実態把握：認知症施策全般を、計画・立案し、推進し、評価するため

には、基礎資料として実態を把握するための調査研究が必要。 

②認知症の病態解明：基礎的な病態解明の研究以外にも、認知症の症状の発生に

関する介護者との関係性や、社会・環境要因などの面での病態解明の研究も同様

に必要。 

③予防法、療法等の推進：認知症の予防については、地域や職域などでその取組

を包括し推進することも必要であり、政策的な観点で、各々の資源の活用法や地

域づくりを進める視点からの方策等に関する研究の推進が必要。 

④社会的な問題の解決：認知症に関して、徘徊や触法の問題などは、疾患の基礎

的病態解明や療法の開発のみでは対応が難しい課題であり、政策的観点に立って

解決に関する研究が必要。 

⑤介護者等の負担軽減、普及・啓発を含めた、社会創生：認知症への対応は、疾

患としての治療のみでは不十分であり、本人や介護者の生活の質を向上させるた

めのサポートや街づくり等、広く行政的観点での対応に資する研究が必要である。 

 

（３）研究事業の方向性 

上記の５つの課題に対し、認知症全般にわたり、社会的なアプローチによる研究

事業を実施し、認知症の解明、実態の把握、社会資源の活用による患者・家族支

援などの有効な対策法の開発等を推進する。本研究事業については、地域におけ

る認知症予防に関する手法の開発数、認知症施策推進総合戦略の具体的な評価方

法の開発数、徘徊等認知症の行動・心理症状に対する自治体等における対応法に

ついてのガイドライン制定数、などがその成果指標となると考えられ、これらを

みつつ、効率的に研究成果が得られるよう推進していく。 

 

○3 年後に達成する目標・成果 

 

①認知症の実態把握、②認知症の病態解明、③予防法、療法等の推進、④社会的

な問題の解決、⑤介護者等の負担軽減、普及・啓発を含めた、社会創生 

・地域性を考慮した認知症やその前段階の人口割合など、実態が明らかになる。 

・認知症の増悪と社会的因子との関係が明らかになる、もしくは明らかにする前
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向きの研究が開始される。 

・地域における認知症予防に関するガイドラインが策定される。 

・認知症に対応した地域づくりに関するガイドラインが策定される。 

 

○5 年後に達成する目標・成果 

・認知症の人の医療・介護・地域づくりに関する満足度が評価される。  

 

（４）研究事業の成果の政策等への活用（公的研究としての意義） 

○直接的な利用 

・認知症に対する、地域における予防の取組のガイドライン策定などに利用予定。 

・認知症に優しい地域づくりのためのガイドライン策定などに利用予定。 

 

○間接的な利用 

・認知症対策を検討する過程において、地域性を考慮した、認知症の人やその前

段階の人の割合など、実態に関するデータを基礎資料として活用できる予定。 

 

○波及効果等 

・認知症に優しい地域とは何か、を明らかにする過程で、認知症に優しい商品や

サービスの開発など、民間の産業などに利活用される可能性がある。 

 

（５）実用化に向けた取り組み 

・多くの社会的課題があるため、認知症の人やその家族の視点を重視する、とい

う認知症施策推進総合戦略に示された観点から、課題を選択、絞り込むことに

より、効果的に研究を推進する。 

 

 

４．研究事業と各戦略等との関係 

「健康・医療

戦略」との関

係 

１．-（１）-２）p.7 世界に先駆けて超高齢化社会を迎えつつある

我が国においては、これらを踏まえ、課題解決先進国として、超高

齢化社会を乗り越えるモデルを世界に広げて行くことが重要であ

る。 

「医療分野

研究開発推

進計画」との

関係 

Ⅱ．-２‐（２）p.48 認知症やうつ病等の精神疾患等の発症に関わ

る脳神経回路・機能の解明に向けた研究開発及び基盤整備を各省連

携のもとに強力に進めることにより、革新的診断・予防・治療法を

確立し、認知症・精神疾患等を克服する。 

「保健医療

2035」との関

2.-（２）-② p.7 認知症の早期診断・治療の大幅な進展、再生 

医療や遺伝子治療によって多くの難病に治療法が開発される 
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係 6.-(3)-② p.29 。特に、高齢化対応の地域づくり、生活習慣病や認

知症対策などの分野に焦点を当てた貢献を図る。 

「厚生労働

行政の推進

に資する研

究に関する

委員会報告

書」との関係 

各研究事業の概要-11．認知症政策研究事業 p.33 

 

 

 

５．研究事業と関係省庁の研究事業等との関係 

文部科学

省・経済産業

省、及び他の

省庁の研究

事業等との

関係 

文部科学省は認知症の発症に関して、そのメカニズムの研究やヒト

の脳機能の解明といった基礎的な研究を、 経済産業省では、認知症

の人や介護者の生活を支援するための機器開発や実証といった点

で、研究開発を行う。 当該研究事業は実際の医療・介護現場での実

証や応用を前提とした研究を実施しており、情報交換などにより相

互に連携し、研究を推進する。 

 

厚生労働省

が実施する

研究事業と

の関係 

 

ＡＭＥＤが

実施する研

究事業との

関係 

日本医療研究開発機構研究費において、脳とこころの健康大国実現

プロジェクトにおける認知症研究開発事業 
により、認知症の疾患と

してのメカニズムを解明し、革新的診断・予防・治療法を確立し、

認知症を克服するための研究が行われている。 

 

６．平成 28 年度の研究事業の方針 

（１）推進分野（※） 

設定する

推進分野 

〇認知症の症状によりおきる、社会的な問題の解決を目指す分野。 

〇地域全体で対策を行うなどにより、介護者等の負担を軽減するこ

と。そのための、普及啓発を含めた、社会の創生を推進する分野。 

この二点を平成 28 年度の推進分野として設定。 

設定した

理由 

〇認知症の行方不明者数について発表が警察庁よりなされたこと、認

知症の方の徘徊に関連した列車事故、あるいは認知症の方による高速

道路の逆走の問題や、運転免許の問題、認知症の人に対する重複処方

による多剤服用等の問題が社会的な関心を集め、その対応が必要にな
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っているため。 

〇先に述べた「認知症施策推進総合戦略～認知症高齢者等にやさしい

地域づくりに向けて～（新オレンジプラン）」の中で、その柱の一つ

として「認知症の人を含む高齢者にやさしい地域づくりの推進」が挙

げられ、生活支援（ソフト面）、生活しやすい環境の整備（ハード面）、

就労・社会参加支援及び安全確保の観点から、認知症の人を含む高齢

者にやさしい地域づくりの推進に取り組む必要があるため。 

期待され

る成果 

〇認知症の症状によりおきる社会的な問題、例えば徘徊に関して、そ

の対応のガイドラインが策定される。 

〇認知症にやさしい街づくりに関するガイドラインが策定される。 

等。 

（２）継続的に推進すべき研究領域 

①   有病率や原因疾患の割合、経済的負担の大きさ等を調査、あるいは推測する

ことにより、認知症の実態を把握する分野。 

・これまで、日本のおける認知症の有病率やコスト推計などがなされてきた。 

・地域性を考慮した有病率やコストの推計、施策の費用対効果推計など、施策を

推進するための基礎資料を得るための研究を引き続き推進する必要がある。 

② 認知症をきたす疾患の病態や、認知症に特有な症状の病態を解明し、有効な

予防、治療、評価方法の開発を政策的な観点において行う分野。 

・これまで、認知症の病態は十分には明らかになっていない。予防法、治療法、

評価方法についても確立していない。 

・引き続き研究を推進し、これらを開発することは急務である。 

③ 予防法、薬物療法・非薬物療法等の推進、その質の担保や評価を行い、認知

症の人の生活を改善する分野。 

・これらに関しては、未だその客観的な評価指標が未確立であることもあり、引

き続き政策的な点に関するこの分野の研究を推進することにより、その確立を

目指す必要がある。 

 

（３）今後新たに推進すべき研究領域 

〇日本の高度な水準のロボット技術やＩＣＴ技術を活用した社会問題の解決に関

する研究の推進が必要である。また、このような技術を活用し、多くの情報をビ

ッグデータとして集約・活用し、住民や企業が一体となって地域全体として取組

を推進できるようなスキームの開発を行っていくことが必要である。 

※「研究助成の改善等に向けた基本的な方向性」（平成 22 年 7 月 29 日厚生労働省

の研究助成等のあり方に関する省内検討会）において、各研究事業のメリハリの

ある配分を行う観点から、当該年度で特に重視し配分する研究分野（事前評価に

おいても考慮）をいう。 
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７．研究事業の評価 

（１）必要性の 

観点から 

社会の急激な高齢化に伴って認知症の人は増加の一途を辿っ

ている。我が国のみならず、世界規模の大きな問題となっている。

本人やご家族はもちろん、地域社会や医療保険財政、介護保険財

政への負担の増加、社会の活力や経済活動の持続性に対する悪影

響は大きく、最近の研究報告によれば、認知症に関する年間の社

会的費用は 2014 年現在年間約 14.5 兆円と推計されるなど、その

対応は喫緊の課題である。また、認知症の人に関する、徘徊や行

方不明の問題の解決は、社会的影響も大きく早急に対応が迫られ

ている。認知症の発症リスクの低下や早期発見、進行遅延といっ

た各段階での予防の推進による認知症の増加を抑制することや、

認知症の人が社会で安心して暮らせるようにすることなど、本研

究事業の推進によって得られる成果は、認知症に係る上記のよう

な負担の軽減をもたらし、健康長寿社会の実現にもつながる。さ

らに今後、認知症は世界規模で、増加が見込まれていることから、

研究の成果を、今後の国際的に展開することなども望める分野で

ある。 

（２）効率性の 

観点から 

①認知症の実態に関する分野、②認知症の本態解明に関する分

野、③認知症への対策に関する分野と明確に分野分けし、研究課

題を設定していくことで、網羅的且つ効率的な研究の推進をはか

る。長寿・障害総合研究事業のうち、認知症研究開発事業の研究

結果や、文部科学省の「脳科学研究戦略推進プログラム」等にお

いて得られる、認知症などの発症の病態学的メカニズムや脳機能

ネットワークの解明に関する成果等を、本研究事業における研究

に適宜反映していくことなどによって、効率的な推進をはかる。

  

（３）有効性の 

観点から 

認知症の発症や進行の抑制因子を解明し、予防法の開発・確立

を行い、社会へと実装していくことで、認知症の新規発症を抑制

することができる。また認知症の症状に関して、その社会的な促

進・抑制因子の解明、病態の解明、そして有効な対処方法の開発

を行うことにより、症状の重症化が抑制できる。また、発症後の

認知症の人への最適なケアの手法を確立することとあわせて、

「認知症施策推進総合戦略」にあるように、認知症になっても住

み慣れた環境での生活をおくることができる社会の構築、健康長

寿社会の実現に資することができる。また、平成 28 年度の推進

分野として、認知症の症状によりおきる、社会的な問題の解決を



 

 

109 
 

目指す分野と普及啓発を含めた、社会の創生を推進する分野を設

定し、社会的課題に対し必要な研究をすすめることとしている。

これらの取組を通じ、最終的な認知症の減少を目指すとともに、

予防産業等の創出や、ケア産業の活性化とこれらの取り組みの国

際展開が期待できる。 

（４）総合評価 我が国は、超高齢化社会を迎え、2025 年には 700 万人を越える

と推計されるなど、認知症高齢者は激増が予想され、課題先進国

となっている。世界規模の問題である認知症に対して、社会的側

面から認知症の本態解明、認知症の実態解明、認知症への対策に

関する研究を推進し、認知症の発症を予防し、適切な対応により

「認知症になっても安心して暮らせる社会」 を構築することは、

我が国を課題先進国から課題解決先進国に導き、新たな成長分野

で一躍トップに躍り出る機会をあたえるものである。また、超高

齢化を迎え、全ての国民にとって、認知症は身近な問題となるこ

とを鑑みれば、本研究事業の推進は、国民全てが不安無く安心し

て暮らせる社会の構築に繋がるといえる。 
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１．研究事業の基本情報 

分野名 

プロジェクト名 

厚生労働省「Ⅲ.疾病・障害対策研究分野」 

研究事業名 
障害者政策総合研究事業 

主管部局（課室） 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課、障害福祉課、

精神・障害保健課 

関係部局 同上 

 

２．これまでの研究事業の予算、課題採択の状況 

 予算額（単位：千円） 申請件数（件） 採択件数（件） 

平成 25 年度 1,513,269 285 42 

平成 26 年度 473,472 28 19 

平成 27 年度 378,777 22 11 

※平成 25 年度は日本医療研究開発機構の対象経費及び対象外経費の合算になって

いる。 

※予算額は推進事業の経費を含む（厚生労働省が実施する研究事業のみ）。 

 

３．研究事業の概要 

（１）障害者政策の現状と課題 

障害者に関する行政の課題は 

①必要な障害福祉サービスに係る給付、地域生活支援事業その他の支援を総合

的に行い、もって障害者の福祉の増進を図ること 

②障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合

いながら共生する社会を実現すること 

③全ての障害者が可能な限りその身近な場所において必要な日常生活又は社会

生活を営むための支援を受けられることにより社会参加の機会が確保される

こと 

④地域社会において他の人々と共生することを妨げられないこと 

⑤障害者にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会にお

ける事物、制度、慣行、観念その他一切のものの除去に資すること 

である。 

また、精神障害領域においては、入院医療中心の精神医療から精神障害者の地

域生活を支えるための精神医療への改革の実現に向け、①国民の理解の深化、

②精神病床の機能分化、③地域生活支援の強化、などが課題となっている。 

これらの行政課題を解決するために研究事業を実施している。 
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（２）行政施策と研究事業の関係 

（１）の行政課題を解決するために、以下の研究を推進する必要がある。 

 ①障害者に関する計画の策定や制度の見直しを適切に行うためには、関連する

知見の集積は必須であり、このための調査研究は重要である。 

 ②医学の進歩に伴い、身体障害者の障害程度が適切に判定されるよう、医学的

知見を集積し、認定基準の見直し案を作成する研究は必須である。 

 ③補装具支給制度における効率的・効果的な制度運営のために、支給対象とな

る補装具の構造等を明らかにするとともに、支給に当たっての適切な基準額

設定を行うための調査研究は必須である。 

 ④精神障害者における様々な課題の解決のために、国民の理解の深化、精神病

床の機能分化、地域生活支援の強化、心の健康づくり、自殺対策、精神医療の

診療方法の標準化、治療方法の開発を進める必要がある。 

（３）研究事業の方向性 

○3 年後に達成する目標・成果 

「障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業

の提供体制の整備並びに自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保

するための基本的な指針」（平成 18 年厚生労働省告示、平成 26 年最終改正）で

は、以下の目標を定めている。 

・平成 25 年度末時点の福祉施設入所者数の 12％以上が地域生活へ移行するととも

に、平成 29 年度末の施設入所者数を平成 25 年度末時点から 4％以上削減する。 

・平成 29 年度に、精神障害者の入院後 3 ヶ月時点の退院率を 64％以上、入院後１

年時点の退院率を 91％以上とし、平成 29 年 6 月末時点の長期在院者数を平成 24

年 6 月末時点から 18％以上削減する。 

・平成 29 年度末までに、地域生活支援拠点等を各市町村又は各圏域に少なくとも

一つを整備する。 

・福祉施設利用者のうち、就労移行支援事業等を通じて、平成 29 年度中に一般就

労への移行実績を平成 24 年度に比べて２倍以上とし、就業移行支援事業の利用

者数が平成 25 年度末に比べて平成 29 年度末が６割以上増加する。 

これらの目標を達成するための政策研究を行う。 

（４）研究事業の成果の政策等への活用（公的研究としての意義） 

○直接的な利用 

審議会や検討会の基礎資料として活用する。 

○間接的な利用 

障害者対策を検討する過程等における参考としての背景データ、基礎データ等

として活用する予定である。 

○波及効果等 

障害福祉サービス等の質向上、障害特性に応じた適切な支援サービスの創設、
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精神医療の質の向上、長期入院精神障害者の地域移行の推進、自殺対策の推進、

心の健康づくりの推進などに寄与する。 

（５）実用化に向けた取り組み 

・制度改正、障害福祉サービス報酬改定、診療報酬改定、障害福祉計画策定、予

算事業などに反映させていく。 

 

４．研究事業と各戦略等との関係 

「健康・医療

戦略」との関

係 

【２．-(２)-ア）】 

○その他 

(p.16)・高齢者・障害者等の食事や運動、移動支援等に関わるサー

ビスに加え、例えば、脳神経の機能改善・回復（ニューロリ

ハビリ）等、身体機能再生を促す新しい技術・サービスの開

発・実証を促進する。これらの新しい技術・サービスに関し

ては特に初期市場の形成が重要なことから、国際展開を積極

的に支援する。 

(p.17～p.18)ロボット介護機器の研究開発・導入促進のための環境

整備（３つの・全て） 

「医療分野

研究開発推

進計画」との

関係 

p.6 高齢者及び障害者（障害児を含む。）における身体機能の低下や

喪失 

p.21～(viii)高齢者・障害者等の機能支援機器開発への取組 

●高齢者・障害者等の機能支援機器の開発 

●ロボット介護機器の開発 

【Ⅱ-２．-（２）-②-ⅷ】＜精神・神経疾患＞ 

認知症やうつ病などの精神疾患等の発症に関わる脳神経回路・機能

の解明に向けた研究開発及び基盤整備を各省連携の下に強力に進め

ることにより、革新的診断・予防・治療法を確立し、認知症・精神

疾患等を克服する。達成目標及び各省連携プロジェクトは以下のと

おり。 

【2015 年度までの達成目標】 

・分子イメージングによる超早期認知症診断方法を確立 

・精神疾患の診断、薬物治療の反応性及び副作用に関するバイオマ

ーカー候補を新たに少なくとも一つ発見し、同定プロセスのための

臨床評価を終了 

【2020 年頃までの達成目標】 

・日本発の認知症、うつ病などの精神疾患の根本治療薬候補の治験

開始 

・精神疾患の客観的診断法の確立 
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・精神疾患の適正な薬物治療法の確立 

・脳全体の神経回路の構造と活動に関するマップの完成 

●脳とこころの健康大国実現プロジェクト 

・脳全体の神経回路の構造・機能の解明やバイオマーカー開発に向

けた研究開発及び基盤整備等を推進するとともに、認知症やうつ病

などの精神疾患等の発症メカニズム解明、診断法、適切な治療法の

確立を目指す。 

「保健医療

2035」との関

係 

【２．(２)】2035 年の保健医療のあるべき姿 

 このような保健医療は、年齢、疾病や障害に関わらず、あらゆる

人に、自らの能力を発揮できる持ち場をもたらし、お互いを尊重す

る社会の礎となる。 

【４．(２)】「ライフ・デザイン 〜主体的選択を社会で支える〜」 

 高齢者や疾病や障害をもつ人を含め、あらゆる人に、就労を含め

自らの能力を発揮できる持ち場があり、多様性を認め互いを尊重す

る。 

「厚生労働

行政の推進

に資する研

究に関する

委員会報告

書」との関係 

【第１ 10.】障害者政策総合研究事業 

 

 

 

５．研究事業と関係省庁の研究事業等との関係 

文部科学

省・経済産業

省、及び他の

省庁の研究

事業等との

関係 

発達障害児の医療機関受診や障害福祉サービス利用などの実態把

握についてライフサイクルにわたる調査を行う場合は、年代によっ

てニーズの中身が異なることを踏まえ、学齢期のフィールドに対す

る調査を行う必要性があることから、文部科学省にも協力を求めて

いる。 

厚生労働省

が実施する

研究事業と

の関係 

 

なし 

 

ＡＭＥＤが

実施する研

究事業との

AMED の研究事業は福祉機器の開発や障害者の健康増進に寄与する

プログラムの開発など、開発が主であるが、障害者政策総合研究事

業は障害者支援制度を再検討するためのデータ等を収集する研究事
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関係 業や、精神医療の診療方法の標準化等に関する研究事業が主である。 

 

６．平成 28 年度の研究事業の方針 

（１）推進分野（※） 

設定する

推進分野 

○身体・知的等障害分野 

 ・障害者の地域社会での共生の実現や社会障壁の除去につながる環

境づくり等に資する研究 

 ・身体障害認定基準のあり方に関する研究 

○精神障害分野 

 ・精神科医療提供体制の機能強化を推進する政策研究 

・精神障害者の地域生活支援を推進する政策研究 

・自殺対策を推進する政策研究 

・心の健康づくりを推進する政策研究 

設定した

理由 

身体・知的等障害分野においては、平成 24 年度に障害者総合支援

法が成立したことを踏まえ、治療からリハビリテーションに至る適切

なサービスの提供や社会参加を推進し、障害者が自らの能力を最大限

発揮し、自己実現できるよう地域における生活を支援する体制を整備

する必要がある。 

精神障害分野においては、入院中心の精神医療から精神障害者の地

域生活を支えるための精神医療への改革の実現が喫緊の課題となっ

ているため。また、児童・思春期精神疾患、老年期精神疾患、うつ、

依存症、てんかん、高次脳機能障害、摂食障害、PTSD、災害医療、司

法精神など精神科医療ニーズの増大や多様化する現状において、自殺

対策および心の健康づくり等を推進することが重要であるため。 

期待され

る成果 

身体・知的等障害分野の研究推進により、障害の予防、リハビリ、補

完のための革新的な技術開発、障害者の地域社会での共生の実現によ

り、障害者が自らの能力を最大限発揮し、自己実現できることが期待

される。 

精神障害分野では、精神医療の質の向上、長期入院精神障害者の地域

移行の推進、自殺対策の推進、心の健康づくりの推進などに寄与する。 

（２）継続的に推進すべき研究領域 

①身体障害者の認定基準に関する研究 

・これまで、失語症の実態調査項目の検討および肝硬変患者の実態調査を行った。 

・今後は、肝機能障害患者の認定基準の検討および失語症患者の実態調査を実施

する必要がある。 

②自閉症、行動障害がある児者の支援方策に関する研究 

・これまで、国内の研究者や団体の取組状況を調査し、一部試行的な取組を行っ
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た。 

・今後は、引き続き試行的な取組を行い効果検証するとともに、効果的な方法に

ついて整理し、報告書を活用し普及を図る必要がある。 

③障害児者の支援職員のスキルアップ研修の立案にかかる研究 

・これまで、過去の研修プログラムの課題分析、現場職員へのアンケート調査等

による基礎データ収集、研修の成功要因の分析を行った。 

・今後は、支援職員のスキルアップ研修の構築を行い、試行的に実施した上で効

果検証を行い、さらに精査した上で全国的な実施を行う必要がある。 

④精神科医療提供体制の機能強化を推進する政策研究 

・これまでの成果として、「重度かつ慢性」の暫定基準案を定義した。 

・今後は、入院医療中心の精神医療から精神障害者の地域生活を支えるための精

神医療への改革の実現を目指していく。 

⑤自殺対策を推進する政策研究 

・これまでの成果として、自殺予防総合対策センターと東京都監察医務院の連携

による中長期的な自殺の要因分析の体制を整備し、それを元に実践的な自殺予

防の介入方法の検討を行った。 

・今後は、誰も自殺に追い込まれることのない社会を実現していくための方策を

研究していく。 

⑥心の健康づくりを推進する政策研究 

・これまでの成果として、うつ病に対する認知行動療法の現状と、効果的な普及

啓発の手法について、一定程度明らかにした。 

・今後は、社会生活環境の変化等に伴う国民の精神的ストレスの増大に鑑み、精

神疾患の予防を図る必要がある。 

（３）今後新たに推進すべき研究領域 

①障害者総合支援法対象疾病に関する研究 

・平成 25 年度から、いわゆる難病患者も障害福祉サービスを受けることができる

対象となったが、それら障害者総合支援法対象疾病患者の社会参加の状況を把

握するなどして課題を抽出し、障害者の対象範囲の検討に資するようにする。 

②障害福祉サービス等の充実強化に関する研究 

・障害福祉サービス等において、人員配置による体制整備や内容の見直し、利用

対象者の状態像の明確化等による充実強化が求められている。 

・求められる成果は、次期報酬改定等において活用しサービスの充実強化を図る。 

③利用者の意思決定を尊重した相談等の支援強化に関する研究 

・障害者総合支援法の 3 年後見直し後に実施される意思決定支援に関して、相談

支援従事者の養成研修の強化やサービス提供現場における実施状況、効果等を

把握することが必要である。 

・求められる成果は、相談支援従事者養成研修カリキュラムの改訂及び意思決定
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支援の実施強化とさらなる普及に活用する。 

④障害者虐待の防止と支援の質の向上に関する研究 

・障害者虐待の防止のため、自治体における対応状況の実態を把握、分析すると

ともに、障害者福祉施設従事者等に対しては、虐待に遭いやすいとされている

強度行動障害を有する者に対する支援の質向上を図るための研修受講を進める

必要がある。 

・求められる成果は、今後の虐待防止や対応の強化及び強度行動障害支援者養成

研修の普及、改良に活用する。 

⑤発達障害児者の実態把握と支援の充実強化、人材養成に関する研究 

・発達障害児者のサービス利用実態を把握するとともに、早期発見のためのアセ

スメント手法や、かかりつけ医に対する障害特性、薬物療法等に関する研修を

開発する必要がある。 

・求められる成果は、発達障害児者のサービス利用の推計や、早期発見のための

標準的なアセスメント、かかりつけ医に対する研修実施等に活用する。 

⑥精神障害者の地域生活支援を推進する政策研究 

・精神疾患を発症して精神障害者となっても地域社会の一員として安心して生活

できるようにすることが重要である。 

・平成 29 年度までに、「入院後 3 ヶ月時点の退院率を 64%以上とする」「入院後

1 年時点の退院率を 91%以上とする」「1 年以上の在院者数を平成 24 年 6 月末時

点から 18%以上減少」を実現する。 

※「研究助成の改善等に向けた基本的な方向性」（平成 22 年 7 月 29 日厚生労働省

の研究助成等のあり方に関する省内検討会）において、各研究事業のメリハリの

ある配分を行う観点から、当該年度で特に重視し配分する研究分野（事前評価に

おいても考慮）をいう。 

 

 

７．研究事業の評価 

（１）必要性の 

観点から 

○身体・知的等障害分野 

障害者総合支援法の３年後見直しや障害児、重症心身障害児

者、発達障害者支援のさらなる充実並びに適正化等を踏まえた施

策の推進及び次期報酬改定に向けての基礎資料の収集、障害者虐

待防止法等の実施に係る行政的課題等に関する研究を推進する

ことで、障害者の社会参加を促し、地域における生活を支援する

体制整備等に関する成果を出すことが必要不可欠となっている。 

○精神障害分野 

重症の精神疾患で通院困難な患者に対し、地域において継続的

に医療、保健、福祉等のサービスを包括的に提供することにより、
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再入院を防ぎ、地域生活を実現できることが期待されており、地

域精神科医療の全国的な普及を目指すために、実証研究を行うこ

とが必要不可欠である。 

（２）効率性の 

観点から 

○身体・知的等障害分野 

身体及び知的障害の分野について総合的に推進しており、政策

提言に繋がる有用性の高い研究事業を優先的に採択することに

より、効率的な運用を図っている。 

○精神障害分野 

本研究は、精神医療分野の専門病院や研究所に所属している研

究者による研究を想定しており、効率的な運用が可能である。 

（３）有効性の 

観点から 

○身体・知的等障害分野 

障害全般に関する適切な社会復帰支援、地域においてきめ細や

かな居宅・施設サービス等を提供できる体制づくり、障害の正し

い理解と社会参加の促進方策等、障害者の総合的な保健福祉施策

に関する政策提言を行うことで、障害者の共生社会の実現と社会

的障壁の除去に繋がることから、社会的に大変重要な意義があ

る。 

○精神障害分野 

地域精神科医療モデルの開発を進め、「地域生活中心の精神科医

療」実現のため、包括的な地域精神科医療の普及を図ることで精

神疾患を抱える患者の入院中心ではない、地域生活の充実に寄与

できる。 

（４）総合評価 ○ 本事業による障害者の総合的な保健福祉施策に関する政策提

言が行われることで、障害者の共生社会の実現と社会的障壁の

除去に繋がることが期待される。 

○ 精神疾患に関する治療法の開発・普及等を図り、精神医療の

全体の質の向上を図ることが期待される。近年問題となってい

る自殺対策等への研究が進めば、社会全体への貢献になりう

る。 

○ 今後は、障害者総合支援法施行後３年目の見直し、障害児支

援の在り方に関する検討会での提言の実現、精神保健福祉法の

改正など障害保健福祉施策の見直しが進んでおり、それらに基

づく制度の効果的、効率的な施行のために必要な調査研究の充

実に取り組んでいく必要がある。 
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１．研究事業の基本情報 

分野名 「Ⅲ．疾病・障害対策研究分野」 

研究事業名 
新興・再興感染症及び予防接種政策推進研

究事業 

主管部局（課室） 厚生労働省健康局結核感染症課 

関係部局 厚生労働省健康局結核感染症課単独事業 

 

２．これまでの研究事業の予算、課題採択の状況 

 予算額（単位：千円） 申請件数（件） 採択件数（件） 

平成 25 年度 2,135,877 131 81 

平成 26 年度 319,310 36 20 

平成 27 年度 293,435 25 20 

※平成 25 年度は日本医療研究開発機構の対象経費及び対象外経費の合算になって

いる。 

※予算額は推進事業の経費を含む（厚生労働省が実施する研究事業のみ）。 

※研究事業の実態に合わせるため、当初予算に加えて、振替額及びそれを基に公募・

採択した課題を含めて記載。 

 

３．研究事業の概要 

（１）感染症対策の現状と課題 

感染症及び予防接種行政の課題は、 

① 海外からの侵入が危惧される感染症及び国内で発生が見られる感染症に

ついての全般的及び個別的な対策の推進 

② 予防接種施策の推進、 

等がある。これらの課題に対して、国内外の新興・再興感染症に関する研究を

推進すること、及び予防接種を含む行政施策の科学的根拠を得るために必要な研

究を行うことにより、その時々に問題となる感染症及び予防接種に関する行政課

題に対応している。 

（２）行政施策と研究事業の関係 

本研究事業と行政施策との関係は（１）～（４）に掲げるとおりであり、感

染症対策領域における施策の見直しや制度設計、政策の立案・実行等に資する

研究を行っている。 

（１）新興・再興感染症の全般的対策の推進 
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○ 感染法に基づき、感染症に対する有効かつ的確な対策を図り、多様な感

染症の発生・拡大を防止することを目的として、平成 11 年から感染症サー

ベイランス事業を行っている。 

○ 感染症の全般的対策の基盤としてサーベイランスによって得られる情報

及びその効率かつ効果的な収集方法は重要であるところ、それらの質の改

善や集められたデータの利用促進に資する研究を継続的に行う必要があ

る。 

（２）個別の感染症対策の推進 

  ○ 感染症法に基づいて、特に総合的な対策を行う必要がある感染症につい

ては特定感染症予防指針を策定しているところ、これに基づく感染症対策

の推進に資する研究を行う必要がある。 

  ○ 海外からの侵入が危惧される感染症に対して迅速かつ正確な診断法を含

めた適切な体制をあらかじめ構築する必要があるところ、鳥インフルエン

ザ等の新興感染症に対する全国の地方衛生研究所での診断検査の精度管理

を行うなど、検査体制の評価・向上に資する研究を行う必要がある。 

（３）予防接種施策の推進 

  ○ 平成 26 年 4 月に予防接種基本計画が策定され、優先的に開発及び定期接

種化を検討すべきワクチンが公表された。これに伴い、優先度の高いワク

チン等の費用対効果に関する研究を実施し、予防接種政策の促進を図る必

要がある。 

  ○ 予防接種に関する政策の立案を行う上では、既存のワクチンや新たなワ

クチンに関して、分析疫学研究等により、その有効性・安全性等を評価す

る研究を行う必要がある。 

 

（３）研究事業の方向性 

本事業は、国内外で発生する新興・再興感染症に関する研究を推進し、これらの

感染症から国民の健康を守るために必要な、予防接種を含む行政施策の科学的根

拠を得るために必要な研究を行い、その時々に問題となる感染症に関する行政課

題を解決することを目的とする。 

例えば、現行の感染症対策を評価し課題を抽出する研究、感染症（患者及び病原

体）サーベイランス体制の維持やさらなる充実のための研究、特定感染症予防指

針の改正を行うための基礎となる研究、国内で経験することの少ない感染症に対

する診療の質の向上や標準化に資する研究、予防接種に関する政策決定を行うた

めの基礎となるデータを得る研究等の、国民の健康を守るために重要な研究を今

後とも行っていく。 

 

○3 年後に達成する目標・成果 
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・ポリオ根絶後のポリオウイルスの封じ込めに向けた、世界保健機関の行動計画

の具体化に資する知見の集積。 

 

○5 年後に達成する目標・成果 

・風しんに関する特定感染症予防指針に定められた、風しんの排除の達成。 

・結核の低蔓延国化。 

（４）研究事業の成果の政策等への活用（公的研究としての意義） 

○直接的な利用 

 感染症のサーベイランスシステムの評価・改善や、集められたデータの

自治体等の関係者へのフィードパック等、感染症対策の推進のために利用

する予定である。 

    病原体についてのサーベイランスの質を担保するための、検査の精度管

理を行うために利用する予定である。 

   

○間接的な利用 

 既存のワクチンや新たなワクチンに関して、分析疫学研究等により、そ

の有効性・安全性等についての知見を、予防接種に関する政策の立案を行

う上での基礎的データとして利用する。 

 

（５）実用化に向けた取り組み 

 

 

４．研究事業と各戦略等との関係 

「健康・医療戦略」との関係 なし 

「医療分野研究開発推進計画」との関係 なし 

「保健医療 2035」との関係 なし 

「厚生労働行政の推進に資する研究に関する委員

会報告書」との関係 

なし 

 

 

５．研究事業と関係省庁の研究事業等との関係 

文部科学省・経済産業省、及び

他の省庁の研究事業等との関

係 

 

厚生労働省が実施する研究事

業との関係 

 

ＡＭＥＤが実施する研究事業 本研究事業は、AMED が実施する研究事業と相俟っ
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との関係 て、感染症対策領域における施策の見直しや制度

設計、政策の立案・実行等に繋げている。 

 

６．平成 28 年度の研究事業の方針 

（１）推進分野（※） 

設定する

推進分野 

予防接種を含む感染症に関する行政施策の科学的根拠を得るため

に必要な研究を推進する。平成 28 年度は、感染症患者サーベイラン

ス、病原体サーベイランスに関する研究、病原体封じ込めに関する研

究等を含む。 

設定した

理由 

感染症及び予防接種行政の課題として、①海外からの侵入が危惧さ

れる感染症及び国内で発生が見られる感染症についての全般的及び

個別的な対策の推進、②予防接種施策の推進等がある。これらの行政

課題に対応する上で必要な科学的知見を得るために、研究を推進す

る。特に、感染症に関する行政施策を推進する上で、感染症患者サー

ベイランス、病原体サーベイランス等は根幹となるものであり、これ

らに資する研究は継続的に推進すべきである。 

また、ポリオウイルスに関する病原体封じ込めについては、世界保

健機関が主導して取組が始まったところであり、これに資する研究は

新たに推進すべき研究領域と言える。 

期待され

る成果 

予防接種を含む感染症に関する行政施策の科学的根拠の集積。 

（２）継続的に推進すべき研究領域 

予防接種を含む感染症に関する行政施策の科学的根拠を得るために必要な研究。 

（例） 

○ 感染症のサーベイランスシステムの評価・改善や、集められたデータの利用

促進に関する研究 

・感染症サーベイランスは、感染症対策を行う上で非常に重要であり、システム

そのものの評価・改善を継続的に行う必要がある。 

 

○ 実験室診断検査体制に関する研究 

・わが国は、平成 26 年度末に麻しんの排除を達成したものの、引き続き排除維持

のための報告書を世界保健機関に提出する必要がある。また、風しんに関しても、

平成 32 年までの排除を目標としている。これらを達成するためには、実験室診断

体制の維持・向上に関する研究を継続的に行う必要がある。 

 

（３）今後新たに推進すべき研究領域 

○薬剤耐性菌対策に資する研究 
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○バイオセキュリティーの機能の確保・向上に資する研究 

○子宮頸がんワクチンの副反応の病態解明・診療体制の充実に関する研究 

 

※「研究助成の改善等に向けた基本的な方向性」（平成 22 年 7 月 29 日厚生労働省

の研究助成等のあり方に関する省内検討会）において、各研究事業のメリハリの

ある配分を行う観点から、当該年度で特に重視し配分する研究分野（事前評価に

おいても考慮）をいう。 

 

７．研究事業の評価 

（１）必要性の 

観点から 

感染症法の改正により、都道府県等による検査体制の機能強化

が盛り込まれたことを踏まえ、検査方法の標準化、国内の病原体

サーベイランスに資する機能的なラボラトリーネットワークの

強化に関する研究を実施し、感染症の情報収集体制の強化を促進

する必要がある。 

平成 26 年４月に予防接種基本計画が策定され、優先的に開発

すべきワクチンが設定されたことに鑑み、優先度の高いワクチン

等の費用対効果に関する研究を引き続き実施する必要がある。ま

た、予防接種に関する政府の立案を行う上では、既存のワクチン

や新たなワクチンに関して、分析疫学研究等により、その有効

性・安全性等を評価する研究を行う必要がある。 

（２）効率性の 

観点から 

感染症対策は危機管理的な要素があるため、必ずしも効率性が

高いとは言えない部分があるが、研究成果が効率よく行政に反映

されるよう常に行政と研究者間の連携を図っている。 

（３）有効性の 

観点から 

近年大きな課題となっている新型インフルエンザに関する研

究をはじめ、狂犬病等の再興感染症に関する研究など幅広い分野

に関して、病態解明、予防、治療法の開発のみならず、行政が行

う対策に資する課題など、幅広く研究が推進されてきた。 

ワクチンギャップの解消に向けて予防接種法等が改正された

が、ワクチンの安全性について、緊急に専門家による審議を必要

とする事例が相次いでいる。予防接種の費用対効果や副反応の疫

学的解析に関する研究を実施することは、予防接種行政の円滑な

推進に資するものである。 

（４）総合評価 本事業は、国内外の新興・再興感染症に関する研究を推進し、

これらの感染症から国民の健康を守るために必要な行政対応の

科学的根拠を得るために非常に重要な研究事業である。 
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１．研究事業の基本情報 

分野名 

プロジェクト名 

「Ⅲ．疾病・障害対策研究分野」 

研究事業名 
エイズ対策政策研究事業 

主管部局（課室） 厚生労働省健康局疾病対策課 

※H27 年度中、組織再編により厚生労働省健康局疾病対策課よ

り同結核感染症課となる予定 

関係部局 同上 

 

２．これまでの研究事業の予算、課題採択の状況 

 予算額（単位：千円） 申請件数（件） 採択件数（件） 

平成 25 年度 1,328,338 59 36 

平成 26 年度 669,943 25 19 

平成 27 年度 615,106 25 19 

※平成 25 年度は日本医療研究開発機構の対象経費及び対象外経費の合算になって

いる。 

※予算額は推進事業の経費を含む（厚生労働省が実施する研究事業のみ）。 

 

３．研究事業の概要 

（１）エイズ対策研究事業の現状と課題 

エイズ行政の課題としては 

①原因の究明、発生の予防及びまん延の防止 

②普及啓発 

③医療の提供 

があり、本研究事業ではこれらの行政課題に対する研究を行う（治療法等の実用

化研究を除く）。 

（２）行政施策と研究事業の関係 

（１）の行政課題を解決するために、以下の研究を推進する必要がある。 

①「後天性免疫不全症候群に関する特定感染症予防指針」改正に資する研究 

 現在の日本のエイズ対策の拠り所となっているのは、「感染症の予防及び感染

症の患者に対する医療に関する法律」に基づいて策定される「後天性免疫不全

症候群に関する特定感染症予防指針」である。５年を目途に改正が行われ、そ

の改正に資する科学的根拠を与える研究は、日本のエイズ対策を展開する上で

必要である。 

②和解の趣旨を踏まえた研究 
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 血液製剤による HIV 感染被害者（HIV 訴訟原告団）に対し、和解の趣旨を踏まえ

た取組が行われることは重要であり、HIV、HCV 感染を合併する血友病患者への

医学的な対応について行政的対応が迫られた場合、これを適切に行うための調

査研究等は必要である。 

上記の研究から得られる知見を、エイズ対策領域における施策の見直しや制度設

計、政策立案・実行に繋げる。 

（３）研究事業の方向性 

平成２５年の日本の新規 HIV 感染者数・エイズ発症者数は過去最多を記録した。

今後のエイズ対策を効果的に推進するため、エイズ行政の課題を解決するための

研究を引き続き進める。具体的には、後天性免疫不全症候群に関する特定感染症

予防指針の改正を行うための政策提言を得るための研究を進める。また、国内外

で得られた知見を取りまとめ、各種ガイドライン改正を行う。また、血液製剤に

よるＨＩＶ感染被害者に関する調査研究としては、ＨＩＶ／ＨＣＶ重複感染対策

に関する調査研究等の研究を進める。 

 

○3 年以内に達成する目標・成果 

・HIV 治療ガイドラインの作成 

・HIV 感染者の透析ガイドラインの作成 

・後天性免疫不全症候群に関する特定感染症予防指針の改正（H29 を目途） 

○5 年後に達成する目標・成果 

・HIV・HCV 重複感染を有する血友病患者の肝移植マニュアル作成 

○10 年後に達成する目標・成果 

・後天性免疫不全症候群に関する特定感染症予防指針の改正（H34 を目途） 

 

（４）研究事業の成果の政策等への活用（公的研究としての意義） 

○直接的な利用 

本研究事業により得られた知見を、今後の「後天性免疫不全症候群に関する特

定感染症予防指針」改正に向けた基礎資料作成や各種通知・ガイドラインに活用

する。 

○間接的な利用 

エイズ対策を検討する過程等における参考として MSM（Men Who have sex with 

Men）や日本の HIV/エイズ動向の現状等、各研究データを背景データとして今後の

政策立案に間接的に活用する。 

○波及効果等 

本研究事業で得られた成果は、民間等で利活用される可能性がある。 

（５）実用化に向けた取り組み 

HIV 感染者、個別施策層、臨床医等の社会的ニーズを網羅的に把握し、課題を明ら
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かにした上で、効果的な介入法の開発などを進める。 

 

４．研究事業と各戦略等との関係 

「健康・医療

戦略」との関

係 

【２．-(１)-１)-】 

○「循環型研究開発」の推進とオープンイノベーションの実現 

「医療分野

研究開発推

進計画」との

関係 

【I-１．-（１）-②-】国民・社会の期待に応える医療の実現、 

【Ⅱ-２．-（２）-】その他の健康・医療戦略の推進に必要となる

研究開発 

「保健医療

2035」との関

係 

 

【４-（３）】「グローバル・ヘルス・リーダー～日本が世界の保健

医療を牽引する～」 

【６-（３）】②日本がグローバルなルールメイキングを主導する 

【７-（１）】イノベーション環境 

「厚生労働

行政の推進

に資する研

究に関する

委員会報告

書」との関係 

【第１-13】エイズ対策政策研究事業 

 

 

５．研究事業と関係省庁の研究事業等との関係 

文部科学

省・経済産業

省、及び他の

省庁の研究

事業等との

関係 

該当なし 

 

厚生労働省

が実施する

研究事業と

の関係 

厚生労働省内においては、感染症関連の研究事業において、重複が

ないように調整した上で公募課題の選定を行う。 

 

 

ＡＭＥＤが

実施する研

究事業との

関係 

エイズ行政の課題を解決する研究のうち、ＨＩＶ感染症を対象とし

た診断法・治療法・予防法の開発に関わるものは AMED 対象分の研究

事業となる。 
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６．平成 28 年度の研究事業の方針 

（１）推進分野（※） 

設定する

推進分野 

「後天性免疫不全症候群に関する特定感染症予防指針」改正に資する

研究のうち、個別施策層（MSM：Men who have sex with men、外国人、

青少年、薬物乱用者、性風俗産業従事者等）に関する研究 

設定した

理由 

近年、新規 HIV 感染およびエイズ発症報告の過半数を個別施策層が占

めている。これらの集団に対しては、人権や社会的背景に最大限配慮

したきめ細かく効果的な施策を追加的に実施することが重要である

ことが「後天性免疫不全症候群に関する特定感染症予防指針」の中で

も謳われているが、偏見や差別が存在する社会的背景等から未だ十分

な実態把握や効果的な介入法の確立に至っておらず、今後の政策立案

等を念頭にエビデンスの集積が必要な分野であるため、研究の推進が

極めて重要な領域である。 

期待され

る成果 

・ 個別施策層における基礎データの集積と共に、効果的な介入法の

開発が期待される。また、それらの知見は「後天性免疫不全症候

群に関する特定感染症予防指針」改正に反映される。 

・ 新規 HIV 感染の過半数を占める個別施策層の実態を評価し、各集

団への有効なアプローチ法が開発されることは、日本のエイズ対

策をより効果的に行う上で大きな意義がある。 

（２）継続的に推進すべき研究領域 

①「後天性免疫不全症候群に関する特定感染症予防指針」改正に資する研究 

A.サーベイランスの向上に関する研究 

 ・これまで、法定報告に基づくエイズ発生動向の分析を補完する疫学研究が行

われ、国内の母子感染の疫学的調査、国内外のエイズ発生動向調査が行われ

てきた。また、国内の推定 HIV 感染者数の算出に関する研究が進行中である。 

 ・今後のエイズ対策を展開する上で、法定報告のみでは得られない国内外のエ

イズ動向を解析する疫学研究は重要であり必要である。 

B.個別施策層に関する研究 

・個別施策層に関する研究においては、MSM、青少年、薬物乱用者、外国人につ

いて、アンケート調査、インタビュー等に基づく実態把握調査、介入手法の

開発等が行われた。 

 ・今後、実態把握調査に加え、NGO との連携による啓発とその効果測定、教育現

場との連携による青少年への支援等により、個別施策層への効果的なエイズ

対策の在り方についての検討が引き続き必要である。 

C.エイズ対策研究の企画と評価に関する研究 

・エイズ対策研究の企画と評価に関する研究では、研究計画ヒアリング会及び
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研究成果報告会を開催し、エイズ対策研究事業の研究課題全課題を対象に進

捗管理を実施した。 

・今後も引き続き、エイズ研究の適正化や効率性を図るため、研究班間の連携

や成果の共有についての在り方の検討は必要である。 

 

②薬害エイズの和解の趣旨を踏まえた研究 

・これまで、医療体制や長期療養の整備への検討、抗 HIV 治療ガイドラインの策

定を行った。また HCV 重複感染例においては、HCV 単独感染よりも医学的緊急性

が高いことが明らかにされ、日本脳死肝移植適応評価委員会において病状分類

に応じた医学的緊急度の点数引き上げがなされた。 

・HIV、HCV 感染を合併する血友病患者への医学的対応の必要性を踏まえ、今後も、

引き続き調査研究を必要とする。 

（３）今後新たに推進すべき研究領域 

○「後天性免疫不全症候群に関する特定感染症予防指針」改正に資する研究のう

ち、HIV 検査の促進に関する研究 

・ HIV 感染の早期発見及び早期治療は、個人の生命予後と社会の蔓延防止という

2 つの側面から重要である。保健所等で行われる無料・匿名の HIV 検査につい

て、その精度管理や検査結果に基づく診断のためのガイドライン作成は喫緊の

課題となっている。また、検査普及のため、持続可能で効果的な HIV 検査促進

手法の開発が必要である。 

求められる成果は、保健所等における HIV 検査の質的評価、診断ガイドラインの

作成、HIV 検査促進の為の介入法の開発とその評価等である。 

※「研究助成の改善等に向けた基本的な方向性」（平成 22 年 7 月 29 日厚生労働省

の研究助成等のあり方に関する省内検討会）において、各研究事業のメリハリの

ある配分を行う観点から、当該年度で特に重視し配分する研究分野（事前評価に

おいても考慮）をいう。 

 

７．研究事業の評価 

（１）必要性の 

観点から 

現在の日本のエイズ対策の拠り所となっているのは、「感染症

の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」に基づいて

策定される「後天性免疫不全症候群に関する特定感染症予防指

針」である。５年を目途に改正が行われ、その改正に資する科学

的根拠を与える本研究事業の成果は、日本のエイズ対策を展開す

る上で必要であり、政策立案・実施に貢献するものである。また、

血液製剤による HIV 感染被害者（HIV 訴訟原告団）に対し、和解

の趣旨を踏まえた取組が行われることは重要であり、HIV、HCV

感染を合併する血友病患者への医学的・行政的対応を適切に行う
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ための調査研究等の成果は必要性が高いものである。 

（２）効率性の 

観点から 

研究班でのヒアリング会、成果発表会の開催に加え、評価委員

会での第三者からの評価により、研究計画の適正化が行われると

ともに、研究班間の連携を図ることにより、相互に関連する研究

内容については効率化が図られている。 

（３）有効性の 

観点から 

現在までに、本研究事業により、予防指針改正のための基礎デ

ータの蓄積、HIV 感染被害者の実態調査及びニーズの把握、世界

初の革新的医薬品開発等、各種の行政課題への対応に資する研究

成果を得た。また、日本のエイズ医療の標準化や質の向上、陽性

者支援の充実化、若手研究者の育成にも貢献した。今後も引き続

き取組を充実させる必要がある。 

（４）総合評価 本研究事業の実施は、よりきめ細やかで効果的なエイズ対策の

推進、ひいては健康長寿社会の実現に繋がる。また各種行政課題

への対応という点でも重要性が高く、今後も引き続き本事業を推

進する必要がある。 
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１．研究事業の基本情報 

分野名 厚生労働省 「Ⅲ．疾病・障害対策研究分野」 

研究事業名 
肝炎等克服政策研究事業 

主管部局（課室） 厚生労働省健康局疾病対策課肝炎対策推進室 

関係部局  

 

２．これまでの研究事業の予算、課題採択の状況 

 予算額（単位：千円） 申請件数（件） 採択件数（件） 

平成 25 年度 270,000 8 8 

平成 26 年度 271,571 12 9 

平成 27 年度 217,256 8 8 

※平成 25 年度は日本医療研究開発機構の対象経費及び対象外経費の合算になって

いる。 

※予算額は推進事業の経費を含む（厚生労働省が実施する研究事業のみ）。 

 

３．研究事業の概要 

（１）肝炎対策の現状と課題 

肝炎対策を総合的に推進するための基本となる事項については、 

① 肝炎予防のための施策 

② 肝炎検査の実施体制及び検査能力の向上 

③ 肝炎医療を提供する体制の確保 

④ 肝炎の予防及び肝炎医療に関する人材の育成 

⑤ 肝炎に関する調査及び研究 

⑥ 肝炎医療のための医薬品の研究開発の推進 

⑦ 肝炎に関する啓発及び知識の普及並びに肝炎患者の人権の尊重 

⑧ その他肝炎対策の推進に関する重要事項 

等がある。本研究事業はこれらの行政課題を解決するための研究である（治療法

等の実用化研究を除く）。その時々の行政課題に対応して、研究課題も推移する。

これらの課題に対して、今後も肝炎に関する疫学・行政研究等を進め、引き続き、

肝炎対策を総合的に推進するための医療体制・社会基盤整備に必要な研究を行う 

（２）行政施策と研究事業の関係 

（１）の行政課題を解決するために、以下の研究を推進する必要がある。 

国内最大級の感染症である肝炎の克服に向けて、全国規模の感染者数・患者数の

実態、長期経過、予後調査、その医療経済評価等の、肝炎総合対策を展開するた

めの科学的根拠を与える研究は必須。さらに、肝炎対策基本指針と肝炎研究 10 カ
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年戦略の中間評価を見据えた施策への反映に資する研究を求めるもの。 

 ①肝炎総合対策に関する研究 

 肝炎対策の推進に資する行政政策について、普及啓発、検査の促進、フォロー     

 アップを効率的に行うためのシステム構築、診療連携・相談支援の更なる推進   

 と均てん化、及び職域における配慮・支援の拡充等の社会基盤の整備に向けた  

 研究の推進が必要。 

 ②肝炎対策の推進、評価に関する研究 

 「肝炎対策の推進に関する基本的な指針」に基づいて策定された「肝炎研究 10  

 カ年戦略」に沿って、「ウイルス性肝炎に関する全国規模のデータベース構築  

 と、それを用いた肝炎医療の水準の向上に資する研究」、「地域における肝炎  

 診療連携の推進等、肝炎検査医療体制の整備に資する研究」、「肝炎ウイルス  

 検査の実態把握と今後の在り方に関する研究」、「職域における肝炎患者等に 

 対する望ましい配慮の在り方に関する研究」、「肝炎患者等に対する偏見や差  

 別の実態を把握し、被害を防止するための研究」、「新規開発も含めたＢ型肝 

 炎ワクチンの在り方に関する研究」等を推進する必要がある。 

（３）研究事業の方向性 

 肝炎対策基本法に基づいて策定された肝炎対策基本指針において、国は肝炎対

策を総合的に推進するための基盤となる肝炎研究等を推進することとされてい

る。本研究事業では、国民の健康を保持する上での重要な課題である肝炎対策を

総合的に推進するための行政研究及び疫学研究、すなわち、感染予防や偏見・差

別の防止、医療体制等に関する研究、感染者数等の実態を明確にするための研究、

ウイルス性肝疾患に係る対策の医療経済評価に関する研究等を引き続き推進す

る。 

（４）研究事業の成果の政策等への活用（公的研究としての意義） 

○直接的な利用 

・肝炎ウイルス感染患者の肝硬変、肝がんへの進展予防及び肝炎ウイルスの感染  

 防止ひいては国民の健康の保持、増進を図る。 

・肝炎総合対策の推進に関する政策目標の評価・見直しへの反映に利用する予定。 

・肝炎対策における政策上の問題点の把握と改善点を把握し、肝炎の克服に向け  

 た医療体制、社会基盤の整備を推進する。 

 

○間接的な利用 

肝炎総合対策の５本柱である医療費助成、肝炎検査、普及啓発、診療体制の整備、

研究事業の在り方を検討する過程等における参考として得られたデータや成果等

を活用する予定である。 

 

○波及効果等 
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これまでの施策の効果を示すデータを社会や臨床現場、行政等へ還元し、現状に

おける問題点の検証と今後の施策への反映 

（５）実用化に向けた取り組み 

・患者、臨床医、社会、経済、行政等のニーズを網羅的に把握した上で、施策を

展開していく。 

 

４．研究事業と各戦略等との関係 

「健康・医療

戦略」との関

係 

【２．-（１）-１】 

環境や遺伝的背景といったエビデンスに基づく医療を実現す 

るため、その基盤整備や情報技術の発展に向けた検討を進める。 

【２．-（１）-５）】 

国民全体の健康や病気に関する理解力（リテラシー）の底上げ 

にも努める。 

「医療分野

研究開発推

進計画」との

関係 

【Ⅱ．-２．-（２）】 

○その他の健康・医療戦略の推進に必要となる研究開発 

（前略）、肝炎など多岐にわたる疾患等に対し、患者や社会のニ 

ーズ、医療上及び経済上のニーズをも十分に意識しつつ、先制医 

療や新たな医薬品や診断・治療方法の開発、医療機器等の開発を 

推進する。 

「保健医療

2035」との関

係 

 

【５．】政策評価を有効に機能させるためには、根拠となる医療・介

護のデータを体系的に収集する体制、現場のニーズに基づいた実証

的分析を行う人材、得られた観点に基づいて制度改正や施策立案の

アクションを行う機能などが必要となる。 

 

「厚生労働

行政の推進

に資する研

究に関する

委員会報告

書」との関係 

【第１-】14．肝炎等克服政策研究事業 

 

 

５．研究事業と関係省庁の研究事業等との関係 

文部科学

省・経済産業

省、及び他の

省庁の研究

事業等との

関係 

 厚生労働省内では、感染症関連の３研究事業（エイズ、新興・再

興、肝炎）において、重複無きよう調整した上で、公募課題の効率

的な選定を行っている。 

 引き続き、国立感染症研究所とも行政ニーズや研究の方向性等に

ついて情報交換を図りながら、得られた成果を厚労行政に反映でき

る研究課題の設定等を推進する。 

ＡＭＥＤが  AMED が実施する｢肝炎等克服実用化研究事業｣は、肝炎に関する基
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実施する研

究事業との

関係 

礎研究・臨床研究・創薬研究等の実用化に連関する研究を実施して

いる。本研究事業は、AMED が実施する研究を補完、協働しながら、

肝炎総合対策の推進に資する疫学・行政研究を行うものである。 

 

 

７．平成 28 年度の研究事業の方針 

（１）推進分野（※） 

設定する

推進分野 

・肝炎総合対策に関する研究（継続） 

 

設定した

理由 

 B 型・C 型肝炎ウイルスに現在感染している者は、全国で合計約 300

～370 万人と推定されており、国内最大級の感染症である。平成 22 

年１月に肝炎対策基本法（平成 21 年法律第 97 号）が施行され、同

法において策定することとなっている肝炎対策の推進に関する基本

的な指針が平成 23 年５月に告示された。同指針において国は、肝炎

医療の水準の向上等に向けて、肝炎に関する基礎、臨床研究に加えて

疫学・行政研究等を総合的に推進する必要があるとされている。さら

に、平成 24 年度を初年度とする肝炎研究 10 カ年戦略に基づいて、研

究事業を推進してきたところである。本研究事業は、国民の健康面で

の安心・安全の実現のために重要であり、肝炎に関する疫学・行政研

究等を総合的に進めてきた。 

 これらの指針及び戦略の中間評価・検討・見直しを迎えることから、

平成 28 年度は、これまで以上に肝炎総合対策の推進に関する研究事

業を推進していくものである。 

期待され

る成果 

科学的根拠を与えられた肝炎対策基本指針、肝炎研究 10 カ年戦略の

中間評価・検討・見直しを通じて、現状における課題の検証と今後の

対策方針、政策への反映が期待される。 

（２）継続的に推進すべき研究領域 

①肝炎ウイルス感染状況等の実態把握に関する研究 

・C 型肝炎のキャリア数、患者数を把握する上で重要なデータが刷新、解析され、  

 肝炎対策推進協議会で報告された。 

・今後もこれらの統計データの集計、解析を継続的に行い、施策に適宜反映して  

 いく予定である。 

②肝炎ウイルス検査態勢の整備と受検勧奨に関する研究 

・肝炎患者の掘り起こし、受診、受療への包括的な体制整備に産官学連携で取り  

 組んでいるところ。 

・今後は、これらの研究成果の有用性や実効性、課題等を検証しながら、適宜施  

 策への反映を検討していく予定である。 
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③感染予防や偏見・差別の防止に関する研究 

・「保健所等における肝炎ウイルス検査相談マニュアル」、「日常生活の場でウ  

 イルス肝炎の伝播を防止するためのガイドライン」、「保育の場において血液 

 を介して感染する病気を防止するためのガイドライン」、「高齢者施設におけ  

 る肝炎対策のガイドライン」を作成した。 

・科学的根拠に基づいた正しい知識の普及啓発を推進し、偏見・差別の防止につ 

 ながる研究を引き続き継続する必要がある。 

④肝炎等克服政策研究事業の評価等に関する研究 

・これまで、肝炎研究 10 カ年戦略で定める肝炎の中核的機関である国立感染症研

究所において、評価支援システムの構築、肝炎研究の企画・評価に必要な情報収

集・調査の実施等により、研究事業全体の適切、円滑、効果的な取組みに資する

研究を行ってきた。 

・今後も引き続き肝炎等克服政策研究事業の適正、円滑、効果的な運用に資する

研究を継続する必要がある。 

 

（３）今後新たに推進すべき研究領域 

肝炎に係る情報提供に関する研究 

 ・肝炎対策基本指針及び肝炎研究 10 カ年戦略の５年後中間評価・検討・見直し、   

  画期的な C 型肝炎治療薬の登場等により、肝炎等を取り巻く環境は新たな局  

  面を迎えている。 

 ・求められる成果は、これらの指針、戦略の中間評価・検討・見直し及び実施  

  に係る科学的、多角的、網羅的な情報の収集・解析、評価、提言、実施等で  

  ある。得られた成果の情報提供の在り方も合わせて研究する必要がある。 

※「研究助成の改善等に向けた基本的な方向性」（平成 22 年 7 月 29 日厚生労働省

の研究助成等のあり方に関する省内検討会）において、各研究事業のメリハリの

ある配分を行う観点から、当該年度で特に重視し配分する研究分野（事前評価に

おいても考慮）をいう。 

 

７．研究事業の評価 

（１）必要性の 

観点から 

 肝炎対策に関する基本的な指針、肝炎研究 10 カ年戦略に則り、

肝炎に関する疫学・行政研究等を進め、今後も肝炎の克服に向け

た社会的基盤の整備につながる成果の獲得を目指す研究等を推

進していく必要がある。また、これらの指針及び戦略の中間評

価・検討・見直しをそれぞれ平成 27 年度及び 28 年度に迎えるこ

とから、平成 28 年度はこれまで以上に肝炎総合対策の推進に関

する研究事業を推進していく必要がある。 

（２）効率性の 各研究は、専門性をもった研究者で構成されており、研究事業
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観点から 内に課題の重複のチェックを行う一方で、関連する分野について

は、各研究班で合同班会議を開催する等、相互に連携を図りなが

ら行われており、疫学・行政研究等の成果から速やかな施策への

反映を目指している。また、継続課題は、年度毎に評価委員会で

中間評価を、終了課題は同委員会で事後評価を行い、進捗状況の

評価を行うとともに、研究成果を速やかに行政施策に反映させる

ことを目指している。 

（３）有効性の 

観点から 

 本事業の実施により、肝炎に関する大規模な疫学研究により本

邦における感染者数等が明らかにされているほか、肝炎の診療体

制や相談体制の整備などにより研究の成果が国民に還元されて

いる。また、これらの成果は肝炎対策推進協議会等で適宜報告さ

れ、国の肝炎対策の推進に大きく寄与している。 

（４）総合評価  肝炎は国内最大級の感染症であり、感染を放置すると肝硬変や

肝がんといった重篤な病態に進行する。本事業において、疫学・

行政研究等を総合的に推進し、肝炎の克服に向けた社会基盤の整

備を目指すことは、肝炎患者をはじめとした国民全体の健康長寿

社会の実現に極めて有用であり、引き続き研究の充実・強化に取

り組むべきである。 

 



 

 

135 
 

  

１．研究事業の基本情報 

分野名 

プロジェクト名 

厚生労働省 「Ⅳ.健康安全確保総合研究分野」 

研究事業名 
地域医療基盤開発推進研究事業 

主管部局（課室） 厚生労働省医政局総務課 

関係部局 厚生労働省医政局内各課室と調整しつつ運営 

 

 

２．これまでの研究事業の予算、課題採択の状況 

 予算額（単位：千円） 申請件数（件） 採択件数（件） 

平成 25 年度 409,376 101 70 

平成 26 年度 272,175 111 54 

平成 27 年度 272,175 69 52 

※平成 25 年度は日本医療研究開発機構の対象経費及び対象外経費の合算になって

いる。 

※予算額は推進事業の経費を含む（厚生労働省が実施する研究事業のみ）。 

 

３．研究事業の概要 

（１）医療政策の現状と課題 

少子高齢化等時代が変化する中、豊かで安心できる国民生活を実現するための医

療政策において、 

①医療提供体制の構築・整備 

②良質な医療の提供（ＥＢＭ、ＩＴの推進、医療安全） 

③医療人材の育成・確保 

④大規模災害時の医療確保 

といった課題がある。 

 

これらの行政課題を解決し、高度急性期から在宅医療まで、患者の状態に応じた 

適切な医療を地域において効果的かつ効率的に提供する体制を整備し、患者がで 

きるだけ早く社会に復帰し、地域で継続して生活を送れるようにする体制の構築 

を目指す。 

（２）行政施策と研究事業の関係 

本研究事業と行政施策との関係は（１）～（３）に掲げるとおりである。医療政 

策領域における施策の見直しや制度設計、政策の立案・実行等に繋げている。 

（１）良質な医療を提供する体制の構築 
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  ○ 健康長寿社会の実現に向け、医療の質の向上を目指すため、新たな医学・

医療技術や情報通信技術などを活用し、適切な ICT の拡充に資する研究は

必須である。 

（２）医療人材の育成・確保 

  ○ 少子高齢化に対応した活力あふれる社会の実現に向け、医療人材の育

成・確保のため、適切な医療の需給予測などの研究は必須である。 

（３）医療政策の推進、評価に関する研究 

  ○ 豊かで安心できる国民生活を実現するため、効果的かつ効率的な医療提

供体制を構築し、地域医療構想の策定や地域包括ケアを推進するための研

究は必須である。 

（３）研究事業の方向性 

・本事業においては、社会保障制度改革にともなう病院・病床機能の分化、地域

間・診療科間の偏在の是正、チーム医療の推進、専門医のあり方、医療人材の

育成・確保、医療の安全の確保等の医療政策を検討するための基礎資料となる

成果が得られている。 

・また、大規模災害時の医療提供体制の確保・再構築に関する研究の推進により、

救命率の向上、災害に関連する疾患の減少が期待されるものと考えられる。 

・少子高齢化の進展や医療ニーズの多様化・高度化により、医療を取り巻く環境

が大きく変化している中、豊かで安心できる国民生活を実現するため、効率的

な医療提供体制の構築、医療の質の向上を目指し、新たな医学・医療技術や情

報通信技術等を活用することで、地域医療構想の策定や地域包括ケアシステム

構築を推進するための地域医療の基盤を確立する。 

（４）研究事業の成果の政策等への活用（公的研究としての意義） 

○直接的な利用 

（医療提供体制の構築・整備） 

○平成 30 年度からの第７次医療計画に向けた、各都道府県における地域医療構想 

の策定を支援するためのガイドライン等に反映する予定である。 

（良質な医療の提供） 

○情報技術の発展に伴う標準規格の策定・改定や、医療情報に関するガイドライ

ンの改定等に活用する予定である。 

○遠隔医療の安全性、有効性についてエビデンスが収集された場合には、評価に

ついての議論がされるよう検討を行う予定である。 

○輸液ポンプ、医用テレメーター、麻酔器、透析監視装置、人工心肺、人工呼吸

器等のガイドラインを策定し、医療機器に係る安全管理講習会等を通じて普及

を図る。 

（医療人材の育成・確保） 

○臨床研修における到達目標及び評価の在り方の見直しを受けて、具体的な指導
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の在り方にかかるガイドライン等の作成に利用する予定である。 

（大規模災害時の医療確保） 

○災害時に派遣された医療チーム等を適切にコントロールするための災害医療コ

ーディネート体制の標準化に係るガイドラインを策定する予定。 

○間接的な利用 

（医療提供体制の構築・整備） 

○医療計画をはじめとした、医療・介護関係の各種計画策定のための基礎資料と

して活用する予定である。 

○国や都道府県等の災害医療体制構築を検討する基礎データとして活用する予定

である。 

（良質な医療の提供） 

○患者や消費者にとって重要な医療関連の社会問題等について、情報提供するた

めのあり方を検討するための基礎資料として活用する予定である。 

○各医療情報連携ネットワークの調査や研究内容を踏まえ医療情報連携ネットワ

ークの普及方策として活用する予定である。 

○歯科医療機関における院内感染対策を検討する過程等における参考としての基

礎資料として活用する予定である。 

○医療機器の保守点検に関するガイドライン作成のための基礎資料とする予定で

ある。 

（医療人材の育成・確保） 

○医師需給推計の検討や医師国家試験改善検討部会における制度改善の検討及び

臨床研修における到達目標及び評価の在り方等の検討に資する基礎資料として

活用する予定である。 

○看護職員確保対策の検討、看護基礎教育に関する検討や特定行為研修の体制整

備及びその見直しのため検討のための基礎資料として活用する予定である。 

（大規模災害時の医療確保） 

○国や都道府県等の災害医療体制構築や首都直下地震等の大規模災害時における

具体的活動内容を検討するための基礎データとして活用する予定である。 

○波及効果等 

（医療提供体制の構築・整備） 

○医療計画等を策定する際に、データに基づいた検討を行うことで、関係者や住

民に対し、より具体性のある施策を実現することが期待される。 

（良質な医療の提供） 

○医療機関等の特性に応じた効果的な医療安全管理体制の整備が期待される 

○民間等で開発される電子カルテ等医療情報システムに標準的な規格が実装され

普及することが期待される。 

（医療人材の育成・確保） 
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○中小規模病院における効果的な看護職員研修が促進されることが期待される。 

（大規模災害時の医療確保） 

○大規模災害にのみならず、他の局地災害発生時の都道府県の防災計画、災害医

療体制の構築に活用されることが期待される。 

（５）実用化に向けた取り組み 

（医療提供体制の構築・整備） 

○各都道府県が地域医療構想や医療計画を円滑に策定するため、病床推計のため

のツールや在宅医療評価のためのハンドブックの作成や医療構想や医療介護連

携にかかる各都道府県の担当者を対象とした研修会の開催などを通じて、実効

性を高めることとしている。 

（良質な医療の提供） 

○より多くの関係者の意見を参考とするため、ホームページに医療機器の保守点

検に関するアンケートを組み込む。 

（医療人材の育成・確保） 

○医師需給の実態調査を検討する。 

○看護職員の資質向上のため、作成したモデルの現場での活用の可能性や対象の

絞り込みを行うなどを通じ、中小規模病院へのアウトリーチ型研修を推進する。 

 

４．研究事業と各戦略等との関係 

「健康・医療

戦略」との関

係 

【２．-（４）-１）-】 

○医療・介護・健康分野のデジタル基盤の構築 

○技術的な連携・調整 

・ 医療情報データベース基盤整備事業、国立大学病院間の災害対策 

のための医療情報システムデータのバックアップ事業、がん登録

データベース事業、歯科診療情報の標準化に関する実証事業、及

び学会等が行っているデータベース事業等について、デジタル基

盤構築に向けて、適切な ICT 拡充を図る。 

「医療分野

研究開発推

進計画」との

関係 

【Ⅱ-１．-（４）-】●データベースの機能整備・連携を含む医療・ 

介護・健康分野のデジタル基盤の構築 

「保健医療

２０３５」 

【６．-１-.ⅰ】②医療機関のサービスの費用対効果の改善や地域医

療において果たす機能の見直しなど、医療提供者の自律的努

力を積極的に支援する 

専門医制度と連携した症例データベースである National Clinical 

Database(NCD)をさらに普及させる。NCD は、詳細な臨床デー

タに基づくリスク分析、プロセス指標の提示による最善の診
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療の事前検討や、自施設診療科のパフォーマンスの検討と全

国平均との対比（ベンチマーキング）による治療成績の改善

を可能とするものである。このような「医療現場主導」の取

組を積極的に支援する。 

【７．-２-】情報基盤の整備と活用 

2035 年に向けて、NCD レベルのデータベースを全疾患を対象に構築

することや、DPC のデータベース、NDB、KDB 等の公的統計の質と量

の両面での充実を図る。 

【６.-３-】② 地域のデータとニーズに応じて保健・医療・介護サ

ービスを確保する 

都道府県は「医療資源のニーズと配置の適切性の検証」を進め

る観点から、保健医療関連の突合データを用いて患者の受診状況

等を把握・分析するとともに、医療機関は ICT を活用し臨床情報

を体系的に把握し、医療の質向上を図る。これにより、更なる病

床と病院機能の再編等を進める。 

・また、2050 年には、現在の居住地域の６割の地域で人口が半減、

うち２割が無居住化する趨勢を踏まえると、遠隔地でも必要なサ

ービスや見守り等ができる遠隔医療のための ICT 基盤や教育シ

ステムの整備を今から開始する。 

【７.-４-】次世代型の保健医療人材 

・今後、医師の配置、勤務体系の在り方を見直すとともに、技術進

歩の活用などにより、医師の業務が生産性の高い業務に集中でき

るようにすべきである。例えば、複数の疾患を有する患者を総合

的に診ること、予防、公衆衛生、コミュニケーション、マネージ

メントに関する能力を有する医師の養成や、国家試験のあり方、

医学部教育の見直し、チーム医療の更なる拡大、病院の専門医か

ら地域のかかりつけ医に転職時の再教育システムなどにより、医

師一人当たりの生産性を高めることが考えられる。 

・訪問看護について人材確保を進めることに加え、医療の高度化に

対応した業務を行うことができるよう、看護等の専門性を高

めるとともに、パラメディカルが行える業務の更なる拡大を

行う。 

「厚労行政

の推進に資

する研究に

関する委員

会報告書」と

【第１】15．地域医療基盤開発推進研究事業 
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の関係 

 

５．研究事業と関係省庁の研究事業等との関係 

文部科学省・経済産業省、及び他の省庁の研

究事業等との関係 

なし 

厚生労働省が実施する研究事業との関係  

ＡＭＥＤが実施する研究事業との関係 なし 

 

６．平成 28 年度の研究事業の方針 

（１）推進分野（※） 

設定する

推進分野 

①医療提供体制の構築・整備に関する研究 

②良質な医療の提供に関する研究 

③医療人材の育成・確保に関する研究 

設定した

理由 

少子高齢化など時代が変化する中、豊かで安心できる国民生活を実現

するため、効率的な医療提供体制の構築、医療の質の向上を目指し、

新たな医学・医療技術や情報通信技術などを活用し、地域医療の基盤

を確立する必要がある。 

期待され

る成果 

時代の変化に対応した医療提供体制の構築・整備や医療の質の向上・

標準化・効率化につながる。 

（２）継続的に推進すべき研究領域 

①医療提供体制の構築・整備に関する研究 

②良質な医療の提供に関する研究 

③医療人材の育成・確保に関する研究 

 

○平成 30 年度から次の第７次医療計画が施行される予定であり、各都道府県は、

地域医療構想の策定、地域介護総合確保基金等を利用した事業の展開に取り組

んでいる。在宅医療、医療安全、医師や看護師等医療従事者の確保や救急医療

体制などに係る諸問題について、各都道府県が取組み、地域包括ケアシステム

を実現するために、医療提供体制の構築・整備に関する研究、良質な医療の提

供に関する研究、医療人材の育成・確保に関する研究必要な研究を継続的に推

進することが必要である。 

（３）今後新たに推進すべき研究領域 

医療分野のデータベース構築については、日々の診療行為や治療結果などを全

国的に各領域毎に関係学会等が蓄積・分析・活用するデータベースの拡充は、「日

本再興戦略改訂 2015」（平成 27 年６月閣議決定）P149、P151 において、「医療

等分野においても、（略）国民が安心して医療・介護サービスを受けられるよう、

地域包括ケアシステムの充実・強化を図り患者の利便性を高める（略）などに資
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するように十分な情報セキュリティ対策を講じた上で ICT 化を強力に推進する。」

「国等が保有する医療等分野の関連データベースについて、患者データの長期追

跡及び各データベース間での患者データの連携を実現するための基盤整備を図

る」とされている。 

既に先駆的な外科系学会のデータベースだけでなく、世界に冠たる医療等分野

のデータベース構築に資するべく、我が国にとって重要な疾患領域に対象を広げ

るため、各団体が構築するデータベースについて、連携や効率的な運用のための

基盤を整備することが必要であり、H28 年度厚労科研において、その基盤整備に資

する新たな研究事業を行う必要がある。 

さらに、各種戦略に対応し、遠隔医療について、医療資源の有効活用等の観点

からも安全性・有効性に関するエビデンスを積極的に確立し推進していくため、

平成 28 年度より新たに遠隔モニタリング（在宅酸素療法及び CPAP 療法、心臓ペ

ースメーカー）に関しての有効性、安全性等に関する研究を実施する必要がある。 

また、ゲノム情報等を用いた医療の実用化に向けた体制等の構築においては、

例えば、遺伝学的検査等の実施に際して、その検査結果が示す意味を正確に理解

することが困難であったり、疾病の将来予測性に対してどのように対処すればよ

いかなど、本人及び家族等が大きな不安を持つことも考えられる。このため、現

場で対応する医療従事者が備えるべき知識や資質等について検討を行った上で、

必要な措置を具体的に検討することとされており、その検討に際しては、ゲノム

医療という新規の医療技術を受けるにあたり患者にとって必要な情報を精査する

ことも必要である。患者等にとって必要な医療関連情報及びその提供方法等につ

いて研究するため、「患者や国民に対する医療関連情報の提供に関する研究」を新

たに平成 28 年度から実施する必要がある。 

 

※「研究助成の改善等に向けた基本的な方向性」（平成 22 年 7 月 29 日厚生労働省

の研究助成等のあり方に関する省内検討会）において、各研究事業のメリハリの

ある配分を行う観点から、当該年度で特に重視し配分する研究分野（事前評価に

おいても考慮）をいう。 

 

７．研究事業の評価 

（１）必要性の 

観点から 

少子高齢化の進展に伴い、医療行政での喫緊の課題が発生してい

る中で、適切な医療を地域において効果的、かつ、効率的に提供

する体制を整備し、地域で継続して生活を送れるようにすること

を目指すための研究が必要である。 

（２）効率性の 

観点から 

新たに発生する医療行政の課題に柔軟に対応するため、研究期間

を２年以下としている。また、評価委員の意見を反映させるため、

研究班会議への参加などを通じ定期的な進捗管理を行っている。 
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（３）有効性の 

観点から 

本研究事業における研究成果は、これまで遠隔医療など ICT の推

進や、臨床研修や看護教育など医療人材の育成のための資料とし

て直接的に活用されており、また、より行政施策との関連が深い

研究課題については、指定型として実施することにより、成果が

直接施策に反映されるなど、有効性の高い研究となっている。 

（４）総合評価 本研究事業の実施により、様々な医療行政についての課題解決に

資する研究成果が得られ、効果的で効率的な医療提供体制等、地

域で安心して生活するための医療基盤が構築することが期待さ

れる。 
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１．研究事業の基本情報 

分野名 

プロジェクト名 

厚生労働省 「Ⅰ．行政政策研究分野」 

 

研究事業名 
労働安全衛生総合研究事業 

主管部局（課室） 厚生労働省労働基準局安全衛生部計画課 

関係部局 厚生労働省労働基準局安全衛生部安全課 

同              労働衛生課 

同              化学物質対策課 

 

２．これまでの研究事業の予算、課題採択の状況 

 予算額（単位：千円） 申請件数（件） 採択件数（件） 

平成 25 年度 110,000 43 件 25 件 

平成 26 年度 88,000 24 件 20 件 

平成 27 年度 88,000 20 件 14 件 

※平成 25 年度は日本医療研究開発機構の対象経費及び対象外経費の合算になって

いる。 

※予算額は推進事業の経費を含む（厚生労働省が実施する研究事業のみ）。 

 

３．労働安全衛生総合研究事業の概要 

（１）労働安全衛生の現状と課題 

研究課題の概要 

 ○ 労働安全衛生行政の課題は、 

① 過重労働による健康障害防止、メンタルヘルス不調の予防等の健康確保 

  ② 化学物質や粉じん等による健康障害防止及び化学物質管理 

  ③ 機械へのはさまれ、建設現場等での墜落・崩壊等の労働災害の防止 

等がある。 

○ 労働安全衛生総合研究事業は、これらの行政課題を解決するための研究事

業であり、その時々の行政課題に対して、研究課題も推移している。 

 ○ 例えば、 

   ・平成１７年度～平成２３年度は、メンタルヘルス不調の一次予防の手段

としてストレスチェックの有効な実施方法に関する研究を実施し、平成２

６年の第１８８回通常国会において成立した労働安全衛生法の一部を改

正する法律により、新たに義務付けられることとなったストレスチェック

制度の検討に当たっての理論的な根拠を得たこと 

    ・平成２０年度～平成２２年度は、足場からの墜落・転落防止のための新
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たな機材の開発に関する研究を実施し、平成２１年３月に改正した労働安

全衛生規則により強化が図られた足場からの墜落防止措置の検討やその

後の制度見直しの検討に当たっての基礎資料として活用されたこと 

   など、規制の見直しや行政施策の企画・立案に当たって必要不可欠な最新の

技術や科学的知見等を適時に提供している。 

 

（２）行政施策と研究事業の関係 

本研究事業と行政施策との関係は（１）～（５）に掲げるとおりである。労働

安全衛生領域における施策の見直しや制度設計、政策の立案・実行等に繋げてい

る。 

（１）労働災害、業務上疾病発生状況の変化に合わせた対策 

  ○ 近年、職場では過重労働による健康障害やメンタルヘルス不調など新た

な健康リスクの発生・増大、産業構造の変化に伴うサービス産業分野にお

ける災害の増加など、職場における労働安全衛生を取巻く課題が大きく変

化する中、その変化に対応し、各種の労働安全衛生上の課題を対象として

最新の技術や科学的知見を調査し研究することは必須。 

（２）行政、労働災害防止団体、業界団体等の連携・協働による労働災害防止の

取組 

  ○ 労働災害防止対策の推進に当たっては、事業場労使のみならず、行政や

労働災害防止団体、関係業界団体等の連携による取組の推進が必要不可欠

であることから、行政が推進する施策が各団体や事業場においてどのよう

に受け止められ、かつ、展開されているのかを調査し研究することは必須。 

（３）科学的根拠、国際動向を踏まえた施策推進 

  ○ 労働安全衛生に関する基準の新設や見直しに当たっては、最新の科学的

知見に基づくとともに、諸外国における規制の状況等を踏まえた対応も求

められていることから、規制の見直しや各種施策の企画立案のための科学

的根拠を与える研究や諸外国における法制度等の状況や背景等を調査し研

究することは必須。 

（４）東日本大震災、東京電力福島第一原子力発電所事故を受けた対応 

  ○ 東日本大震災や東京電力福島第一原子力発電所事故への対応は、国を挙

げて取り組むべき課題であるとともに、世界に類を見ない事案への対応で

あることから、これらの震災・事故等への対応について、労働安全衛生の

観点から調査し研究することは必須。 

（５）労働安全衛生行政政策の推進、評価に関する研究 

  ○ 労働災害防止対策の推進に当たっては、事業場労使のみならず、行政や

労働災害防止団体、関係業界団体等の連携による取組の推進が必要不可欠

であることから、行政が推進する施策が各団体や事業場においてどのよう
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に受け止められ、かつ、展開されているのかを調査し研究することは必須。

【再掲】 

（３）研究事業の方向性 

近年、増大するメンタルヘルスの問題、胆管がん問題をはじめとする化学物

質管理の問題など、職場における新たな健康安全リスクへの対応が求められて

いる。 

また、社会経済状況が変化し、小売業や飲食店、介護施設などのサービス産

業に従事する労働者の増加、非正規労働者や外部委託の増加、高年齢労働者の

増加、女性の活躍促進など、職場を取り巻く環境が変化する中、労働者一人ひ

とりがいかに健康と安全を確保しつつ、各自の能力を発揮できる職場を実現し

ていくかが今後の我が国の経済成長を確実なものとするためにも極めて重要な

課題となっている。 

これらの課題を踏まえ平成２５年に策定された第１２次労働災害防止計画

（計画期間：平成２５年度～平成２９年度）に掲げている労働災害の減少目標

（計画期間中に１５％以上の減少）を達するために必要な重点施策の企画立案

及び推進に必要な最新の技術、医学的知見等を得るための研究を効率的かつ効

果的に実施し、今後の我が国の経済成長を確実なものとする上で必要不可欠な

職場環境の実現に資する研究とすることが重要である。 

 

これらの観点から、引き続き、最新の技術、医学的知見等を踏まえ、規制の

新設や見直しが必要と考えられる課題に資するテーマについて、以下に掲げる

ような研究を実施する必要がある。 

①メンタルヘルス教育のニーズ、教育手法及び評価に関する研究 

②粉じん障害防止規則における今後の規制の在り方に関する研究 

③経済情勢等が労働災害発生動向に及ぼす影響等に関する研究 

④労働生産性の向上や職場の活性化に資する、対象集団別の効果的な健康管理

及び健康増進手法の開発に関する研究 

⑤防爆構造電気機械器具に関する国際電気標準会議（IEC）規格との整合に関す

る調査研究 

⑥機械設備に係る簡易リスクアセスメント手法の開発に関する調査研究 

⑦建設業以外の業種において下請け構造となっている職場における効果的な安

全衛生対策に関する調査研究 

⑧労働生産性の向上や職場の活性化に資する、効果的な労働災害防止対策等に

関する研究                                 

（４）研究事業の成果の政策等への活用（公的研究としての意義） 

○直接的な利用 

・事業場における労働者の健康保持増進に関する指針の改正に利用する予
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定である。また、研究成果物（ガイドラインを想定）については、企業向

けの取組を促すための通知として活用する予定である。 

   ・メンタルヘルス教育に関するガイドライン等の策定に利用する予定であ

る。 

   ・粉じん障害防止規則の見直しにおける根拠データ等として活用する予定

である。 

   ・防爆構造電気機械器具関係の省令、告示、通達の制度改正に利用する予

定である。 

   ・機械設備等の簡易なリスクアセスメント実施手法に係る指針の策定に活

用する予定である。 

   ・建設業以外の業種において下請け構造となっている職場における効果的

な安全衛生対策に関する好事例集（周知広報資料）に利用する予定である。 

○間接的な利用 

・今後の粉じん障害防止総合対策の重点事項を検討する過程における基礎

データとして利用する予定である。 

・より効果的な新たな労働災害防止対策を検討する過程等における参考と

しての背景データ、基礎データ等として活用する予定である。 

・企業に対して、例えば健康管理・健康増進の取組を促す際の背景資料、

エビデンスとして活用する予定である。 

・健康経営の効果検証に関する国会審議等での参考資料として活用する予

定である。 

・建設業以外の業種において下請け構造となっている職場における効果的

な安全衛生対策に関する指針について検討する際の基礎資料として活用す

る予定である。 

・機械による災害の防止対策を検討する過程等における参考としての基礎

データ等として活用する予定である。 

・企業に対して、労働災害防止対策等の取組を促す際の背景資料、エビデ

ンスとして活用する予定である。 

○波及効果等 

・中小規模事業場における安全衛生の取組の促進が期待され、中小規模事

業場における安全衛生水準向上、災害減少に繋がることが期待される。 

・燃料電池車等の普及に伴い増加が予想される「水素ステーション」にお

ける防爆安全性の確保・向上に貢献することが期待される。 

・メンタルヘルス教育の質が向上し、メンタルヘルス不調の予防効果が上

がることが期待される。 

等 

（５）実用化に向けた取り組み 
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・調査を行う研究においては、調査対象を明確にし、かつ過不足のないよう吟味

した調査項目による調査を行うことにより、現場における実態を的確に把握す

る。 

・また、対策の検討にあたっては、重点的な対象（業種・業態等）を絞った上で、

効果的な安全衛生対策を検討することにより、実際の現場で活用できるガイド

ライン等の開発を進める。 

・労働者、事業場、産業医等産業保健スタッフ等のニーズを的確に把握し、それ

らに適合した教育手法の開発を進める。 

・規則による新たな規制の妥当性を確保するため、規則見直しにおける基礎デー

タについて、より最新の知見を得る。 

             等 

 

４．研究事業と各戦略等との関係 

「健康・医療

戦略」との関

係 

なし 

「医療分野

研究開発推

進計画」との

関係 

なし 

「保健医療

2035」との関

係 

※該当する項目を記載する。特にない場合は「なし」と記載する。 

例）【６.(2)ⅱ】 

② 生涯を通じた健康なライフスタイルの実現 

③ 予防・健康の推進とエビデンスの強化 

 

「 厚 生 労 働

行 政 の 推 進

に 資 す る 研

究 に 関 す る

委 員 会 報 告

書」との関係 

※該当する項目を記載する。特にない場合は「なし」と記載する。 

【第２-】22．労働安全衛生総合研究事業 

 

５．研究事業と関係省庁の研究事業等との関係 

文部科学省・経済産業省、及び他の省庁

の研究事業等との関係 

 

厚生労働省が実施する研究事業との関係 － 

ＡＭＥＤが実施する研究事業との関係 － 
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６．平成 28 年度の研究事業の方針 

（１）推進分野（※） 

設定する

推進分野 

※当該研究事業において、平成 28 年度に重点的・集約的に予算配分

を行う研究分野を記載する。 

（１）労働災害、業務上疾病発生状況の変化に合わせた対策に関する

研究 

（２）行政、労働災害防止団体、業界団体等の連携・協働による労働

災害防止の取組に向けた研究 

 

設定した

理由 

第１２次労働災害防止計画（５カ年計画）の４年目となる２８年度

においては、当該計画における目標（労働災害を計画期間中に１５％

以上減少させる）達成に資する対策や労働災害防止の取組に係る成果

を得るための研究を重点的に実施する必要がある。 

 また、研究成果については、途中段階であっても、積極的に行政施

策の検討に活用し、目標達成に向けた取組を加速する。 

 

期待され

る成果 

第１２次労働災害防止計画（５カ年計画）の４年目となる２８年度

においては、当該計画における目標（労働災害を計画期間中に１５％

以上減少させる）達成に資する対策や労働災害防止の取組に対して即

効性のある成果を得ること。 

また、今後の中長期的な労働災害防止対策を検討する上で、新たな

視点を得ることができるような現場の実態等が把握できる成果を得

ること。 

（２）継続的に推進すべき研究領域 

※これまで実施し、かつ今年度も継続すべき「研究領域」の名称、これまでの成

果、継続すべき理由等を、箇条書きで記載する。 

※「研究領域」は個別の研究課題ではなく、複数の研究課題を包括する内容を記

載する。 

※「これまでの成果」は可能な限り数値化する。 

（１）労働災害、業務上疾病発生状況の変化に合わせた対策に関する研究 

   近年、職場では過重労働による健康障害やメンタルヘルス不調など新たな

健康リスクの発生・増大、産業構造の変化に伴うサービス産業分野における

災害の増加など、職場における労働安全衛生を取巻く課題が大きく変化する

中、その変化に対応し、各種の労働安全衛生上の課題を対象として最新の技

術や科学的知見を調査し研究することは必須。 

  ・職場の受動喫煙防止対策と事業場の生産、収益並びに労働者の健康面及び
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医療費等に及ぼす影響に関する研究 

  ・粉じん作業等における粉じんばく露リスクの調査研究 

  ・中小企業用産業保健電子カルテの開発とそれによる効果的・効率的な産業

保健手法に関する検討 

  ・労働者の健康状態及び産業保健活動が労働生産性に及ぼす影響に関する 

研究 

・事業場におけるメンタルヘルス対策を促進させるリスクアセスメント手法

の研究 

・中小規模事業場向けのリスクアセスメント手法の開発 

・じん肺の診断基準及び手法に関する調査研究 

○「労働者のメンタルヘルス不調の第一次予防の浸透手法に関する調査研究」

（H21～H23）については、メンタルヘルス不調の一次予防の手段としてス

トレスチェックの有効な実施方法が研究成果として示され、昨年成立した

労働安全衛生法改正に盛り込んだ「ストレスチェックの義務化」の理論的

な根拠として活用した。 

○「化学物質管理における世界戦略へ対応するための法規制等基盤整備に関

する調査研究」（H20～H22）については、その成果が「職場における化学

物質管理の今後のあり方に関する検討会」において活用され、同検討会の

報告書を踏まえ、平成２４年労働安全衛生規則の改正を行い、危険有害な

化学物質の表示、情報提供制度の義務付け（努力規定）を行った。 

○「がれきの処理作業など短期期間作業にも対応可能なアスベストの簡易測

定方法の開発」（H24～H26）については、今後、研究成果がとりまとまっ

た後、建築物等の解体等における石綿ばく露防止対策のマニュアル等に記

載し、その技術の活用を図る予定としている。 

 

（２）行政、労働災害防止団体、業界団体等の連携・協働による労働災害防止の

取組に向けた研究 

   労働災害防止対策の推進に当たっては、事業場労使のみならず、行政や労

働災害防止団体、関係業界団体等の連携による取組の推進が必要不可欠であ

ることから、行政が推進する施策が各団体や事業場においてどのように受け

止められ、かつ、展開されているのかを調査し研究することは必須。 

  ・行政推進施策による労働災害防止運動の好事例調査とその効果に関する研

究 

・定性的手法を用いた労働災害防止対策に対する労働者の認識の分析 

○「安全衛生活動の費用対効果を算出する手法の開発とその公表ガイドの作

成」（H23～H25）については、第１２次労働災害防止計画における最重点

課題として掲げられている第三次産業における労働災害防止対策において
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重要となる経営トップへの働きかけ（労働災害防止活動が経営や業務の合

理化につながることの理解促進）を行う上での重要な基礎資料となること

が期待される。 

 

（３）科学的根拠、国際動向を踏まえた施策推進のための研究 

   労働安全衛生に関する基準の新設や見直しに当たっては、最新の科学的知

見に基づくとともに、諸外国における規制の状況等を踏まえた対応も求めら

れていることから、規制の見直しや各種施策の企画立案のための科学的根拠

を与える研究や諸外国における法制度等の状況や背景等を調査し研究するこ

とは必須である。 

  ・機械安全規制における世界戦略へ対応するための法規制等基盤整備に関す

る調査研究 

  ・粉じん作業等における粉じんばく露リスクの調査研究(再掲) 

  ・リスクアセスメントを核とした諸外国の労働安全衛生制度の背景・特徴・

効果と我が国への適応可能性に関する調査研究 

  ・じん肺の診断基準及び手法に関する調査研究(再掲) 

  ・ストレスチェック制度による労働者のメンタルヘルス不調の予防と職場環

境改善効果に関する研究(再掲) 

  ○「印刷労働者にみられる胆管癌発症の疫学的解明と原因追究」（H24 特研、

H25～H26）については、途中経過が「印刷事業場で発生した胆管がんの業

務上外に関する検討会」が平成２５年３月にとりまとめた報告書のデータ

として用いられるなど、印刷業で発生した胆管がんの原因究明に寄与する

とともに、特定額物質障害予防規則等改正に向けた行政検討会の基礎資料

等として活用された。今後も、引き続き行政施策において活用が期待され

る。 

  ○「がれきの処理作業など短期期間作業にも対応可能なアスベストの簡易測

定方法の開発」（H24～H26）については、今後、研究成果がとりまとまっ

た後、建築物等の解体等における石綿ばく露防止対策のマニュアル等に記

載し、その技術の活用を図る予定としている。（再掲） 

（４）東日本大震災、東京電力福島第一原子力発電所事故を受けた対応のための

研究 

東日本大震災や東京電力福島第一原子力発電所事故への対応は、国を挙げ

て取り組むべき課題であるとともに、世界に類を見ない事案への対応である

ことから、これらの震災・事故等への対応について、労働安全衛生の観点か

ら調査し研究することは必須 

  ・東京電力福島第一原子力発電所における緊急作業従事者の放射線被曝量と

水晶体混濁発症に関する調査 



 

 

151 
 

○「除染等作業での内部被ばく防止措置等の最適化のための研究」（H25～H26）

は、「東日本大震災により生じた放射性物質により汚染された土壌等を除

染するための業務等に係る電離放射線障害防止規則」で定める粉じん濃度

の簡易な測定方法で必要となる「質量濃度換算係数」設定の際の基礎資料

として活用し、研究の途中段階においても同規則改正に多大に寄与した。 

 

（３）今後新たに推進すべき研究領域 

※これまで実施されておらず、今年度から新たに推進すべき「研究領域」の名称、

推進すべき理由、求められる成果等を、箇条書きで記載する。 

※「研究領域」は個別の研究課題ではなく、複数の研究課題を包括する内容を記

載する。 

※「求められる成果」は可能な限り数値化する。 

（１）労働安全衛生行政政策の推進、評価に関する研究 

  ・労働災害防止対策の推進に当たっては、事業場労使のみならず、行政や労

働災害防止団体、関係業界団体等の連携による取組の推進が必要不可欠であ

ることから、行政が推進する施策が各団体や事業場においてどのように受け

止められ、かつ、展開されているのかを調査し研究することが必要である。 

  ・求められる成果は、研究の結果明らかとなる各団体や事業場における行政

施策の受け止められ方等の実態を踏まえ、効果的な展開が可能となる行政施

策などである。 

 

※「研究助成の改善等に向けた基本的な方向性」（平成 22 年 7 月 29 日厚生労働省

の研究助成等のあり方に関する省内検討会）において、各研究事業のメリハリの

ある配分を行う観点から、当該年度で特に重視し配分する研究分野（事前評価に

おいても考慮）をいう。 

 

７．研究事業の評価 

（１）必要性の 

観点から 

我が国における平成２６年の休業４日以上の死傷災害は、平成

２４年（第１２次労働災害防止計画の基準年）と比較して微減に

とどまっており、今後もオリンピック・パラリンピック招致によ

る工事等の増加など、災害増加の懸念がある。 

また、労働衛生面についても、職場における過重労働やメンタ

ルヘルスの問題、石綿や化学物質、東京電力福島原子力発電所事

故に伴う電離放射線による健康障害の問題など、喫緊の対応が必

要な課題も増加している。 

これらの課題を解決し、第１２次労働災害防止計画において掲

げる「誰もが安心して健康に働く事ができる社会」の実現を図る
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ためには、本研究事業の効率的な実施を通じた科学的根拠の集積

とこれに裏付けされた行政施策の推進が必要不可欠となってい

る。 

（２）効率性の 

観点から 

本研究事業については、事前評価、中間評価及び事後評価を実

施し、計画性があり政策目的に合致した課題の設定、評価を行っ

ており、事業の効率性を確保している。 

また、労働安全衛生においては依然として非常に多くの政策課

題があるものの、限られた事業予算の中で最大限の効果を得る必

要があることから、特に優先的に対応すべき重点課題を定め、課

題の採択、研究費の配分においても、重点課題に直結した成果を

出せる研究となるよう必要額を精査しており効率性は高い。 

（３）有効性の 

観点から 

本研究事業において実施されている調査研究は行政施策と密

接に関わっており、その成果については、 

 ○「印刷労働者にみられる胆管癌発症の疫学的解明と原因追

究」（H24 特研、H25～H26）については、途中経過が「印

刷事業場で発生した胆管がんの業務上外に関する検討会」

が平成２５年３月に取りまとめた報告書のデータとして

用いられるなど、印刷業で発生した胆管がんの原因究明に

寄与するとともに、特定化学物質障害予防規則等改正（平

成２５年８月、平成２６年８月改正）を行った際の基礎資

料等として活用された。今後も、引き続き行政施策におい

て活用が期待される。 

  ○「がれきの処理作業など短期期間作業にも対応可能なアス

ベストの簡易測定方法の開発」（H24～H26）については、

今後、研究成果が取りまとまった後、建築物等の解体等に

おける石綿ばく露防止対策のマニュアル等に記載し、その

技術の活用を図る予定としている。（再掲） 

  ○「粉じん作業等における粉じんばく露リスクの調査研究」

（H25～H27 ）についてはその成果が「労働政策審議会（安

全衛生分科会じん肺部会）」において活用され、同部会の

議論を踏まえ、粉じん障害予防規則の改正（平成２６年６

月改正）において、マスクの着用を義務づける作業として、

「屋外における岩石等の研磨・ばりとり作業」が新たに追

加されるなど、同規則改正に多大なる寄与をしている。 

など、具体的な行政成果への活用が図られていることから、その

有効性高い。 

（４）総合評価 ※当該研究事業を推進することによって見込まれる成果（アウト
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プット）、国民に貢献する点（アウトカム）等について総合的

に評価し、研究事業を実施することの妥当性を明記する。 

労働災害防止対策の推進を図るためには、本研究事業を通じた

科学的知見の集積を計画的に推進する必要があり、特に、研究課

題の設定に当たっては、その時事に応じた課題に的確に対応する

とともに、行政施策に直結するようなものとすることが必要とな

っている。 

特に、上述した安全衛生政策上の課題を解決し、第１２次労働

災害防止計画において掲げる「誰もが安心して健康に働くことが

できる社会」の実現を図るためには、本研究事業の効率的な実施

を通じた科学的根拠の集積とこれに裏付けされた行政施策の推

進が必要不可欠である。 

 このような視点のもと、平成２８年度以降についても、同様の

視点に基づき、継続課題を適切に実施し、行政施策に結びつける

とともに、新規テーマとして、「メンタルヘルス教育のニーズ、

教育手法及び評価」、「経済情勢等が労働災害発生動向に及ぼす

影響等」、「防爆構造電気機械器具に関する国際規格と整合した

規制の在り方」、「建設業以外の業種において下請け構造となっ

ている職場における効果的な安全衛生対策に関する調査研究」な

ど、雇用・経済情勢の変化や行政施策の動向に的確に対応したテ

ーマを設定し、研究を推進していくことが必要である。 
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１. 研究事業の基本情報 

分野名 

プロジェクト名 
Ⅳ．健康安全確保総合研究分野 

研究事業名 
食品の安全確保推進研究事業 

主管部局（課室） 厚生労働省医薬食品局食品安全部企画情報課 

関係部局 厚生労働省医薬食品局食品安全部基準審査課 

厚生労働省医薬食品局食品安全部監視安全課 

 

２. これまでの研究事業の予算、課題採択の状況 

 予算額（単位：千円） 申請件数（件） 採択件数（件） 

平成 25 年度 691,096 63 52 

平成 26 年度 499,897 66 48 

平成 27 年度 516,897 58 51 

※平成 25 年度は日本医療研究開発機構の対象経費及び対象外経費の合算になって

いる。 

※予算額は推進事業の経費を含む（厚生労働省が実施する研究事業のみ）。 

 

３. 研究事業の概要 

（１）食品の安全性の確保に関する現状と課題 

 

○ 食品の安全性を確保するため、リスク分析（リスク評価、リスク管理、リスク

コミュニケーション）の考え方に基づき、リスク管理機関として厚生労働省が

行う施策には、 

①食品等（畜水産食品、食品添加物、残留農薬、食品汚染物質、器具・容器

包装等）の規格基準の策定 

②食品等の効果的・効率的な監視・検査体制（輸入食品、食中毒対策、遺伝

子組換え食品、ＢＳＥ等） 

③食品安全施策に係るリスクコミュニケーションの実施 

④国際的に認められた食品の安全性確保の衛生管理手法である Hazard 

Analysis and Critical Control Point (HACCP)の国内導入の推進 

等がある。 

○ これらの行政課題については、科学的な根拠に基づき施策を検討する必要があ

ることから、厚生労働科学研究が活用されている。また、行政施策は、突発的

に発生する時々の行政課題について対応が必要であるものと長期間にわたり
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経時的な影響を検討する研究の両面がある。 

 

（２）行政施策と研究事業の関係 

 

本研究事業と行政施策との関係は（１）～（５）に掲げるとおりである。食

品安全衛生領域における規格基準の策定や監視・検査の制度設計、政策の立案・

実行等に繋げている。 

 

（１）食品等の規格基準の策定 

○毒性などを考慮し、規格基準を策定する必要のある物質のスクリーニング

法に関する研究、規格基準の一部である試験法等に関する研究などの推進

が必要。 

○諸外国との経済連携協定の締結数増加に伴い、より迅速な添加物等の基準

設定が求められており、効果的・効率的な評価手法を開発するとともに、

食品からの曝露量を推計するための研究の推進が必要。 

 

（２）食品等の効果的・効率的な監視・検査体制 

○人の健康に悪影響を及ぼす恐れのある物質を効果的に検出する新たな検査

法の開発を行うための科学的根拠を与える研究が必要。 

○今後益々の輸入食品の増加が見込まれる中、国際調和を踏まえた、科学的

根拠に基づく効率的な監視・検査手法の開発が必要。 

 

（３）食品安全施策に係るリスクコミュニケーションの推進 

○厚生労働省が行う食品の安全性確保のための施策等について、消費者や事

業者が理解を深めるための効果的なリスクコミュニケーション手法やツー

ルの開発が必要。 

 

（４）HACCP の導入推進、評価に関する研究 

○日本の食品の輸出促進をも視野に入れ、食品の安全確保の向上を目的とし

て、HACCP の導入推進を科学的に支援するため、HACCP 導入のデータベース

化、教育プログラムの開発、HACCP 導入効果の検証等を行う研究が必要。 

 

（３）研究事業の方向性 

 

食品の安全性の確保は、国民の健康を守るために極めて重要であり、多くの

国民が高い関心をもっている。 

食品のリスク管理を適正に行うために、食品等の規格基準を設定するための
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科学的根拠を与える研究、流通する食品等の安全を監視する自治体や検疫所等

で活用される各種試験法や効果的・効率的な監視方法等を確立する研究、国民

や事業者等に対して効果的にリスクコミュニケーションを行うための手法等の

開発に関する研究などが重要であり、これまでこうした研究に継続的に取り組

んできた。 

こうした研究の成果は、食品安全行政策の企画立案・評価を含め日本国内で

活用されるのはもちろんのこと、国際機関にも提供されており、国際貢献の観

点からもこれらの研究を更に推進していくことが必要である。 

なお、これまでの食品の規格基準や監視指導等に資する研究に加え、今後は、

HACCP の導入推進を科学的に支援する手法に関する研究など、食品安全行政の推

進、評価に関する研究を充実させる。 

 

（４）研究事業の成果の政策等への活用（公的研究としての意義） 

 

○直接的な利用 

・食品の安全性確保のための基礎データや知見を収集し、食品の安全確保に資

する規格基準の設定等に利用する予定である。 

・食中毒の原因菌に関する検査法の開発に利用する予定である。 

 

○間接的な利用 

・食品中の汚染物質等の摂取量の実態を把握し、政策立案のための背景データ

等として活用する予定である。 

・食品中における放射性物質検査など今後の検査手法の検討のためのデータ等

として活用する予定である。 

 

○波及効果等 

・食品のリスク評価に係る遺伝毒性、発がん性等の発展に貢献することが期待

される新規試験法の知見を収集する。 

・食品安全行政の国際化研修プログラムの開発・実施等により、行政職員等を

はじめとするスタッフ等の国際的な食品安全活動への理解の促進及び対応能

力の向上に寄与することが期待される。 

 

（５）実用化に向けた取り組み 

 

・食品の安全性を確保するため、食品等の規格基準の策定、効果的・効率的な監

視・検査体制の確立を進める。 
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・食品安全施策に係るリスクコミュニケーションの実施や国際的動向を踏まえた

施策を進める。 

 

 

４. 研究事業と各戦略等との関係 

「健康・医療戦略」との関係 なし 

「医療分野研究開発推進計画」

との関係 

なし 

「保健医療 2035」との関係 

 

なし 

「厚生労働行政の推進に資する

研究に関する委員会報告書」と

の関係 

【第２-】23．食品の安全確保推進研究事業、カ

ネミ油症に関する研究事業 

 

 

５. 研究事業と関係省庁の研究事業等との関係 

文部科学省・経済産業省、及び他の省

庁の研究事業等との関係 

該当なし 

 

厚生労働省が実施する研究事業との関

係 

 

ＡＭＥＤが実施する研究事業との関係 該当なし 

 

６. 平成 28 年度の研究事業の方針 

（１）推進分野（※） 

設定する推進分野  

設定した理由  

期待される成果  

（２）継続的に推進すべき研究領域 

 

（１）食品等の規格基準の策定 

・添加物や微生物、放射性物質等の食品の安全確保に資する規格設定や検査法等

に関する国内外の情報や最新の知見を適切に把握・収集を行っている。 

・今後は、引き続き情報の把握・収集を行うとともに、安全性確認等のための基

準設定に向けた基礎データの作成等を行う。 

 

（２）食品等の効果的・効率的な監視・検査体制 

・食中毒対策や食品検査等を検討するためのデータ等の収集や検討を開始した。 
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・今後は、引き続き情報の収集等を行うとともに、得られたデータを整理し、現

場での有用性の検証、検査法の検討等を行う。 

 

（３）食品安全施策に係るリスクコミュニケーションの推進 

・食品製造事業者を対象とした「食品防御ガイドライン」を作成した。 

・今後は、ガイドラインの改定作業を進めるとともに、地方自治体や地方衛生研

究所等における事故発生時の対応についての検討を行い、事例集等の作成を行

う。 

 

・国策的な食品安全活動への理解の促進及び対応能力の向上に寄与するため、食

品安全行政の国際化対応研修プログラムの開発・実施の検討を開始した。 

・今後は、引き続き、食品のリスクアナリシスにかかる国際的人材育成に関する

研究を進め、食品分野における専門的知識に加え、食品安全行政にも精通した

人材を育成する。 

 

（４）HACCP の導入推進、評価に関する研究 

・HACCP の導入推進を科学的に支援する手法の検討を開始した。 

・今後は、HACCP の導入を支援するためのシステム、ガイダンス等とともに、食品

衛生監視員による監視の教育プログラムを提供する。 

 

（３）今後新たに推進すべき研究領域 

 

（１）食品等の規格基準の策定 

・現在規格基準設定の際に用いられている、残留農薬、動物用医薬品、食品添加

物等の食品からの暴露量の推計手法については、国際的に汎用されている方法

と異なっており、より精緻な推計を実現するため国際汎用の手法との整合が求

められている。 

・求められる成果は、残留農薬、動物用医薬品及び食品添加物について、本邦の

食品摂取量等や食品中の残留のデータから、その分布・ばらつきも考慮した、

より統計学的に精緻な暴露推計を可能とする手法を確立する。 

 

・ 残留農薬等の規制に用いている作物分類や一部の規格基準については、国際的

な分類と適合しておらず整合性を図る必要がある。 

・ 求められる成果は、食品の規格基準について、国際整合性がとれていない部分

についての確認を行う。 

 

（２）食品等の効果的・効率的な監視・検査体制 
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・ 病因物質不明の食中毒については、健康危害の発生機序が確認されていないも

のがある。 

・ 寄生虫と食中毒の関連における積極的な調査結果等に加え、遺伝子解析等検査

法の開発等である。 

 

・ 養殖無毒フグの開発等新たな知見を活用した技術の検証や検査法の開発が期待

されている。 

・ 求められる成果は、新たな知見を活用したリスク管理や食品安全管理システム

の構築等である。 

 

・ 輸入食品の水際検査の際のサンプリング方法や検査方法について、相手国と合

意に至るべきとされ、TTP や経済連携協定の増加が進む中、国際的にも説明可

能な手法とする必要がある。 

・ 求められる成果は、日本で行っているサンプリング方法や検査手法の確認や必

要に応じた見直し、対外協議のための基礎データ作り等である。 

 

・ 食品の輸出促進が政府全体の施策として掲げられており、国内の安全確保に加

え、HACCP の導入を含め輸出食品の安全性確保についても重要な課題となって

いる。 

・ 求められる成果は、諸外国の規制の実態についての調査、分析とともに、輸出

先国、品目毎に策定、運用されているガイドラインの見直し及び HACCP 導入率

の向上等である。 

 

③食品安全施策に係るリスクコミュニケーションの推進 

・ リスクコミュニケーションの手法などの研究が実施されてきたが、より実践的

な手法が必要である。 

・ 求められる成果は、より効果的なリスクコミュニケーション素材についての知

見等である。 

 

・ 欧米等では、食品用器具・容器包装に使用できる原材料について、リストが作

成され、当局により管理されているが、日本では業界が作成しているリストし

かない。 

・ 求められる成果は、業界及び諸外国のリストをもとにデータベースを作成し、

インターネットにより公開等である。 

 

※「研究助成の改善等に向けた基本的な方向性」（平成 22 年 7 月 29 日厚生労働省

の研究助成等のあり方に関する省内検討会）において、各研究事業のメリハリの
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ある配分を行う観点から、当該年度で特に重視し配分する研究分野（事前評価に

おいても考慮）をいう。 

 

研究事業の評

価１）必要性の 

観点から 

・食品の安全については、例えば腸管出血性大腸菌による食中毒、

食品中の放射性物質、輸入食品の問題のように、国民の健康や

生活に与える影響や国民の関心が極めて高い。 

・食品安全行政の中で厚生労働省は「リスク管理機関」と位置づ

けられており、本研究において食品の安全性の確保を目的とし

て、リスク管理体制の高度化、リスクの把握と食品基準や検査

法等、国際協調・貢献やリスクコミュニケーションの推進の根

拠となる科学的知見の集積に資する研究を引き続き実施する

ことが必要である。 

・このようなリスク管理のための科学的根拠となる研究を推進し

ていくことは、食品の安全確保の推進に必要不可欠である。ま

た、本研究で得られた成果を国際機関に提供するなど国際貢献

にも活用できるものである。 

 

 

（２）効率性の 

観点から 

・専門家による事前評価を経て、研究内容の重複排除や適切な研

究者の選択を実施するとともに、必要性の高い課題を採択して

いる。また、専門家による中間・事後評価委員会により、研究

の進捗や成果を確認し、研究の効率性を評価しており、必要に

応じて研究費の減額や研究の中止等、効率性確保のための取り

組みを実施している。なお、評価結果は研究者にフィードバッ

クされている。 

・本研究事業においては、これまで困難とされてきた食中毒の広

域散発事例の早期の発生探知のためのガイドライン策定や野生

鳥獣肉の衛生的な解体処理のためのガイドラインの策定、原因不

明とされてきた生鮮食品を共通食とした食中毒の原因病原体（ク

ドア属寄生虫）や国内分離頻度の高い腸管出血性大腸菌の血清群

を特定した上で、その検出法を開発し、自治体向け通知法の改定

に貢献するなど、これまで研究成果が行政施策に効率的に反映さ

れてきている。 

（３）有効性の 

観点から 

・研究事業により得た知見を、食品の基準や安全性に関する審議

会やコーデックス等の国際機関におけるデータとして活用す

るほか、広く公表し、行政機関に限らず国民が有効に利用でき

る形態で社会に還元している。 
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（４）総合評価 ・食品の安全確保については、国民の関心が極めて高く、国民の

健康・生活に大きな影響を及ぼす分野である。食品のリスク管

理を適切に行うためには、リスク管理やリスク評価に関する科

学的根拠とともに、国民に対するリスクコミュニケーションが

重要となる。 

・また、本研究事業により得られた試験法やガイドライン等が迅

速に自治体や検疫所等で活用されている等、研究成果が食品の

安全推進に直結している。 

・さらに、得られた知見が国際機関に提供されるなど国際貢献に

も活用されていることから、必要性とともに有効性も高い研究

事業である。 
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１. 研究事業の基本情報 

分野名 

プロジェクト名 
Ⅳ．健康安全確保総合研究分野 

研究事業名 
カネミ油症に関する研究事業 

主管部局（課室） 厚生労働省医薬食品局食品安全部企画情報課 

関係部局 厚生労働省医薬食品局食品安全部企画情報課の単独運営 

 

２. これまでの研究事業の予算、課題採択の状況 

 予算額（単位：千円） 申請件数（件） 採択件数（件） 

平成 25 年度 199,801 １ １ 

平成 26 年度 208,701 １ １ 

平成 27 年度 328,701 １ １ 

※平成 25 年度は日本医療研究開発機構の対象経費及び対象外経費の合算になって

いる。 

※予算額は推進事業の経費を含む（厚生労働省が実施する研究事業のみ）。 

 

３. 研究事業の概要 

（１）カネミ油症に関する現状と課題 

 

平成 24 年度 8 月 29 日に成立した「カネミ油症患者に関する施策の総合的な

推進に関する法律」（以下、「推進法」とする。）においては、基本理念の

一つとして、「カネミ油症に関する専門的、学際的又は総合的な研究を推進

することによりカネミ油症の診断、治療等に係る技術の向上を図るととも

に、その成果を普及し、活用し、及び発展させること」が示され、「国は、

カネミ油症の診断基準の科学的知見に基づく見直し並びに診断、治療等に関

する調査及び研究が促進され、及びその成果が活用されるよう必要な施策を

講ずるものとする。」とされている。特に本研究事業は、カネミ油症患者の

認定の基本となるものであり、科学的にも社会的にも極めて重要な事業とな

っている。 

 

（２）行政施策と研究事業の関係 

 

本研究事業は、推進法に基づき実施しているものであり、カネミ油症の診断、治

療等に係る技術の向上やその成果の普及、活用及び発展を図るために必要な研究

である。 
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具体的な研究内容は以下のとおり。  

・ ダイオキシン類の健康影響に関する基礎的な研究 

・ カネミ油症患者の長期追跡調査研究 

・ カネミ油症の診断・治療等に関する研究・ ダイオキシン類の次世代

影響に関する研究 

 

（３）研究事業の方向性 

 

平成 24 年 8 月に成立した推進法第 11 条において、「国は、カネミ油症の診

断基準の科学的知見に基づく見直し並びに診断、治療等に関する調査及び研究

が促進され、及びその成果が活用されるよう必要な施策を講ずるものとする。」

とされている。 

よって、カネミ油症に関する専門的、学際的又は総合的な研究を推進するこ

とによりカネミ油症の診断、治療等に係る技術の向上を図る必要がある。 

具体的な研究事業の方向性は以下の通り。 

・ ダイオキシン類の体内動態や健康影響にかかるメカニズム等を解明する。 

・ カネミ油症患者を長期間追跡することによって、ダイオキシンによる長

期健康影響等を解明する。 

・ 研究班による成果や国内外におけるダイオキシンの健康影響に関する知

見を収集することによって得られた新しい知見に基づき、診断基準の妥当

性の確認と必要に応じて改定等を行う。          

・ カネミ油症患者を対象とした臨床研究などを通じて、症状の軽減や治療

方法を開発する。 

・ ダイオキシン類による影響を抑える物質等を解明し、それに基づき症状

等の発症予防や軽減する方法（食事指導）を開発する。 

・ ダイオキシン類の次世代影響についてそのメカニズム等を解明する。 

 

（４）研究事業の成果の政策等への活用（公的研究としての意義） 

 

○直接的な利用 

・ダイオキシン類による健康影響の解明と治療方法の開発等に利用する予定で

ある。 

・法律で国は研究の推進を求められているため、研究助成によって遂行できる。 

 

○間接的な利用 

・ダイオキシン類による健康影響の解明と治療方法の開発等が行われることで、

カネミ油症患者の不安の解消等が図られる。 
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（５）実用化に向けた取り組み 

 

・基礎研究で得られた知見をもとに、長期間継続的に追跡しているカネミ油症患

者に対して、食品や既存の医薬品等を使用した臨床研究を行うなど、基礎から

臨床への移行を効率的・効果的に進め、治療法等の実用化を進める。 

 

 

４. 研究事業と各戦略等との関係 

「健康・医療戦略」との関係 なし 

「医療分野研究開発推進計画」との関係 なし 

「保健医療 2035」との関係 なし 

「厚生労働行政の推進に資する研究に関す

る委員会報告書」との関係 

【第２-】23．食品の安全確保推進

研究事業、カネミ油症に関する研究

事業 

 

 

５. 研究事業と関係省庁の研究事業等との関係 

文部科学省・経済産業省、及び他の省庁

の研究事業等との関係 

該当なし 

厚生労働省が実施する研究事業との関係  

ＡＭＥＤが実施する研究事業との関係 該当なし 

 

６. 平成 28 年度の研究事業の方針 

（１）推進分野（※） 

設定する推進分野  

設定した理由  

期待される成果  

（２）継続的に推進すべき研究領域 

 

カネミ油症患者に関する施策の総合的な推進 

・カネミ油症については、カネミ油症患者に関する総合的な推進に関する法律に

基づき、国の責務として総合的な研究を推進しているところ。 

 

（３）今後新たに推進すべき研究領域 

 

・ 推進法施行後３年の検討規定に基づき、更なる研究の推進が求められており、
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患者等からの強い要望である相談支援体制の構築や自己健康管理ツール等

について取り組む必要がある。 

※ 当該法律は超党派の議員立法により成立したため、関係議員には強い関心が

あり、特に相談支援体制は大きな目玉となっている。 

 

※「研究助成の改善等に向けた基本的な方向性」（平成 22 年 7 月 29 日厚生労働省

の研究助成等のあり方に関する省内検討会）において、各研究事業のメリハリの

ある配分を行う観点から、当該年度で特に重視し配分する研究分野（事前評価に

おいても考慮）をいう。 

 

７. 研究事業の評価 

（１）必要性の 

観点から 

カネミ油症患者に関する施策の総合的な推進に関する法律

に基づき、カネミ油症に関する専門的、学際的又は総合的な研

究を推進することによりカネミ油症の診断、治療等に係る技術

の向上を図るとともに、その成果を普及し、活用し、及び発展

させるために、国が本研究事業を実施することが必要である。 

（２）効率性の 

観点から 

油症治療研究班は、多くのカネミ油症患者をかかえる地域の研

究者と関係自治体等により構成されている。当該研究班は、事

件発生当初より継続的にダイオキシン類の健康影響等につい

て研究を実施してきており、カネミ油症にかかる基礎的・臨床

的データが蓄積されている。また、研究班は、カネミ油症患者

を対象とした検診や油症外来における診療を行っているため、

カネミ油症患者を対象とした臨床研究等を効率的に実施する

こが可能となっている。 

（３）有効性の 

観点から 

油症治療研究班は、長期間にわたり研究を実施してきており、

ダイオキシン類の生体影響等については、国内随一の基礎的・

臨床的知見をもっている。これまでに、診断基準の策定・改訂、

診断・治療のガイドラインや生活指針等を策定し、国や油症ダ

イオキシン研究診療センターと連携の下、関係者（自治体・患

者団体・医療機関等）に情報発信するなど、研究成果を有効に

普及・活用・発展させてきた。また、得られた研究成果につい

て、積極的に論文投稿するとともに、国内外の研究者との情報

交換も行っている。 

現在は、長期的な健康影響にかかる追跡調査に加え、ダイオキ

シン類による影響を抑える物質に着目した食事・薬物療法の開

発に取り組んでおり、その成果が期待されている。 
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（４）総合評価 平成 24 年度に新たに成立したカネミ油症患者に関する施策

の総合的な推進に関する法律に基づき、効率的、効果的に、カ

ネミ油症に関する専門的、学際的又は総合的な研究を推進する

ことによりカネミ油症の診断、治療等に係る技術の向上を図る

ために、新たにカネミ油症に関する研究経費が組み替えられ

た。 

今後、カネミ油症患者等の検診及びその結果の分析、カネミ

油症の診断基準に関する研究、厚生労働省の健康実態調査の分

析等のカネミ油症の健康影響に関する研究及びカネミ油症の

治療法の開発等に関する研究を推進する必要がある。 
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１．研究事業の基本情報 

分野名 

プロジェクト名 

Ⅳ .健康安全確保総合研究分野 

研究事業名 
医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエ

ンス政策研究事業 

主管部局（課室） 厚生労働医薬食品局総務課 

関係部局 厚生労働省医薬食品局 審査管理課、監視指導・麻薬対策課、

安全対策課、血液対策課、医薬品副作用被害対策室 

 

２．研究事業の概要 

（１）薬事行政の現状と課題 

・薬事行政においては、最先端の技術を活用した医薬品・医療機器・再生医療等製

品の実用化や、承認審査、市販後安全対策のほか、無承認無許可医薬品の監視業

務、麻薬・覚せい剤等の薬物乱用対策、血液安全対策、医薬品販売制度等に取り

組んでいる。平成 26 年には、一般用医薬品のインターネット販売を含む医薬品販

売制度の見直しが行われた。また、革新的な医薬品・医療機器等が安全かつ迅速

に国民に提供されるようにするため、添付文書の届出義務の創設、医療機器の登

録認証機関による認証範囲の拡大、再生医療等製品の条件・期限付き承認制度の

創設等を内容とする医薬品医療機器等法（薬事法改正法）が 11 月に施行された。

一方で、危険ドラッグが社会的に大きな問題となったことから、同年 12 月に医薬

品医療機器等法が改正され、危険ドラッグの販売・所持・使用等に対する規制が

強化された。 

・医薬品及び医療機器等の品質・安全性の確保対策や、血液事業、薬物乱用対策、

薬剤師の資質向上等、薬事行政における課題の解決に向けて、科学的合理性と社

会的正当性に基づいた規制・取締・制度設計等を行うための根拠の創出に資する

研究を進める必要がある。 

 

（２）行政施策と研究事業の関係 

本研究事業と行政施策との関係は（１）～（３）に掲げるとおりである。研究事

業の成果は薬事領域における施策の見直しや制度設計、政策の立案・実行等に繋げ

ている。 

（１）監視指導・麻薬対策 

○ 社会的な問題となっている危険ドラッグ対策において、指定薬物の早期

指定など、危険ドラッグ対策のための科学的根拠を与える研究は必須。 
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○ この他、無承認無許可医薬品の監視指導、ワクチン等の国家検定、医薬

品等製造の監視指導などについて、近年の国内外の動向等を踏まえ、新

たに効果的な手法開発を行う場合に研究は必須。 

（２）血液安全対策 

  ○ 血液製剤の国内自給に向けた国内献血の推進に活用するため、近年の国

内外の動向等を踏まえ、 

   ・献血推進のための新たな手法開発（新たな広報戦略等の開発） 

   ・新たな採血基準や血液製剤の保存法等の設定 

   などのための科学的根拠を与える研究は必須。 

（３）薬事行政における社会的な課題解決のための取組 

  ○ 承認審査や市販後安全対策において、社会的に問題となった事例（ロド

デノール配合薬用化粧品）について、規制側からの視点で検証・評価し、

再発防止策を検討するための基礎資料を作成する研究は必須。 

  ○ 薬剤師の機能や医薬品販売制度などについて、近年の社会的な動向を踏

まえ、新たな行政施策を推進するための基礎資料を作成するための研究

は必須（地域のチーム医療における薬剤師の機能を明らかにする実証研

究など）。 

○ 医薬品等による被害救済、副作用対策について、行政的対応が求められ

た場合、これを適切に行うための調査研究等は必須（Ｃ型肝炎救済特別

措置法に基づいた救済の推進のための研究など） 

 

（３）研究事業の方向性 

医薬品・医療機器等の品質・安全性の確保対策や、血液事業、薬物乱用対策、薬

剤師の資質向上等、薬事行政における課題の解決に向けて、科学的合理性と社会的

正当性に基づいた規制・取締・制度設計等を行うための根拠の創出に資する研究を

進める。 

○3 年後に達成する目標・成果 

・規制薬物３０物質に対する分析法の整備、各物質の代謝物の探索 

・継続的に我が国の依存性薬物の乱用状況の実態を調査し、変化を把握する。 

・危険ドラッグの成分を分析し、新規物質の毒性評価、分析法を開発する。 

・危険ドラッグの成分を包括的に規制するための毒性評価を実施する。 

・多職種によるチーム医療や地域包括ケアシステムにおける薬剤師の実態調査結

果１式 

・ カンボジア王国献血思想普及 5 カ年 Action Plan の策定 1 件 

・ 若年層に対する、新たな献血推進策の策定 1 件 

 

○5 年後に達成する目標・成果 
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・多職種によるチーム医療や地域包括ケアシステムにおいて薬剤師の活用を推進

するためのガイドライン策定１件 

・ 赤血球製剤に対する不活化技術の確立 1 件 

・ カンボジアでの成功例をもとに、アジア諸国での献血推進普及の実践 1 件 

・ アジア諸国との血漿分画製剤に関する製造技術協力体制構築 1 件 

 

○10 年後に達成する目標・成果 

・多職種によるチーム医療や地域包括ケアシステムにおいて薬剤師が有効活用さ

れる。 

・ 人工血液を含めた、新たな需給バランスの検討 1 件 

 

（４）研究事業の成果の政策等への活用（公的研究としての意義） 

○直接的な利用 

薬事規制の見直しや制度設計等に資するエビデンスを創出し、薬事行政の諸施策 

に活用すること 

・規制薬物の分析法、各種代謝物のデータを整備する 

 ・薬物乱用の実態把握により、必要な対策の検討資料とする。 

 ・新たな乱用薬物を迅速に把握し、速やかに規制をする。 

 ・類似物質を包括的に指定薬物とする根拠資料とする。 

・医薬品の品質確保に関する各種ガイドラインの国際調和に利用する予定である。 

・医薬品 GMP 分野における PIC/S ガイドラインの国内ガイドラインへの導入に利

用する予定である。 

・再生医療等製品の品質確保に関する GTP 関係ガイドラインの国際調和に利用す

る予定である。 

・多職種によるチーム医療や地域包括ケアシステムにおける薬剤師の活用を推進

するためのガイドラインについて薬剤師のあるべき姿として周知すること等を

予定している。 

・カンボジアをはじめ、開発途上国への献血制度や安全確保に関する技術協力、

新興感染症に対する献血制限などの政策、献血推進策の策定、日本赤十字社の

採血基準の見直し等に活用する。 

 

○間接的な利用 

薬事行政の課題を検討する過程等における参考としての背景データ、基礎データ

等として活用する。 

・迅速な法規制に加え、整備された規制薬物の分析法等を活用し、迅速な取締り

に活用する。 

・ワクチンの国家検定試験法について、簡略化や試験方法の改良の検討に資する
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基礎データとして活用する予定である。 

・食薬区分における新規成分本質等の医薬品該当性の判断の検討に資する基礎デ

ータとして活用する予定である。 

・広告監視モニター制度の検討に資する基礎データとして活用する予定である。 

・薬剤師の実態調査結果は、薬剤師の活用に関する政策に加え、適切な医薬分業、

医療スタッフの協働、診療報酬改定を検討する過程等における参考としての背

景データ、基礎データ等として活用する予定である。 

・日本赤十字社の将来の事業計画、血液分画製剤の製造体制や海外戦略の検討な

どに活用される。 

 

○波及効果等 

当事業を実施することにより、医薬品・医療機器等の品質、有効性及び安全性の 

評価、市販後安全対策、血液製剤の安全性・品質向上、並びに乱用薬物への対策等

を政策として実行し、円滑な日本の薬事行政に資する。 

・適切な規制の実施により、規制薬物の取締りが進み、薬物の違法流通が抑制さ

れ、薬物乱用が減少し、国民の保健衛生の向上に寄与する。 

・医薬品の品質分析・評価技術に関連する技術水準の向上が期待される。 

・チーム医療や地域包括ケアシステムにおける薬剤師の活用を推進することによ

り、適正な薬物治療の実施の他、医療スタッフの負担の分担、適切な医療提供

体制の構築等に資することが期待される。 

・カンボジアでの献血思想普及支援のプロジェクトは国際的にも注目を集めてい

る。献血制度や安全性を高める技術の伝承により、アジア諸国での日本のプレ

ゼンス向上に貢献することが期待される。 

・血液需要の増大と少子高齢化による献血血液量の不足に対する、国民の意識の

高まりが期待される。 

 

（５）実用化に向けた取り組み 

その時々の行政課題に対して課題を設定し、予算を配分する。 

・新たに規制された薬物について、行政と情報交換しつつ迅速に分析法等の検討を

行う。 

・新たに発見された薬物の情報（乱用状況、毒性情報等）を随時行政と情報交換す

る。 

・指定薬物の効果的な包括指定の範囲について、行政と協議して検討する。 

・多職種によるチーム医療や地域包括ケアシステムにおいて薬剤師の活用を推進す

るためのガイドラインを策定し、薬剤師の有効活用を推進する。 

・ 新興感染症の発生と流行に迅速に対応出来るよう、スクリーニング方法の開発と

検討を進める。 
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・ 将来の血液需要の増大と、献血血液量の減少に備えて、有効な献血推進策の策定

を進める。 

・ アジア諸国へ日本の献血普及に関する技術を伝承するなどを通じて国際貢献を行

っている。 

 

 

３．研究事業と各戦略等との関係 

「健康・医療戦略」との

関係 

該当無し 

「医療分野研究開発推

進計画」との関係 

該当無し 

 

「保健医療２０３５」と

の関係 

【６.-２-】③ 予防・健康づくりに関する科学的エビデ

ンスに関し、世界で最もデータ集積が進んだ国を目指

す。 

【７.-４-】少子高齢化が進む中で、地域包括ケアを総

括的に進める者の育成を図るとともに、医療と福祉の多

職種連携を前提とした人材育成を実施すべきである。ま

た、現場のニーズや各職種の専門性にも十分配慮しつ

つ、地域包括ケアシステムを担う人材として、医療や福

祉の資格の共通基盤（養成課程等）を整備すべきである。

また、医療事務を担う職員や保険者の職員等、地域の保

健医療に関与する人材の資質の向上を図ることが重要

である。 

「厚労行政の推進に資

する研究に関する委員

会報告書」との関係 

【第１-】17．医薬品・医療機器等レギュラトリーサイ

エンス政策研究事業 

 

 

４．研究事業と関係省庁の研究事業等との関係 

文部科学省・経済産業省、及

び他の省庁の研究事業等と

の関係 

なし。 

厚生労働省が実施する研究

事業との関係 

なし。 

 

ＡＭＥＤが実施する研究事

業との関係 

AMED において実施している「医薬品等規制調

和・評価研究事業｣は、革新的医薬品等の品質、有

効瑛及び安全性に係る各種試験系・評価系の開発
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や、データ収集システム等の環境整備に関する研究

を実施している。医薬品等規制調和評価研究事業と

相俟って、薬事領域における施策の見直しや制度設

計、政策の立案・実行等に繋げている。 

 

５．平成 28 年度の研究事業の方針 

（１）推進分野（※） 

設定する

推進分野 

・無承認無許可医薬品等の薬事監視指導、麻薬・覚せい剤・危険ドラ

ッグ等の取締及び薬物乱用防止対策 

・血液安全対策、献血の推進 

・薬局・薬剤師に関する取組 

・医薬品等の被害救済、副作用対策のための調査 

 

設定した

理由 

・社会的な問題となっている危険ドラッグ対策において、指定薬物の

早期指定など、危険ドラッグ対策のための科学的根拠を与える研究

は必須。この他、無承認無許可医薬品の監視指導、ワクチン等の国

家検定、医薬品等製造の監視指導などについて、近年の国内外の動

向等を踏まえ、新たに効果的な手法開発を行う場合に研究は必須。 

・血液製剤の国内自給に向けた国内献血の推進に活用するため、近年

の国内外の動向等を踏まえ、 

  ・献血推進のための新たな手法開発（新たな広報戦略等の開発） 

  ・新たな採血基準や血液製剤の保存法等の設定 

などのための科学的根拠を与える研究は必須。 

・薬剤師の機能について、近年の社会的な動向を踏まえ、新たな行政

施策を推進するための基礎資料を作成するための研究は必須（地域

のチーム医療における薬剤師の機能を明らかにする実証研究な

ど）。 

・医薬品等による被害救済、副作用対策について、行政的対応が求め

られた場合、これを適切に行うための調査研究等は必須（Ｃ型肝炎

救済特別措置法に基づいた救済の推進のための研究など） 

期待され

る成果 

・これらの分野の推進により、未承認未許可医薬品による健康被害の

発生の防止や血液製剤の安全性向上、薬剤師のチーム医療への貢献

が期待されるほか、薬害被害者の状況や課題等を把握することがで

きる。 

 

（２）継続的に推進すべき研究領域 

①  依存性薬物に関する研究 
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・有効な薬物乱用対策を実施するために必要不可欠な情報を得るための行政研究

として重要な研究領域であり、研究を継続することが必要である。「薬物乱用

防止五カ年戦略」（薬物乱用対策推進会議決定）においても推進することとさ

れている。 

・これまで我が国の薬物乱用実態の調査、危険ドラッグの成分を規制するための

根拠（毒性情報等）を収集した。 

 

②  医薬品等の品質確保に関する研究 

・平成 26 年度は、12 件のガイドラインの作成等を行った。 

・今後とも、継続的に、各種ガイドラインの作成等を行っていく必要がある。 

 

③  薬局・薬剤師の機能に関する研究 

・近年の社会情勢の変化を踏まえた望ましい形の「かかりつけ薬局」を推進する

ための指針として、平成 26 年１月に「薬局の求められる機能とあるべき姿」を

公表した。 

・今後は、上記指針を踏まえて、薬局・薬剤師単独ではなく、多職種によるチー

ム医療や地域包括ケアシステムにおける薬局・薬剤師の有効活用を推進するた

めに、調査研究を実施する必要がある。 

 

 

（３）今後新たに推進すべき研究領域 

●医薬品等の回収の判断基準の策定に関する研究 

・医薬品等の回収（自主回収、回収命令に基づく回収）の要否については、一般

的な考え方を行政通知により示しているのみであり、医薬品、医療機器等の製

品の特性に応じた、より詳細な判断基準が明確にされていない。 

・求められる成果は、わが国における医薬品等の回収事例の現状、国際的な回収

基準等に関する情報を整理し、これらの情報をもとにした、回収の判断基準案

の策定である。 

●規制薬物の分析と鑑別に関する研究 

・研究期間中、各年度で規制薬物１０化合物について分析方法、代謝物に関する

基礎的データを収集する。規制薬物の取締に利用可能な分析法の整備を行う。 

 

※「研究助成の改善等に向けた基本的な方向性」（平成 22 年 7 月 29 日厚生労働省

の研究助成等のあり方に関する省内検討会）において、各研究事業のメリハリの

ある配分を行う観点から、当該年度で特に重視し配分する研究分野（事前評価に

おいても考慮）をいう。 
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６．研究事業の評価 

（１）必要性の 

観点から 

本事業を通じて得られた成果は、薬事監視、血液対策及び薬物

乱用対策等の薬事規制全般が科学的根拠に立脚して実施されて

いることの裏付けとなり、薬事行政・血液行政上の諸施策に必要

である。 

平成 26 年度には、危険ドラッグに含まれるカチノン系化合物

の中枢神経系に対する毒性評価を実施し、800 物質以上のカチノ

ン系化合物を平成 26 年 5 月 1 日に指定薬物として包括指定を行

った。 

 

（２）効率性の 

観点から 

研究・実施体制も妥当であり、必要かつ効率的な研究事業であ

る。 

 

（３）有効性の 

観点から 

当事業を実施することにより、乱用薬物への対策、血液製剤の

安定供給、並びに薬剤師の有効活用等を政策として実行し、円滑

な日本の薬事行政に資する。平成 28 年度からは新規に医薬品等

の回収の要否についての詳細な判断基準の策定のための研究を

立ち上げる。製造販売業者等が適切に回収を行うことにより国民

の健康被害を防ぐ。 

 

（４）総合評価 本研究により、薬事監視、血液製剤の安全性・品質向上及び薬

物乱用への対策等が推進され、保健衛生の向上につながる。 
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１．研究事業の基本情報 

分野名 

プロジェクト名 

厚生労働省 「Ⅳ．健康安全確保総合研究分野」 

研究事業名 
化学物質リスク研究事業  

主管部局（課室） 厚生労働省医薬食品局審査管理課化学物質安全対策室 

関係部局  

 

２．これまでの研究事業の予算、課題採択の状況 

 予算額（単位：千円） 申請件数（件） 採択件数（件） 

平成 25 年度 630,140 52 26 

平成 26 年度 504,112 48 26 

平成 27 年度 504,112 43 25 

※平成 25 年度は日本医療研究開発機構の対象経費及び対象外経費の合算になって

いる。 

※予算額は推進事業の経費を含む（厚生労働省が実施する研究事業のみ）。 

 

３．研究事業の概要 

（１）化学物質の安全対策の現状と課題 

○ 化学物質の安全対策の課題としては、 

① 化学物質の有害性評価の迅速化・高度化・標準化 

② 化学物質の子どもへの影響評価 

③ ナノマテリアルのヒト健康への影響評価 

④ シックハウス（室内空気汚染）対策 

等がある。 

○ これらの課題に対して、化学物質審査規制法による化学物質の規制、毒物及

び劇物取締法による毒物・劇物の規制、家庭用品規制法による家庭用品の安全

対策、シックハウス（室内空気汚染）対策としての室内濃度指針値の設定等の

対策を実施している。 

（２）行政施策と研究事業の関係 

本研究事業と行政施策との関係は（１）～（３）に掲げるとおりである。化学

物質対策領域における施策の見直しや制度設計、政策の立案・実行等に繋げてい

る。 

（１）化学物質の有害性評価の迅速化・高度化・標準化 

○ 2020 年までに化学物質の毒性を網羅的に把握することは、化学物質管理にお

ける国際的な政策課題であり、この課題の解決に向けた化学物質の有害性評価
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の迅速化・高度化・標準化に関する研究が必要である。 

（２）化学物質の新たなリスク評価手法の開発 

○ 国際的に化学物質から子どもを守る取り組みが求められているため、化学物

質により乳幼児・胎児等の高感受性集団が受ける影響の評価手法に関する研究

が必要である。 

○ ナノマテリアル等の新規素材によるヒト健康影響のデータが十分ではなく、

国際的にも安全性評価が課題となっているため、新たなリスク評価手法に関す

る研究が必要である。 

（３）シックハウス（室内空気汚染）対策 

○ 現在 13 物質の室内濃度指針値が定められているが、新規の代替物質等による

問題への懸念等を踏まえ、公的な指針値の作成・見直しに向けたシックハウス

（室内空気汚染）に係る実態調査やリスク評価等に関する研究が必要である。 

（３）研究事業の方向性 

○ 化学物質リスク研究事業は、日々の国民生活に利用される化学物質の有用性

を踏まえ、化学物質を利用する上でヒト健康への影響を最小限に抑える目的で

行う種々の行政施策の科学的基盤となる事業であり、国民生活の安全確保に大

いに寄与する不可欠なものである。このため、化学物質の有害性評価の迅速化・

高度化・標準化に関する研究、化学物質の新たなリスク評価手法の開発（化学

物質の子どもへの影響評価、ナノマテリアルのヒト健康への影響評価）に関す

る研究、シックハウス（室内空気汚染）対策に関する研究などを推進する必要

がある。また、本研究事業で得られた成果は、化学物質審査規制法、毒物及び

劇物取締法、家庭用品規制法、その他の分野へ活用し国内における施策への反

映のみならず、国内外において化学物質の安全性評価に係る基礎データとして

活用し国際的な試験法ガイドライン等にも直結するなど、国際貢献にも資する

ものである。 

（４）研究事業の成果の政策等への活用（公的研究としての意義） 

○直接的な利用 

化学物質の安全性評価手法として、OECD テストガイドラインとしての国際貢献

に活用するとともに、化審法等における化学物質の安全性評価に活用する予定で

ある。 

○間接的な利用 

化学物質の子どもへの影響評価、ナノマテリアルのヒト健康への影響評価、シ

ックハウス（室内空気汚染）対策を検討する過程等における参考としての背景デ

ータ、基礎データ等として活用する予定である。 

○波及効果等 

化学物質の安全性評価に関連する技術水準の向上が期待される。 

（５）実用化に向けた取り組み 
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該当無し 

 

４．研究事業と各戦略等との関係 

「健康・医療戦

略」との関係 

なし 

「医療分野研究

開発推進計画」と

の関係 

【Ⅱ-１．-（１）-②-】②「循環型研究開発」の推進とオープ

ンイノベーションの実現 

●レギュラトリーサイエンスの推進 

・日本が世界に先駆けて開発する核酸医薬の副作用評価法に関

する研究、最先端技術に対応した新たな品質公定試験法や動

物代替試験法等の新たな安全性試験法の開発等を行う。 

「保健医療 2035」

との関係 

なし 

「厚生労働行政

の推進に資する

研究に関する委

員会報告書」との

関係 

【第２-】24. 化学物質リスク研究事業 

 

 

５．研究事業と関係省庁の研究事業等との関係 

文部科学

省・経済産業

省、及び他の

省庁の研究

事業等との

関係 

厚生労働省では、人の健康を損なうおそれある化学物質に対して

環境衛生上の観点に基づく評価及びこれに基づく管理等、経済産業

省は、産業活動の観点から化学物質の管理等、環境省は、化学物質

の管理の改善促進に関する環境保全の観点からの基準等の策定等を

担当している。これらは、連絡会等を活用して連携を図りながら進

めている。 

厚生労働省

が実施する

研究事業と

の関係 

－ 

ＡＭＥＤが

実施する研

究事業との

関係 

－ 

 

６．平成 28 年度の研究事業の方針 
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（１）推進分野（※） 

設定する

推進分野 

①  化学物質の有害性評価の迅速化・高度化・標準化に関する研究 

②化学物質の子どもへの影響評価に関する研究 

③ナノマテリアルのヒト健康影響の評価手法に関する研究 

④シックハウス（室内空気汚染）対策に関する研究 

設定した

理由 

○ 国際的な化学物質管理で合意された目標に基づく政策目標の実

現に向け、動物愛護の観点も含め、動物試験代替法を含む OECD テ

ストガイドラインの策定への貢献を引き続き進めるとともに、化学

物質により乳幼児・胎児などの脆弱層が受ける可能性のある健康影

響、ナノマテリアルなどこれまでにない新規素材により受ける可能

性のある健康影響に関しては、これまでの毒性評価に使用されてき

た手法では検出困難なメカニズムや動態による毒性が発現しうる

ことも指摘されており、これら領域での物質・素材の安全性を適切

に評価する方法を開発することが急務である。 

○ また、化学物質等によるシックハウス（室内空気汚染）対策につ

いては、2015 年 3 月現在 13 物質について室内濃度指針値が定めら

れているところ、生活環境における新規の代替物質等による問題が

懸念されていること等を踏まえ、シックハウス（室内空気汚染）に

係る実態調査等を実施し、その結果を踏まえて所要の検討を行うこ

とが急務である。 

期待され

る成果 

○ 本分野の推進により、新たな毒性メカニズムを有する物質や新規

素材の安全性評価が進展するとともに、これら分野において化学物

質の安全性が十分に解明されていないことによる安全性への不

安・心配の解消も期待される。 

（２）継続的に推進すべき研究領域 

①化学物質の有害性評価の迅速化・高度化・標準化に関する研究 

○ これまで、遺伝毒性試験 in vivo コメットアッセイを開発し国際的な第三

者評価を受け、OECD テストガイドラインとして承認された。 

○ 今後、引き続き OECD テストガイドラインや化審法のガイドラインにつなが

る試験法を開発するとともに、QSAR やカテゴリーアプローチ等の予測的な評

価方法の開発、動物実験に関する３Ｒ（削減、苦痛の軽減、置き換え）に資

する評価法の開発等を推進する必要がある。 

②化学物質の子どもへの影響評価に関する研究 

○ 疫学研究により、小児や妊婦（胎児）に対する影響の可能性が示唆される

化学物質が確認されたが、直接的な影響や因果関係は未だ解明されるに至っ

ていない。 

○ 今後、小児や妊婦（胎児）など化学物質に対して脆弱と考えられる集団に
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関して、生体の恒常性維持メカニズムの綻び等に着目したこれら集団に特有

の有害性発現メカニズムの解明を通じ、新たな毒性概念を確立し、これら高

感受性集団に対する作用を検出可能な評価手法の開発に資する研究を推進す

る必要がある。 

③ナノマテリアルのヒト健康影響の評価手法に関する研究 

○ 動物実験により、毒性発現のメカニズムは明らかではないものの、カーボ

ンナノチューブのサイズにより発がん性の有無等に差が見られることが確認

された。 

○ 今後、人の健康への影響を評価する手法を開発し、その手法に基づきナノ

マテリアルの有害性情報等を集積する研究を推進する必要がある。 

④シックハウス（室内空気汚染）対策に関する研究 

○ これまで、シックハウス（室内空気汚染）問題に関し、公的な指針値の作

成・見直しに向け、その基礎となる室内濃度の実態調査等のデータを取得し

た。 

○ 今後、新規の代替物質等による問題への懸念等を踏まえ、当該物質のハザ

ード評価及びばく露評価の両面から研究を推進するとともに、当該物質の室

内濃度測定法の開発等に資する研究を推進する必要がある。 

（３）今後新たに推進すべき研究領域 

該当無し 

※「研究助成の改善等に向けた基本的な方向性」（平成 22 年 7 月 29 日厚生労働省

の研究助成等のあり方に関する省内検討会）において、各研究事業のメリハリの

ある配分を行う観点から、当該年度で特に重視し配分する研究分野（事前評価に

おいても考慮）をいう。 

 

７．研究事業の評価 

（１）必要性の 

観点から 

本研究事業は、日々の国民生活に利用される化学物質の有用性

を踏まえ、化学物質を利用する上でヒト健康への影響を最小限に

抑える目的で行う種々の行政施策の科学的基盤となる事業であ

り、以下に掲げるとおり、国民生活の安全確保に大いに寄与する

不可欠なものである。 

・2020 年までに化学物質の毒性を網羅的に把握することは、化

学物質管理における国際的な政策課題であり、この課題の解

決に向けた化学物質の有害性評価の迅速化・高度化に関する

研究は必須である。 

・国際的に化学物質から子どもを守る取り組みが求められてい

るため、化学物質により乳幼児・胎児等の高感受性集団が受

ける影響の評価手法に関する研究は必須である。 
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・ナノマテリアル等の新規素材によるヒト健康影響のデータが

十分ではなく、国際的にも安全性評価が課題となっているた

め、新たなリスク評価手法に関する研究は必須である。 

・現在 13 物質の室内濃度指針値が定められているが、新規の代

替物質等による問題への懸念等を踏まえ、公的な指針値の作

成・見直しに向けたシックハウス（室内空気汚染）に係る実態

調査やリスク評価等に関する研究は必須である。 

 

（２）効率性の 

観点から 

化学物質リスク研究事業企画運営委員会を設置し、本事業の方

針や課題の設定について助言を受け、また、事前、中間・事後評

価の結果を各研究者にフィードバックすることはもちろんのこ

と、必要に応じて化学物質安全対策室の職員が班会議に出席し、

必要な指摘を行うなど、進捗管理を行っている。 

また、化学物質安全対策の研究拠点でもある国立医薬品食品衛

生研究所が Funding Agency として研究費配分機能を担うことで、

化学物質安全対策に関する実状把握、研究管理とが一元的になさ

れるよう配慮している。 

 

（３）有効性の 

観点から 

本研究事業で得られた成果は、化学物質審査規制法、毒物及び

劇物取締法、家庭用品規制法、その他の分野へ活用し国内におけ

る施策への反映のみならず、国内外において化学物質の安全性評

価に係る基礎データとして活用し国際的な試験法ガイドライン

等にも直結するなど、国際貢献にも資するものである。 

 

（４）総合評価 本研究事業は、日々の国民生活に利用される化学物質の有用性

を踏まえ、化学物質を利用する上でヒト健康への影響を最小限に

抑える目的で行う種々の行政施策の科学的基盤となる事業であ

り、国民生活の安全確保に大いに寄与する不可欠なものである。

研究事業の推進にあたっては、研究班会議への出席など進捗管理

が適切に行われており、研究は効率的に遂行されている。また、

本研究事業で得られた成果は、化学物質審査規制法、毒物及び劇

物取締法、家庭用品規制法、その他の分野へ活用し国内における

施策への反映のみならず、国内外において化学物質の安全性評価

に係る基礎データとして活用し国際的な試験法ガイドライン等

にも直結するなど、国際貢献にも資するものである。 

化学物質によるリスクを最小化した状態で使用することが化

学物質管理の国際的目標であり、この達成に向けて引き続き国際
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協調の下で化学物質の有害性評価を進めていくべきである。本研

究事業では、この目標達成のため化学物質の有害性評価の迅速

化、高度化に取り組むとともに、ナノマテリアル等の新規素材の

安全性や子どもなどに対する化学物質の安全性、新規の代替物質

によるシックハウス（室内空気汚染）の問題について、調査や評

価を進め、国民の不安解消、安全な生活の確保に資する成果の取

得を目指すべきである。研究の実施に当たっては、同じ研究分野

の研究班同士の意見交換を積極的に実施するとともに、将来の化

学物質の有害性評価を担う若手研究者の育成も念頭に置くこと

が必要である。 
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１．研究事業の基本情報 

分野名 

プロジェクト名 

厚生労働省 「Ⅳ．健康安全確保総合研究分野」 

 

研究事業名 
健康安全・危機管理対策総合研究事業  

主管部局（課室） 厚生労働省健康局がん対策・健康増進課地域保健室 

関係部局 大臣官房厚生科学課健康危機管理・災害対策室、健康局生活衛

生課・水道課 

 

２．これまでの研究事業の予算、課題採択の状況 

 予算額（単位：千円） 申請件数（件） 採択件数（件） 

平成 25 年度 448,187 

（復興特会 200,000 含む） 

54 34 

平成 26 年度 398,550 

（復興特会 200,000 含む） 

38 33 

平成 27 年度 298,550 41 24 

※平成 25 年度は日本医療研究開発機構の対象経費及び対象外経費の合算になって

いる。 

※予算額は推進事業の経費を含む（厚生労働省が実施する研究事業のみ）。 

 

３．研究事業の概要 

（１）健康安全・危機管理対策の現状と課題 

健康危機管理は「厚生労働省健康危機管理基本指針」において、「感染症、医薬

品、食中毒、飲料水汚染その他何らかの原因により生じる国民の生命、健康の安

全を脅かす事態に対して行われる健康危機の発生予防、拡大防止、治療等に関す

る業務のことをいい、厚生労働省の所管に属するものをいう。」と定義されてお

り、また、原因不明健康危機、地震・津波等の災害有事、感染症、食品安全のほ

か、介護等安全、児童虐待等の幅広い分野での対応が求められている。 

本研究事業は、国レベル、地域レベルで、これらの様々な健康危機事象に効果

的に対応するために、 

・関係機関等との連携に基づく健康危機管理体制の整備 

・具体的な対応能力の向上のための人材育成の推進 

・科学的根拠に基づいた対応方策の確立 

などに資する具体的かつ実践的な研究を実施し、全国に普及でき、かつ政策反映

に資する研究成果を産出することを目的とする。 

本研究事業は、地域保健基盤形成、水安全対策、生活環境安全対策、健康危機管
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理・テロリズム対策の四つの分野における研究を実施し、それぞれの分野におい

て社会のニーズに応じた研究を継続して推進していく。 

 

①  地域保健基盤形成分野に関する行政上の課題と現状 

地域保健基盤形成分野に関する行政上の課題として、近年、国民の生活スタイ

ルの変化、健康課題の変化、大規模な自然災害、食中毒事案の広域化、新型イン

フルエンザ等の新たな感染症の脅威など近年の地域保健を取り巻く状況は大きく

変化しており、地域保健行政は、多様な役割が求められるようになっていること

が挙げられる。 

こうした多様化する健康危機事象に対し、地域において適切かつ迅速な対応が

可能となるよう、健康危機管理対策の研究を推進している。また、地域保健行政

の方向性を明確化し、人材の育成、情報収集・情報共有体制や対応する組織の整

備等に関する研究を推進している。 

 

②  水安全対策に関する行政上の課題と現状 

 水安全対策に関する行政上の課題は、水源に汚染物質が流入することで大規模

な取水障害や断水を引き起こす恐れがあるとともに、クリプトスポリジウム等の

耐塩素性微生物汚染が懸念されているにもかかわらず対策設備が導入されていな

い小規模水道が数多く残存する等があげられる。 

これらの課題に対して、国民に対し安全・安心な水を安定して供給していくた

めに、安全・安心な水の要件である水道水質基準を定期的に見直すための研究と

ともに、原水水質の悪化、突発的水質事故、災害等に対しても清浄な水を可能な

限り安定的に供給していくための水安全対策の強化のための研究を実施してい

る。 

 

③  生活環境安全対策に関する行政上の課題と現状 

 生活環境安全対策に関する行政上の課題として常時挙げられる生活環境の適切

な保持に対して、建築物や生活衛生関係営業等に関係する生活環境に関する研究

を行っている。生活環境の適切な保持が行われない場合、①短時間に重症の健康

被害が大量に発生する。②同時期に複数の者が非特異的な健康被害を訴える。③

早期に対応がなされないと、危機的状況を招く等の恐れがあり、これらの健康危

機の未然防止及び発生時に備えた準備、発生時の適切な対応等に関する研究を推

進している。室内空気汚染問題をはじめとした建築物における空気環境や給排水

等の衛生的環境の確保に関する研究、公衆浴場等の生活衛生関係営業における衛

生的環境の確保に関する研究、その他生活環境が人体に及ぼす影響等の研究を実

施している。 
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④  健康危機管理・テロリズム対策に関する行政上の課題と現状 

 健康危機管理・テロリズム対策に関する行政上の課題は、シリアでの邦人殺害

テロ事件やチュニジアにおける銃撃テロ事件など、国内外における邦人の安全が

脅かされる事態が発生していることを受けて、政府のテロ対策徹底・強化が求め

られていることである。 

 これらの課題に対し、CBRNE（化学剤、生物剤、核・放射性物質、爆発物）テロ

リズム等の健康危機対策として、初動対応から医療対応に至る体制、原因究明、

事後の検証・健康管理に関する研究、及びその基盤システムの構築、関係機関・

専門家の養成・国内外のネットワーク構築の促進等に関する研究を推進している。 

 

（２）行政施策と研究事業の関係 

本研究事業は、国民の安全・安心と健康を確保するための研究事業であり、地

域保健基盤形成、水安全対策、生活環境安全対策、健康危機管理・テロリズム対

策の四つの分野における研究を実施し、それぞれの分野において社会のニーズに

応じた研究を継続して推進していく。 

（１）の課題を解決するために、平成28年度は、各分野において以下の研究を

推進する。 

地域保健基盤形成分野では 

・保健医療福祉計画策定のためのデータ基盤構築に関する研究 

・広域大規模災害時における地域保健支援・受援体制構築に関する研究 

  ・地域健康安全に係る効果的・効率的な情報発信に関する研究 

 ・保健所の役割と連携の在り方に関する研究 

  ・地域保健の中核となる住民組織活動（ソーシャルキャピタル）の健康増進

活動への活用に関する研究 

・地域の特性に応じた保健活動の構造分析と最適化ツール開発に関する研究 

  ・大規模災害対策において統括的な役割を担う保健師の取り扱う情報等の標

準化に関する研究 

 更に、指定研究として以下の２つを継続する。 

 ・岩手県における東日本大震災被災者の支援を目的とした大規模コホート研

究 

・宮城県における東日本大震災被災者の健康状態等に関する研究 

 

水安全対策分野では 

・自家用水道の管理水準の向上及び災害時の活用に関する総合研究 

・水道における連続監視の最適化および浄水プロセスでの処理性能評価に 

関する研究 

・地表水を対象とした紫外線処理の適用に関する研究 
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・環境調和型水供給システムの構築に関する研究 

・水道中の化学物質等の新たな評価に関する研究 

 

生活環境安全対策分野では、 

・公衆浴場等におけるレジオネラ属菌の検査方法の改良及び簡便化並びに新た

な消毒方法に関する研究、 

・建築物環境衛生管理及びシックハウス症候群の対策に関する研究、 

・墓地埋葬行政に資する研究 

・エステティックの施術に起因する健康被害の実態を踏まえた衛生管理に関す

る研究 

 

健康危機管理・テロリズム対策分野では、 

・CBRNEテロリズム等の健康危機事態における原因究明や医療対応の向上に資す

る基盤構築に関する研究 

・特殊災害に対するシミュレーション等訓練・対応手法検討ツールの開発に関す

る研究 

 

（３）研究事業の方向性 

①  地域保健基盤形成 

○広域大規模災害時における地域保健支援・受援体制構築については、平成 28

年度末までに DHEAT の構成・役割等の明確化を行う。これと平行して DHEAT

養成研修を平成 27 年度中に試行的に開始し、平成 28 年度から本格的に実施

する。さらに、DHEAT 派遣システムの構築等の体制整備を進め、平成 29 年度

から DHEAT 体制が本格的に始動することを目指す。 

○保健医療福祉計画策定のためのデータ基盤については、平成 28 年度末までに

構築し、分析活用の手引きを含む DVD を作成して自治体等に配布する。 

○地域健康安全に係る効果的・効率的な情報発信については、平成 29 年度末ま

でに地域健康安全に係るデータベースと情報発信体制を構築する。このうち

熱中症については、平成 28 年度 7 月から新しいシステムで医療機関における

熱中症患者に係る情報収集・情報発信を開始する。 

○保健所の役割と連携の在り方に関する研究については、平成 28 年度中に全国

の保健所の実態調査を行い、都道府県型保健所、政令市型保健所などそれぞ

れの保健所が現状として担っている役割を明らかにした上で、今後保健所に

求められる役割や他機関との連携の在り方など、保健所に関する課題を明ら

かにする。 

○ソーシャルキャピタルの健康増進活動への活用については、平成 28 年度中に

ソーシャルキャピタルが取り組んでいる健康日本２１及び健やか親子２１の
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項目に関する実態把握を行い、ソーシャルキャピタルが取り組みやすい項目

や、今後新たにソーシャルキャピタルの育成が必要な項目などの分析・解析

を行う。また、現状としてソーシャルキャピタルが健康増進計画など保健福

祉計画の推進に関与している自治体は少数だが、その要因と改善方法に関す

る検討を行う。平成 29 年度末までにソーシャルキャピタルの健康増進活動へ

の活用を全国展開するに当たっての課題整理と解決策の検討を行い、健康日

本２１におけるソーシャルキャピタルの活用を推進していく。 

○地域の特性に応じた保健活動の構造分析と最適化ツール開発については、平

成 30 年度末までに、地域特性に応じた地域保健活動のモデルの提示、地域特

性を明らかにする地区診断ツール及び地域保健事業の評価ツール等を含めた

「地域特性に応じた保健活動推進ガイドライン」を開発し、大きく変化する

社会情勢の中で地域保健活動を一層効果的に実施するための体制整備を推進

していく。 

○大規模災害対策において統括的な役割を担う保健師の取り扱う情報等の標準

化については、平成 29 年度末までに、各自治体において保健活動の組織横断

的な総合調整や技術指導等の統括的な役割を担う保健師が取り扱うべき情報

等を標準化するツールの開発と大規模災害対策における管理実践に係るマニ

ュアルを作成し、各自治体の大規模災害時における保健活動がより機能的に

実施される体制整備を推進していく。 

 

②  水安全対策 

 水安全対策に関する研究を通じて、 

○ 微量化学物質等の評価手法を確立するとともに、当該評価手法に基づき水 

質管理対策を実施していく。 

○ 環境と調和した水道システムを提案するとともに、適用可能な水道事業に

当該水道システムを導入していく。 

○ 耐塩素性微生物に対応できる新しい浄水処理技術の開発や微量化学物質の

原水汚染に関する水質監視手法を確立するとともに、当該技術による水安全

対策を実施していく。 

 

③  生活環境安全対策 

○ レジオネラ属菌の検査方法の改良及び簡便化並びに新たな消毒方法に関す

る研究については、国内の感染状況調査を行いつつ、現行の検査方法及び消

毒方法の検証と新たな方法を探索し、現行の衛生管理要領の更新に向けた知

見の収集を実施するとともに、検査実施体制の改善のために研修マニュアル

の作成や外部精度管理のあり方を検討する。 

○ 建築物環境衛生管理及びシックハウス症候群の対策に関する研究について
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は、建築物を巡る状況（社会的、技術的動向）を踏まえ、法令上の基準や自

治体レベルでの行政手法の課題等について把握し、今後のあり方を検討する

とともに、シックハウス症候群に係る現行の診断基準等について最新の知見

を集積・導入しつつ検証する。 

○ 墓地埋葬行政に資する研究については、国内外の様々な葬送方法の実態及

び各地方公共団体における対応方法を調査し、その課題を抽出・整理した上

で、地方公共団体における対応のあり方を検討する。 

○ エステティックの施術に起因する健康被害の実態を踏まえた衛生管理に関

する研究については、危害情報の収集により得られた情報に基づき、エステ

ティックに接する当事者へのアンケート調査や施設等の衛生状況調査を実施

した結果により、適時、自主衛生基準の見直しを行い、併せて危害防止策の

提案及び消費者や技術者に対する啓発活動を継続する。 

 

④  健康危機管理・テロリズム対策 

○ CBRNE テロリズム等の健康危機事態における原因究明や医療対応の向上に資

する基盤構築に関する研究では、健康危機管理、テロリズム対策に関する国内

外の最新知見を集約しつつ、早期検知による初動の迅速化、原因究明、事後の

検証・健康管理等において厚生労働省の健康危機管理、テロリズム対策の強化

に資する提案を行う。 

○ 特殊災害に対するシミュレーション等訓練・対応手法検討ツールの開発に

関する研究では、CBRNE テロリズム等発生時の初動から医療に至るプレホスピ

タル対応を中心とした机上訓練等を通じて医療関係者のみならず幅広い初動

対応関係者からのフィードバックを得て対応を検討する。 

 

（４）研究事業の成果の政策等への活用（公的研究としての意義） 

①  地域保健基盤形成 

○広域大規模災害時における地域保健支援・受援体制構築の研究を通じ、国、

地方自治体における DHEAT 体制が構築されることになる。 

○市町村別のデータ基盤の構築により、地方自治体が保健医療福祉計画策定の

ために情報を活用することが極めて容易になる。また、共通して活用可能な

標準情報を用いることにより、医療費の効率化、健康増進、健康危機管理に

資する。 

○地域健康安全に係るデータベースと情報発信体制を構築することにより、地

方自治体や保健所・地方衛生研究所といった行政機関が容易に必要な情報を

入手できるようになり、住民等により効果的に情報発信をしていくことが可

能となる。 

○保健所に求められる役割や他機関との連携の在り方を明らかにし、保健所の
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機能強化に資する。 

○ソーシャルキャピタルを健康増進活動に活用するに当たっての課題整理と解

決策の提示を行い、ソーシャルキャピタルを活用した健康増進活動を推進す

る。 

○地域の特性に応じた保健活動の構造分析と最適化ツール開発及び「地域特性

に応じた保健活動推進ガイドライン」を開発することにより、大きく変化す

る社会情勢下での地域保健活動の効果的な推進に資する。 

○大規模災害対策において各自治体の統括的な役割を担う保健師の取り扱う情

報等を標準化することにより、大規模災害時における保健活動のより機能的

な推進資する。 

 

②  水安全対策 

  水安全対策に関する研究を通じて、 

○ 微量化学物質等の評価手法を確立するとともに、当該評価手法に基づき水 

質管理対策を実施していく。 

○ 環境と調和した水道システムを提案するとともに、適用可能な水道事業に

当該水道システムを導入していく。 

○ 耐塩素性微生物に対応できる新しい浄水処理技術の開発や微量化学物質の

原水汚染に関する水質監視手法を確立するとともに、当該技術による水安全

対策を実施していく。 

 

③  生活環境安全対策 

公衆浴場等のレジオネラ症対策に関する研究は、検査方法や消毒法の普及に

用いられると同時に、よりよい方法の探索も行うことで最新の知見を集積する

ことにより、衛生管理要領等の更新につなげる。併せて、検査体制の改善にも

寄与し、衛生管理が維持されることで国民生活の安全・安心につなげることを

目指す。 

シックハウス症候群対策を含む建築物衛生に関する研究は、建築物等の動向

を踏まえた研究結果について、法令等の基準や現場レベルでの指導手法等に反

映し、建築物の適切な維持管理等につなげる。 

墓地埋葬行政に資する研究は、国内外の様々な葬送方法の実態・課題を把握

し、地方公共団体における対応のあり方を検討するもので、様々な葬送が支障

なく行われることにより、国民の宗教的感情と調和が図られるとともに、公衆

衛生の確保に資することにつなげる。 

エステティックの衛生管理に関する研究は、国民生活センターなどに寄せら

れる危害情報に基づき、危害の内容に応じた調査を実施し、原因特定や防止策

の検討を行い、その結果に基づく衛生管理に関する有益な情報を消費者や技術
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者へフィードバックすることにより、エステティックサービスの安全な提供に

つなげることを目指す。 

 

④  健康危機管理・テロリズム対策 

 ○ 健康危機管理事態発生時の情報・人材ネットワーク基盤構築に関する研究 

で得られる健康危機管理、テロリズムに関する海外の最新知見は、我が国で

同様の事態が発生した際の施策の検討に活用する。 

○ CBRNE テロリズム等の健康危機事態における医療・公衆衛生対応に関する研

究については、CBRNE テロリズム等発生時のプレホスピタル対応に関する机上

訓練等を通じて、実際に CBRNE テロリズム等が発生した際の対応が機能的に行

われることに資する。 

 

（５）実用化に向けた取り組み 

①  地域保健基盤形成 

いずれの研究においても、平時の地域保健に係る健康安全体制の構築、あるい

は有事から有事発生後まで状況に応じた地域保健システム及び安全管理体制の

構築を、関連する地方自治体、保健所、地方衛生研究所、国立研究機関等の関係

者が連携して進めるとともに、研究の成果については、施策への反映や、手引き・

マニュアル等の成果物として関係者に情報提供するなど、具体的な取組を行う。 

 

②  水安全対策 

いずれの研究においても、水道事業に携わる関係者と連携を取って現場で起

きている課題に対する適切な対策を講じることが可能となる体制を組んで研究

を進めるとともに、研究の成果について、水質基準の見直しや検査方法の改善

等の水道水質管理に関する制度への反映を行うとともに、処理技術などのガイ

ドライン作成等実用化に向けた取組を行う。 

 

③  生活環境安全対策 

 いずれの研究においても、国民生活上の衛生環境の実態を把握しつつ、平常

時の監視と管理、発生時に備えた準備と適切な対応を効果的に実施するために

必要な科学的根拠と具体的な対策（基準の見直しやガイドライン作成など）を

講じる。 

 

④  健康危機管理・テロリズム対策 

  いずれの研究においても、健康危機管理、テロリズム対策に関わる多様な関

係者が連携して研究を進めるとともに、研究の成果については施策への反映や

関係者への情報提供を行うなどの取り組みを行う。 
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４．研究事業と各戦略等との関係 

「健康・医療戦略」との関係 該当なし 

「医療分野研究開発推進計画」と

の関係 

該当なし 

「保健医療 2035」との関係 

 

【６－３】①健康危機管理体制を確立する 

 

「厚生労働行政の推進に資する研

究に関する委員会報告書」との関

係 

【第２-】25．健康安全・危機管理対策総合研

究事業 

 

５．研究事業と関係省庁の研究事業等との関係 

文部科学省・経済産業省、及び他

の省庁の研究事業等との関係 

該当なし 

ＡＭＥＤが実施する研究事業との

関係 

 

該当なし 

 

６．平成 28 年度の研究事業の方針 

（１）推進分野（※） 

設定する

推進分野 

本研究事業は、国民の安全・安心と健康を確保するための研究事業

であり、地域保健基盤形成、水安全対策、生活環境安全対策、健康危

機管理・テロリズム対策の四つの分野における研究を実施し、それぞ

れの分野において社会のニーズに応じた研究を継続して推進してい

く。平成２８年度は、各分野において、以下の研究を推進する。 

地域保健基盤形成に関する研究分野では、情報提供体制を含む地域

保健に係る健康安全体制の整備や地域のソーシャルキャピタルの健

康増進活動への活用に関する研究とともに、有事から有事発生後まで

状況に応じた地域保健システム及び安全管理体制の構築を目指した

研究を推進する。 

水安全対策分野では水道の連続監視の最適化や浄水処理能力の評

価に関する研究、自家用水道の管理水準の確保及び災害時における活

用促進、表流水へ紫外線処理を適用、水道における気候変動の影響評

価とその適応策に関する研究、水道中の化学物質等の新たな評価に関

する研究を推進する。 

生活環境安全対策分野では、公衆浴場等のレジオネラ症対策に関す

る研究、シックハウス症候群対策を含む建築物衛生に関する研究、墓
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地埋葬行政に資する研究、エステティックの衛生管理に関する研究を

推進する。 

健康危機管理・テロリズム対策分野では、健康危機管理事態発生時

の情報・人材ネットワーク基盤構築に関する研究、CBRNEテロリズム

等の健康危機事態における医療・公衆衛生対応に関する研究を推進す

る。 

①  地域健康安全対策の基盤形成 

・保健医療福祉計画策定のためのデータ基盤構築に関する研究 

・広域大規模災害時における地域保健支援・受援体制構築に関す

る研究 

・地域健康安全に係る効果的・効率的な情報発信に関する研究 

・保健所の役割と連携の在り方に関する研究 

・地域保健の中核となる住民組織活動（ソーシャルキャピタル）

の健康増進活動への活用に関する研究 

・地域の特性に応じた保健活動の構造分析と最適化ツール開発に

関する研究 

・大規模災害対策において統括的な役割を担う保健師の取り扱う

情報等の標準化に関する研究 

・岩手県における東日本大震災被災者の支援を目的とした大規模

コホート研究 

・宮城県における東日本大震災被災者の健康状態等に関する研究 

 

② 水安全対策 

・自家用水道の管理水準の向上及び災害時の活用に関する総合研究 

・水道における連続監視の最適化および浄水プロセスでの処理性能

評価に関する研究 

・地表水を対象とした紫外線処理の適用に関する研究 

・環境調和型水供給システムの構築に関する研究 

・水道中の化学物質等の新たな評価に関する研究 

 

③ 生活環境安全対策 

・建築物環境衛生管理に係る行政監視等に関する研究 

・シックハウス症候群の診断基準の検証に関する研究 

・エステティックの施術による身体への危害についての原因究明及

び衛生管理に関する研究 

・公衆浴場等の衛生管理におけるレジオネラ症対策に関する研究 

・半揮発性有機化合物の曝露実態及びシックハウス症候群等への影
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響に関する研究 

・建築物を巡る社会的ニーズ、状況の変化に応じた建築物衛生管理

に関する研究 

・葬送及び埋葬の方法に関する研究 

 

④ 健康危機管理・テロリズム対策 

・健康危機管理事態発生時の情報・人材ネットワーク基盤構築に関

する研究 

・CBRNE テロリズム等の健康危機事態における医療・公衆衛生対応

に関する研究 

 

設定した

理由 

①国民の安全・安心と健康を確保するためには、災害時対応に加え、

平時における地域づくりや保健システム基盤構築等についての研究

も推進する必要がある。 

②国民生活の維持に必須である安全・安心な水を安定的に供給してい

くためには、水源から浄水場、給配水過程に至るまでの多種多様に存

在する微量化学物質、病原生物等の影響を総合的に評価するための新

たな評価手法を確立するとともに、最新の科学的知見を踏まえた水道

水質基準等の逐次見直しを含む水質管理及び浄水処理の高度化等が

必要である。また、東日本大震災のような大規模災害や人口減少社会

の到来も踏まえ、安全・持続・強靱な水道システムの維持・構築のた

めの研究が必要である。さらには、温暖化に伴う水道システムへの影

響を踏まえた適応策を見いだす研究が必要である。 

③建築物や生活衛生関係営業等に関係する生活環境については、その

適切な保持が行われない場合、健康危機管理に直結するものであり、

これらの健康危機の未然防止及び発生時に備えた準備、発生時の適切

な対応等が必要である。 

④震災から４年が経過し、巨大自然災害への強靱化が模索されている

中で、ボストンでの爆弾テロ等、人為的要因による公衆衛生へのテロ

リズムといった新たな脅威が再認識されつつある。また、2020年東京

五輪をはじめ、今後開催される大規模な国際イベントに向けて、特殊

災害（テロリズム等人為的要因による災害等）を含む国家規模の災害

に着目し、公衆衛生危機管理システムの強靱化を目的として、既存の

災害対処基盤に特殊災害対策を織り込み、また行政内や行政・民間間

での連携の強化を促すために、学術的な整理が必要である。 

 

期待され ①実践的な方策を明らかにすることにより、地域における平時から有
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る成果 事に渡る健康安全の連携体制が構築されることが期待できる。 

②水安全対策において、水質基準の適時、的確な改正及び浄水処理に

おけるより効果的な対策を開発することで、水道の安全確保等に資す

る成果が期待できるとともに、災害時や人口減少社会の到来において

も、水道の安定給水に資する対策の開発が期待できる。さらには、温

暖化に伴う水道施設への影響への適応策を開発することで、水道の持

続性が維持できる。 

③ 生活環境安全対策において、建築物衛生に関して、現行の維持管

理基準の有効性の検証及び今後の見直しへの課題の抽出が期待でき

る。さらに、生活衛生関係営業等における環境の変化や技術の進歩な

どに応じた衛生管理基準の見直し等が期待できる。 

④CBRNEテロのような人為的な災害等の国家規模の災害を含む健康危

機管理・テロリズム対策において、自然災害等の知見や準備態勢をベ

ースとして活用しつつ、リスク評価手法や対処手法、人材育成の一体

的な整備・強化が行われ、また行政内や行政・民間間での連携の強化

がなされる。その結果、オールハザード対応が可能な健康危機の一体

的なリスク管理体制を構築することが期待される。 

 

（２）継続的に推進すべき研究領域 

①  地域保健基盤形成 

  以下の 2 つの研究については、東日本大震災の復興の観点から、平成 23～32

年度の 10 年間を予定として、被災者の健康状態等に関する調査研究を実施する

ものであり、今後 5 年間継続する必要がある。また、平成 27 年度には中間評価

を実施する予定である。 

・岩手県における東日本大震災被災者の支援を目的とした大規模コホート研究 

・宮城県における東日本大震災被災者の健康状態等に関する研究 

 

②  水安全対策 

水安全対策分野では、水道の連続監視の最適化や浄水処理能力の評価に関す

る研究、自家用水道の管理水準の確保及び災害時における活用促進、表流水へ

紫外線処理を適用、水道における気候変動の影響評価とその適応策に関する研

究を継続的に推進する。 

・自家用水道の管理水準の向上及び災害時の活用に関する総合研究 

・水道における連続監視の最適化および浄水プロセスでの処理性能評価に 

関する研究 

・地表水を対象とした紫外線処理の適用に関する研究 

・環境調和型水供給システムの構築に関する研究 
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③  生活環境安全対策 

公衆浴場等のレジオネラ症対策に関する研究、シックハウス症候群対策を含

む建築物衛生に関する研究、墓地埋葬行政に資する研究、エステティックの衛

生管理に関する研究のいずれも、よりよい国民生活に寄与するために、施策に

反映する最新の知見を把握する手段として欠かせない研究である。各研究の成

果の活用実績は以下のとおり。 

・公衆浴場等におけるレジオネラ属菌対策として、モノクロラミン消毒の評価、

培養検査法の標準化、迅速検査法の改良等の研究の成果を、平成 27 年 3 月に

改正した「循環式浴槽におけるレジオネラ症防止対策マニュアル」へ反映した。 

・墓地埋葬行政に関する研究の成果については、例えば、「火葬場における有

害化学物質の排出実態調査及び抑制対策に関する研究」結果に基づき、各都道

府県に通知を行うなど国の指針等に反映しているほか、関係団体において周知

を行っている。 

・建築物衛生に関しては、建築物における衛生的環境の確保に関する法律で規

定する維持管理基準に関する研究成果を法令改正等へ反映してきた。また、シ

ックハウス症候群などの室内環境による健康影響に関する研究等の成果は、関

係者への周知を行っている。 

・エステティックの衛生管理に関する研究の成果は、関係団体のホームページ

上へ掲載されるとともに、自主衛生基準修得のための e-ラーニング実施やハ

ンドブック作成へ反映している。 

 

④  健康危機管理・テロリズム対策 

 該当なし。 

 

（３）今後新たに推進すべき研究領域 

①  地域保健基盤形成 

該当無し。 

 

②  水安全対策 

 今後、水道中の化学物質等の新たな評価に関する研究を新たに推進すること

で、水源から浄水場、給配水過程に至るまでの多種多様に存在する微量化学物

質、病原生物等の影響を総合的に評価するための新たな評価手法を確立する。

これにより得られた最新の科学的知見が水道水質基準等に適切に反映されるこ

とで、水道システム全体のリスクの一層の低減と安全性の強化が期待される。 

 

③  生活環境安全対策 
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該当無し。 

 

④  健康危機管理・テロリズム対策 

 ・健康危機事態発生時の情報・人材ネットワーク基盤構築に関する研究 

  海外の健康危機管理、テロリズムに関する最新知見を集約し分析するのみな

らず、関連分野の専門家の人的連携ネットワーク基盤を構築、継続する。 

 ・CBRNE テロリズム等の健康危機事態における医療・公衆衛生対応に関する研究 

CBRNE テロリズム等の健康危機事態におけるプレホスピタル対応等の強化を

目的とした研究を推進することで、現状の活動計画における問題点を明らか

にし、医療関係者のみならず幅広い関係者を含む対応体制の最適化を目指す。 

 

※「研究助成の改善等に向けた基本的な方向性」（平成 22 年 7 月 29 日厚生労働省

の研究助成等のあり方に関する省内検討会）において、各研究事業のメリハリの

ある配分を行う観点から、当該年度で特に重視し配分する研究分野（事前評価に

おいても考慮）をいう。 

 

７．研究事業の評価 

（１）必要性の 

観点から 

健康危機管理の根拠となる知見は、医学的・科学的をはじめと

する学際的な学問分野により得られ、その体制・仕組みは法制

度・社会状況等を踏まえた実践により構築されるものである。災

害対策・テロリズム対策については、今後、地方自治体や他省庁

との連携を更に充実させ、より実行性のある総合的な対策を打ち

出すことが必要であり、関連機関と連携した研究が必須である。

本研究事業は、効果的な健康危機管理体制を常時確保するために

必要不可欠なものである。 

 

（２）効率性の 

観点から 

本研究事業は、健康危機管理の研究・教育の拠点でもある国立

保健医療科学院が Funding Agency として研究費配分機能を担う

ことで、健康危機管理に関する実状把握、研究管理、教育・人材

育成が一元的になされるよう配慮している。 

 

（３）有効性の 

観点から 

本研究事業における研究の多くは、健康危機事案の対応に当た

る地方自治体や保健所・地方衛生研究所等の行政機関にとって実

用性が高い「手引き」、「ガイドライン」、「基準値・検査方法」

等の形でその成果が得られている。更なる高度な専門性、迅速性、

広域性が求められる全国の健康危機管理体制の底上げ・均てん化

に大きな役割を果たすと評価している。 
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（４）総合評価 健康危機管理事案の発生に際しては、地方自治体、他省庁、保

健所等の行政機関によるサービスの充実・強化とともに、関係す

る職能団体や業界団体、さらには地域住民と協働できる体制をい

ち早く確保することが重要である。本事業は多様な健康危機課題

を対象に、行政機関と関係機関・団体との連携及び地域住民との

協働のあり方について、健康危機事案発生を想定した平時からの

対応を検討するとともに、健康危機の発生防止、発生に備えた準

備、発生時の対応のそれぞれの段階についての研究が実施されて

きた。本事業は分野横断的対策と個別分野対策から成っており、

時事の変化に対応するためにも、両者とも研究推進を図ることが

重要である。また、今後、地方自治体や他省庁との連携を更に充

実させ、より実行性のある総合的な対策を打ち出すことが必要で

あり、関連機関と連携した研究が必須である。 

 

 

 

 

 

 

 


